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改訂の要旨 

 

「消費生活用製品のリコールハンドブック 2019」の改訂から３年が経過し、多くの

事業者の皆様に、消費者の安全・安心の確保を第一に考えた、実効性の高いリコール

を実施いただけてきております。しかし、依然として、リコール進捗率が思うように

は向上しないという課題・悩みを抱えている事業者が少なくありません。 

このような事業者の課題・悩みに対して参考となる考え方や情報を示す必要がある

との背景から、令和 3 年産業保安等技術基準策定研究開発等（リコール等製品安全広

報効果実態調査事業）において、主に回収率の高いリコール案件を中心にその取組実

態を調査いたしました1。当該事業における調査結果をもとに、「リコール等製品安全

広報効果実態調査委員会」を設置し、「リコール進捗率向上に向けた事業者の実態と

取組事例の紹介」（以下、「事例集」という）2を策定するとともに、「リコールハンド

ブック 2019 に対する改訂意見」を取りまとめました。 

これを踏まえ、今般、リコールハンドブック 2022 への改訂を実施いたしました。

事業者の皆様には、より一層消費者の安全・安心の確保を第一に考え、製品事故の発

生から原因究明、リコール実施等に向けて対応するための参考にしていただければ幸

甚です。 

 

 
1 調査では、リコールを想定して平時より社内規程を策定している事業者が６割以上であったり、

リコールに関わる対応を多くの部門が連携し全社的な活動として実施している事業者が８割を超え

るなど、取組の高度化が窺える結果も見えています。 
2 次の URL に登録されています。 

https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/system/jireisyuu2022.pdf 

https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/system/jireisyuu2022.pdf
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リコールハンドブック 要約 

第Ⅰ章 はじめに 

 ○「リコール」とは、消費生活用製品による事故の発生及び拡大可能性を最小限にす

ることを目的に以下の対応をとることをいう。 

① 製造、流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収 

② 消費者に対するリスクについての適切な情報提供 

③ 類似の製品事故等未然防止のために必要な使用上の注意等の情報提供を含

む消費者への注意喚起 

④ 消費者の保有する製品の交換、改修（点検、修理、部品の交換等）又は 

引取り 

 ○製造事業者又は輸入事業者は、自主的にリコールを実施することが求められている。 

 ○販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等は、リコールの実施事業者か

ら要請があったときは当該リコール対応に協力することが望まれる。 

 

第Ⅱ章．日頃から求められる取組 

○経営方針にリコールを含む製品安全確保を経営上の重要課題として明示すること。 

○経営者自らがリコールに背を向けない姿勢を社内外に示すこと。 

○製品設計段階からリスクアセスメントを行うこと。 

○製品事故等・クレーム情報を積極的に収集する体制を整備すること。 

○製品事故等対応のためのマニュアルをあらかじめ作っておくこと。 

○リコールを円滑に行うために、常日頃サポート機関等との関係を構築しておくこ

と。 

 

第Ⅲ章．製品事故等への速やかな対応 

（１）事実関係の把握 

全ての情報の確認を待つのではなく、判明している情報を整理し、経営者に報告

し、国又は製品評価技術基盤機構（NITE）に速やかに報告すること。 

（２）リコール実施の判断 

消費者の安全・安心の確保を第一に考え対応すること。 

（３）リコールの実施 

○情報提供方法の決定 

消費者の製品使用等の実態に応じて、効果的な媒体・方法を組み合わせて採用す

ること。 

○関係機関への報告 

全ての役員・従業員、関係取引先、行政機関等にリコール実施を報告・連絡する

こと。 
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第Ⅳ章．リコールの実施状況の継続的監視・評価（モニタリング） 

（１）進捗状況のフォローアップ 

○定期的に進捗状況の検証を行い、その結果に基づきリコール内容のフォローアッ

プを行うこと。 

○製品事故が起きていないことを前提とし、市場残存率等を利用した自己評価を行

うこと。 

（２）製品安全体制へのフィードバック 

リコール原因を踏まえた製品の改良等、リコール実施の経験を経営や社員教育に 

フィードバックすること。 
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Ⅰ はじめに 

 

１ 本ハンドブックの目的 

 

この消費生活用製品3のリコールハンドブック（以下「本ハンドブック」といいま

す。）は、消費者の生命や身体への危害や拡大被害の防止を第一に考え、リコール

対応のあるべき姿を示すものです。具体的には、製造事業者、輸入事業者、販売事

業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等が、 

 

① リコールに対して、日頃からどのように取り組むべきか  

② 製品事故等4が確認された場合、いかに迅速かつ的確にリコールを実施す 

るか 

③ リコールのフォローアップをいかに実践して実効性を高めるか 

 

についての基本的な考え方や手順を示すことを目的としています。  

また、本ハンドブックにおいて「リコール」とは、消費生活用製品における製品

事故等の発生及び拡大可能性を最小限にすることを目的に以下の対応をとることを

いいます。 

 

① 製造、流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収  

② 消費者に対するリスクについての適切な情報提供  

③ 類似の製品事故等の未然防止のために必要な使用上の注意等の情報提供

を含む消費者への注意喚起 

④ 消費者の保有する製品の交換、改修（点検、修理、部品の交換等）又は

引取り 

 

 

 
3 消費生活用製品とは、一般消費者の生活の用に供される製品をいい、他法令で個別に安全規制が設け

られている自動車、医薬品、食品等が除かれています。詳細は、消費生活用製品安全法第２条を参照。 
4 製品事故とは、消費生活用製品の使用に伴い、人的危害を生じた事故及び人的危害を生じるお

それの高い物的事故をいいます。なお、「事故等」と記述している場合の「等」とは、これら

の製品事故（人的事故や火災等）の発生に結びつくおそれがある製品欠陥や不具合をいいます。 

第Ⅰ章 はじめに 
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なお、消費生活用製品安全法（以下「消安法」といいます。）第 38 条5において

は、製造事業者又は輸入事業者によるリコール実施への努力義務や、販売事業者に

よる製造事業者又は輸入事業者のリコールへの協力に関する努力義務等が規定され

ています6。 

消費者への迅速な情報伝達等の対応のためには、消費者に近い存在である販売事

業者や流通事業者、製品の設置や修理・メンテナンスを行っている修理事業者、設

置事業者等の協力は必要不可欠です。 

そこで本ハンドブックは、これらの事業者が消費者の安全の確保に向けて適切な

対応が取れるよう作成されています。 

より安全安心な社会の実現のためには、リコール実施の局面において、事業者は

本ハンドブックを参照した上で、積極的な対応を行うことが期待されています。ま

た、社会情勢の変化や技術の向上に対応し、本ハンドブックの考え方を効果的に展

開することが望まれます。 

 

巻末には、リコールの各種対応事項に関する事例や官庁への報告様式などの情報、

また、平時、製品事故対応段階、リコール対応段階の必要事項をまとめたチェック

リストを掲載していますので、具体的な対応に際しての参考としてください。 

 

 

 
5 消費生活用製品安全法第 38 条： 

消費生活用製品の製造又は輸入の事業を行う者は、その製造又は輸入に係る消費生活用製品に

ついて製品事故が生じた場合には、当該製品事故が発生した原因に関する調査を行い、危害の

発生及び拡大を防止するため必要があると認めるときは、当該消費生活用製品の回収その他の

危害の発生及び拡大を防止するための措置をとるよう努めなければならない。 

2 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者がとろうとする前

項の回収その他の危害の発生及び拡大を防止するための措置に協力するよう努めなければな

らない。 

3 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者が次条第一項の規

定による命令を受けてとる措置に協力しなければならない。 
6 「（参考資料５）関連する法令等の解説」（137 頁）において製造事業者等のリコール実施に

係る努力義務等について整理しています。 
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２ なぜリコールを実施するのか 

 

事業者にとって、消費者に安全な製品を供給することは、基本的な責務です。し

かし、最新の技術進歩を踏まえた周到な製品安全管理態勢を構築し、その運用を行

っていても、製品事故等の発生を完全に防止することはできません。このため、『製

品事故は起こり得る』という前提でリコールに備える準備を行い、製品事故等の発

生又は兆候を発見した段階で、迅速かつ的確なリコールを自主的に実施することが

必要不可欠です。欠陥等の兆候や製品事故等の発生を恣意的でないにせよ隠匿する

結果となったり、虚偽の情報を公開することは、消費者を危険にさらす行為となり、

社会的に許されません。また、特に消費者への人的危害が発生・拡大する可能性が

あることに気付きながら適切なリコール等の対応をせず、そのために重大な被害を

起こしてしまった場合には、行政処分の対象となるだけではなく、損害賠償責任や

刑事責任に発展する場合もあります。このことは、製造事業者や輸入事業者につい

てはもちろん、販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等にも当てはま

ります7。 

迅速かつ的確にリコールを実施することは、事業者にとって、ますます重要にな

っており、これを行うことで、事業者が、消費者をはじめ、社会全体から信頼を取

り戻すことができます。 

また、後述するとおり、リコールを効果的に実施するには、ユーザー登録等によ

り獲得した顧客情報の有効活用が重要です。リコール対応も CRM（Customer 

Relationship Management）の一環と位置付け、その管理手法やそこで取得した情

報を活用し、より強固な消費者との結びつきを得ることで、事業者や製品に対する

ロイヤリティ向上やファン心理向上等に役立てる絶好の機会となります。 

 

 
7 「（参考資料５）関連する法令等の解説」（137 頁）において製品事故等に係る事業者の法的

責任について整理しています。 
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３ 誰がリコールを実施するのか 

 

（１）製造事業者又は輸入事業者 

製造事業者又は輸入事業者は、我が国の市場に最初に製品を投入する事業者です。

また、製品の設計・製造・加工・組立や輸入行為等を通じて、製品事故の原因を結

果的に生ぜしめる者です。このため、消安法第 38 条第 1 項においても、製造事業

者又は輸入事業者の責務として、製品事故等の未然防止及び拡大を防止するため必

要があると認める場合は、自主的にリコールを実施することが求められています。 

なお、リコールを実施している製造事業者又は輸入事業者が破産したような場合

においては、管財人にリコール実施の継続を依頼することや、吸収合併されるよう

な場合には、存続会社において、当該リコールが継続されることが必要です。 

OEM 生産（相手先ブランドによる生産）の場合は、生産の委託契約の中にリコー

ルの実施主体を明記しておくことが重要です。ただし、実施主体側が倒産や破産状

態にあり、リコールの実施が不能である場合には、もう一方がリコールの実施主体

となることが求められます。 

 

（２）販売事業者又は流通事業者等 

販売事業者又は流通事業者（インターネット通販事業者、中古品販売事業者等を

含む。以下同様。）等は、製造事業者又は輸入事業者よりも消費者に近い存在であ

り、リコール製品の所在確認や消費者からの情報がより早く届くことが多いことか

ら、迅速かつ的確なリコールの実施に重要な役割を果たすことになります。 

まず、消安法第 34 条第２項8にも規定されているように、消費生活用製品の小売

販売を行う者は、重大製品事故の発生を知ったときは、その旨を該当製品の製造事

業者又は輸入事業者に通知するよう努めなければなりません。また、同条第 1 項9に

も定められているように、製造・輸入事業者はもちろん、小売販売事業者も製品事

故情報を収集し、これを一般消費者に適切に提供するよう常に努力する必要があり

ます。 

特に、消費者の生命・身体の安全に関わる重大な危害が問題となる場合、これを

認識できる立場にある関係事業者は、取締規定がなすべき対応を直接定めていない

場合にも、回収を含む適切なリコール対応を迅速に行うことが要請される場合もあ

りますので注意が必要です。さらに、製造事業者又は輸入事業者が破産状態にあり、

実質的にリコール実施者となり得ない場合等には、販売事業者又は流通事業者が、

より積極的な回収を含めたリコールの実施を奨励される場合があります。 

また、経済産業省では、報告義務の課せられていない事故についても、「消費生

 
8 消費生活用製品安全法第 34 条第２項： 

消費生活用製品の小売販売、修理又は設置工事の事業を行う者は、その小売販売、修理又は設

置工事に係る消費生活用製品について重大製品事故が生じたことを知つたときは、その旨を当

該消費生活用製品の製造又は輸入の事業を行う者に通知するよう努めなければならない。 
9 消費生活用製品安全法第 34 条第１項： 

消費生活用製品の製造、輸入又は小売販売の事業を行う者は、その製造、輸入又は小売販売に

係る消費生活用製品について生じた製品事故に関する情報を収集し、当該情報を一般消費者に

対し適切に提供するよう努めなければならない。 
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活用製品等による事故等に関する情報提供及び業界における体制整備の要請について」

（平成 21・09・01 商局第２号）や「消費生活用製品等による事故等に関する情報提

供の要請について」（平成 23･03･03 商局第 1 号）によって関係各機関が消費生活用

製品に係る事故情報を得た場合、独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下、「NITE」

といいます）へ通知するよう協力を依頼しています10。 

さらに、リコールの実施事業者から要請があったときは製品所在に関する情報提

供やリコールポスターの掲示等、積極的に協力する責務があります。消安法第 38

条第２項、第３項11においても、販売事業者又は流通事業者に対する責務として、リ

コール実施への協力をすることが明定されています。 

なお、販売事業者、流通事業者においてプライベートブランド（PB）製品を製造・

販売している場合には、製造事業者や輸入事業者と同様の対応が求められます。 

以上を踏まえ、販売事業者や流通事業者は、消費生活用製品の流通と製品事故防

止において自らが果たすべき役割を十分に認識し、リコール実施事業者に積極的に

協力するとともに、状況に応じ的確なリコールへの対応を行うことが求められます。 

 

★販売事業者、流通事業者による積極的な対応の例 

電気ストーブの例 

輸入事業者が輸入した電気ストーブで、部品不良により発火事故が４件発

生したが、当該輸入事業者は負債を抱え廃業状態であり、製品回収等が望め

ない状況にあった。この状況に対応して、販売事業者３社が自社で販売した

当該電気ストーブについて当該輸入事業者に代わり、特売チラシに回収する

旨を広告し、自主的に製品回収を行った。 

 

エアコンの例 

販売事業者は、取引先である製造事業者のエアコンで部品不良により発火

事故が２件発生したことから、リコールを開始した製造者と連携を取り、自

社が販売した当該エアコンの全てのお客様に向けて、製品を回収している旨

のダイレクトメールを発送して、早期にお客様の安全確保を図ると共に早期

点検回収へ向けた協力を行った。 

 

 
10 「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供及び業界における体制整備の要請について」と

「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供の要請について」は 120頁以降を参照して

ください。 
11 消費生活用製品安全法第 38条第２項、第３項： 

2 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者がとろうとする前項の回

収その他の危害の発生及び拡大を防止するための措置に協力するよう努めなければならない。 

3 消費生活用製品の販売の事業を行う者は、製造又は輸入の事業を行う者が次条第一項の規定によ

る命令を受けてとる措置に協力しなければならない。（次条は、危害防止命令の条文） 
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（３）修理事業者、設置事業者の位置付け 

修理事業者、設置事業者は、修理や設置に係る消費生活用製品について重大製品

事故が生じたことを知ったときは、その旨を当該消費生活用製品の製造事業者又は

輸入事業者に通知するよう努めなければなりません（消安法第 34 条第２項）。また、

経済産業省では、報告義務の課せられていない事故についても、「消費生活用製品等

による事故等に関する情報提供及び業界における体制整備の要請について」（平成 21・

09・01 商局第２号）や「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供の要請に

ついて」（平成 23･03･03 商局第 1 号）によって関係各機関が消費生活用製品に係る

事故情報を得た場合、NITE へ通知するよう協力を依頼しています。 

さらに、リコールの実施事業者から要請があったときは製品所在に関する情報提

供やリコールポスターの掲示等、積極的に協力することが望まれます。 

 

（４）部品・原材料製造事業者の位置付け 

部品製造事業者に外注した部品の不具合が原因で事故が発生した場合であっても、

リコールは完成品について実施されるものであることから、リコールを実施する事

業者は原則として完成品の製造事業者になります。 

このため、部品・原材料製造事業者が納品した製品が原因で最終完成品に製品事

故等が発生した場合は、直ちに納入先の事業者に報告する必要があります。また、

同じ部品を数社に納品している場合で納入先の事業者でリコールを開始した場合は、

他の納入先の事業者にも当該情報を提供することが必要です。 

部品・原材料製造事業者は、完成品製造事業者が実施するリコールに係る、諸費

用の分担等につき、必要に応じ対応することが求められます 12。しかし、消費者に

対して責任をもって対応するのは、部品に原因がある場合でも、原則、完成品製造

事業者です。 

 

 

 

 
12 部品も製造物責任法上の「製造物」（同法第２条第１項：この法律において「製造物」とは、

製造又は加工された動産をいう。）である以上、部品・原材料製造事業者が製造物責任を負

う可能性も無いわけではありません。しかし、消費者の手に渡る物として製品を完成させた

完成品の製造事業者こそが、経営面でも技術面等でも全体的知見を有し、完成品の市場への

供給を最もコントロールしやすい立場にあるわけですから、リコールについての主導的な対

応が求められます。 



４ リコールの管理体制像  
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４ リコールの管理体制像 

本ハンドブックは、販売後の製品による製品事故から消費者を保護することを目

的としていますが、そのための措置は、「日頃から求められる取組」と、製品事故

等の発生後の緊急安全対策としての「製品事故等への速やかな対応」に大きく分け

られます。本ハンドブックでは、第Ⅱ章で、製品事故等の未然防止のための考え方

と、しかるべき「リコール」実施のために必要な準備措置について紹介し、第Ⅲ章

及び第Ⅳ章で製品事故等の発生後の一連の対応について紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ リコールの管理体制像 

リコールの管理体制 

（第Ⅱ章）日頃から求められる取組 

１ 日頃からの心構えの徹底 

２ 未然防止のための措置 

３ 速やかなリコール実施のための日頃からの準備措置 

（第Ⅲ章）製品事故等への速やかな対応 

アクション１ 事実関係の把握等 

アクション２ リコールを実施するか否かの判断 

アクション３ 対策本部等の実施母体の設置 

アクション４ リコールプランの選択 

アクション５ 社告等の情報提供方法の決定 

アクション６ 関係機関等への連絡と協力要請  

 

（第Ⅳ章）リコールの実施状況の継続的監視・評価（モニタリング） 

１ モニタリングの体制 

２ モニタリングデータの分析 

３ リコール実施状況の評価 

４ リコール方法のフォローアップ 

５ 記録の作成、リコール漏れへの対処及び得られた情報の 

フィードバック 

６ 再発防止・未然防止のための措置 

７ リコールの終了 

製品事故等の発生 

販売前の 

安全管理 

販売後の 

安全管理 

設計・改良、安全管理体制の見直し等のフィードバック 

※上記リコールの管理体制を社内規程、対応マニュアル、ガイドライン等の社内文書にて規

定する。 
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Ⅱ 日頃から求めれられる取組 

 

事業者は、製品事故等が発生しないよう日頃から安全な製品の供給に努めなければ

なりません。特に、その製品を使用する消費者の立場に立った安全確保の努力が不可

欠です。そして、製品事故等の発生又は製品事故等を予見させる兆候を発見し、いざ

リコールという場合、慌てることなく、迅速かつ的確にリコールを実施するためには、

日頃からの取組が大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ リコールに対する日頃からの取組 

 

日頃から求められる取組 

基本姿勢：安全な製品の開発、設計、製造及び供給努力  

 

１．日頃からの心構えの徹底 

（１） リコールに背を向けない企業姿勢 

（２） 経営者を含む全ての役員・従業員の意識向上のための教育・研修 

 

２．未然防止のための措置 

（１） 安全基準・安全規則等の遵守 

（２） リスクアセスメントの実施 

（３） 製品事故等・クレーム情報等の収集体制の整備及び製品へのフィードバック  

（４） 安全な製品使用のための消費者啓発・情報提供  

 

３．速やかなリコール実施のための日頃からの準備措置 

（１） 製品のトレーサビリティ把握のための体制 

（２） 対応マニュアル等の作成 

（３） リコールを円滑にするためのサポート機関への相談  

（４） リコールに要する費用の確認・確保 

第Ⅱ章 日頃から求められる取組 
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１ 日頃からの心構えの徹底 

 

事業者は、製品事故等の未然防止に向けて、より安全な製品を供給すべき様々な

努力を行っています。しかし、いかに周到な製品安全管理体制を構築し、その運用

を行っていても、製品事故等の発生を完全に防止することはできません。このため、

日頃からリコールに積極的に取り組む姿勢を社内に徹底し、社外にも明確に示して

おく必要があります。また、事業者は消費者等からもたらされる製品事故等に関す

る情報を大切にし、経営者が迅速かつ幅広く事故情報を把握することが重要です。  

  

【リコール対応と会社役員の善管注意義務】 

 

会社法では、大会社の取締役には、内部統制システムの構築義務が定められており、損失の

危険の管理に関する規程その他の体制を定めることとなっています。この義務を怠ったことに

よりしかるべきリコールが行われず、企業の損失が拡大したような場合、会社役員は、善管注

意義務違反を理由に、会社に対して損害賠償義務を負うおそれがあります。  

実際に、製品の販売中止の判断の遅れから、売上の減少や信頼回復のための費用等の損失が

拡大したことを理由に、役員の善管注意義務違反による責任追及がなされた株主代表訴訟事例

もあります。 

中小企業の役員においても、会社に対して損害賠償責任を負うおそれがあります。大会社の

ように内部統制システムの構築義務は定められていませんが、中小企業の役員は、一般的に製

品安全に関する実務への関与度が大きく、より直截的に製品事故等を防ぎ、また、製品事故等

が生じた場合において適切かつ迅速な対応を行う善管注意義務があるとの見方も可能だから

です。 

 

 

（１）リコールに背を向けない企業姿勢 

リコールに背を向けない企業姿勢とは、まず経営者がその意識を持ち、社内外に

示すことが重要です。 

製品事故等の情報は、事業者にとってマイナスの情報と受け取られがちですが、

たとえマイナスと受け取られる情報であっても、背を向けてはなりません。確かに、

これらの情報は、事業者にとって短期的にはマイナスの評価に結びつきますが、事

業者がこうした製品事故等にどのように対応したかによって、事業者に対する最終

的な社会的評価は著しく違ってきます。リコール告知に際して、経営資源を投入し

た大規模なキャンペーンを継続的に行い、消費者への注意喚起とリコール対象製品

の回収を進め、製品事故等の拡大可能性を減じるとともに、社会的評価を高めた事

業者もあります。 

すなわち、発生した製品事故等に対しては、消費者への情報周知を含め、消費者

の安全・安心を第一に考えた行動を実行することにより、消費者の信頼をいち早く

回復することが可能になります。事業者は、製品事故等の発生や製品事故等を予見

させる兆候に関する社内外からの情報を真摯に受け止め、これを速やかに周知する

とともに、事実関係等を分析・把握し、誠実かつ前向きに対応することが不可欠で

す。 
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【製造物責任（PL）とリコール】 

１．製造物責任 

製造物責任とは、製品の欠陥（通常有すべき安全性を欠いていること）により、消費者等の生

命・身体または財産への侵害（以下、「拡大損害」という。）が生じた場合に、その製品の製造

業者等が負担する損害賠償責任のことをいいます。日本では、1995 年に施行された製造物責任法

において規定されています。 

 

２．リコール 

リコールとは、製品に不具合等のあることが判明した場合に、その不具合等による拡大被害の

発生・未然防止等のために、製造業者等が行う製品の回収・修理・代替品の提供等の措置のこと

をいいます。すなわち、リコールは、消費者の被害の拡大を予防する措置として実施されるもの

になります。 

上記のとおり、リコールは、製品の不具合等により重大な拡大被害が発生したり、発生のおそ

れがある場合はもちろんのこと、不具合等が欠陥ではない場合や欠陥の有無が不明であっても、

拡大被害の発生・未然防止のために製造・輸入事業者の判断で自主的に行われることがあります。

また、拡大被害が発生していなくても、当該製品自体に不具合等が生じていればリコールが行わ

れることも少なくありません。 

 

このように、リコールと製造物責任はまったく別の概念のものであり、事業者においては、製

品事故等が発生した場合には、両者それぞれに対し、しかるべき対応を行うことが求められます。 

 

 

（２）経営者を含む全ての役員・従業員の意識向上のための教育・研修 

製品事故等を重大な危機として捉え、迅速かつ正確な対応を取っていくためには、

システムやマニュアルの整備だけの問題ではなく、経営者を含む全ての役員・従業

員の危機管理に対する意識の定着・向上に努める必要があります。また、社内の円

滑な情報の伝達と共有が極めて重要です。リコールを高い進捗率で進めている事業

者では、製品安全に関する次のような社内教育を実施し、役員・従業員の意識向上

に努めています。 

●新入社員に対して品質管理講座で教育し、その後入社 5 年目のタイミングで再

度リコールに関する研修の実施 

●役員向けのリコールに関する研修の実施 

●e ラーニングの実施 

 

 

①  経営者として必須の意識 

 

経営者は、製品事故等の発生に関する被害者および関係者への対応、製品回収等

への対応について体制を整備し、自らリーダーシップを発揮することにより、事業

者として迅速かつ適切な判断と行動が実現できるようにしておくことが求められて

います。 
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具体的には、以下のような取組が求められます。  

 

ⅰ 経営方針等に、リコール体制を含む製品安全の確保を経営上の重要課題とし

て明示する。 

ⅱ 社内のリコール体制の整備・維持を推進するための実行計画を年度計画の中

に入れる。 

ⅲ 社内に対しては、挨拶、講話、会議、懇談等の機会に、リコール体制を含む

製品安全の確保の重要性を自分の言葉で訴える。 

ⅳ 対外的に製品安全の確保やリコールについての基本方針、社内体制を説明す

る。 

ⅴ 組織内のコミュニケーションに気を配り、内部通報制度を機能させる。 

ⅵ リコールを含む製品安全の確保を重視する企業文化を定着させる。 

 

必要な情報が経営者に届き、経営者がリコール実施の意思を明確に表明すること

を常に意識して会社経営に当たることが必要です。 

例えば、製品事故等の情報やクレーム情報を統計的に処理したデータやリコール

の進捗状況等について定期的に取締役会で提示し、製品安全確保を図るための議論

を行うこと等が求められます。 

その際に、経営者が全ての個別情報にいつでもアクセスできるようにしておくと、

現場の緊張感を保つ効果があります。 

また、危機管理シミュレーショントレーニング13等の実施により、リコール対応

体制の検証とともに、リコール実施の際の対応力の向上を図ることも効果的です。 

 

 

② 専門的知識及び能力を持った管理職の育成 

 

製品事故等の発生を予見させる欠陥等の兆候に関する社内外からの情報に対し、

迅速に反応するため、専門的知識・分析能力を有するとともに、消費者の安全確保

に向けて高い意識を持った管理職を育成する必要があります。 

リコールを速やかに実施できる体制を整備しておくことは、業務管理、人事管理、

予算管理等とともに重要な管理事項です。また、リコールに関する部署内の啓発は

管理職に課せられた基本課題の１つです。 

 

 

③ 全ての役員・従業員への危機意識の教育・啓発 

 

リコールは、特定の部門のみが考えれば良いとの意識は誤りです。一人一人の危

機意識が基盤となって初めて、組織一丸となったリコール対応が実現できます。企

画設計部門、生産管理部門、品質保証部門、営業部門、お客様対応部門等それぞれ

 
13 緊急時を想定し、経営トップ以下の関係者が適切な情報収集、意思決定、対応指示、外部への

情報開示を行うことができるようにシミュレーション形式でのトレーニング 
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に集まる情報は様々です。職務のいかんを問わず、全ての役員・従業員が危機意識

を持ち、自らも消費者の視点を常に持ち続けることによって、多くの情報が集まる

ようになり、適切なリコールを実施するための知識や判断が生まれます。 

このような意識を浸透させるためにも、消費者の安全確保やリコール対応に関す

る継続的な社内研修等の教育・啓発が重要になります。 

 

研修プログラム例 

１．リコールとは何か 

２．近年の主なリコール実施事例と企業に与える影響 

３．製品事故等発生からリコール実施までの主な流れ 

４．自社におけるリコール体制・リコール対応マニュアルの紹介 

５．リコール実施時における留意点と心がけるポイント 
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２ 未然防止のための措置 

 

未然防止のための措置には、製品事故等を発生させないための日頃からの取組が

重要です。具体的には、以下の４点があります。 

 

① 安全基準・安全規則等の遵守 

② リスクアセスメントの実施 

③ 製品事故等・クレーム情報等の収集体制の整備及び製品へのフィードバック 

④ 安全な製品使用のための消費者啓発・情報提供 

 

（１）安全基準・安全規則等の遵守 

製品事故等の未然防止のために、守るべき最低限の安全確保措置が、消安法等14に

おける基準や規則で定められています。また、遵守すべき国際規格、日本産業規格、

業界基準、その他の安全基準・安全規則があった場合、それらを参照し、安全設計

に配慮することが必要です。 

安全基準・安全規則の順守に加え、仕入れた部品が契約上のスペックを満たして

いるか定期的に確認することも必要です15。 

 

 

（２）リスクアセスメントの実施 

消費者の安全を確保するには、安全な製品を製造し供給することが事業者に求め

られる最も基本的な活動です。 

このため事業者は、安全な製品の製造、供給を実現するために、製品の企画・設

計段階、及び製品販売後の段階で繰り返し実行するリスクアセスメントによって、

当該製品のリスクを社会的に許容可能な範囲まで低減することが望まれます。  

 

【リスクアセスメントの概要】 

一般的には、次のような手順で許容可能なレベルまで当該製品のリスクを低減することが望

ましいとされています。 

a) 製品によって危害を受けやすい状態にある消費者、その他の者を含め、製品又はシステム

にとって被害を受けそうな使用者を同定する。 

b) 製品又はシステムの意図する使用を同定し、合理的に予見可能な誤使用を同定する。 

c) 製品及びシステムの、据付け、作動、メンテナンス、修理、及び解体または破棄を含む、

使用の段階及び使用状況から生じるそれぞれのハザード（合理的に予見可能な危険状態及

び危険現象を含む。）を同定する。 

d) 同定されたハザードにより影響を受ける使用者グループへのリスクを見積もり及び評価す

る。種々の使用者グループによって使用される製品又はシステムに考慮を払うのがよい。

 
14 消費生活用製品安全法以外には、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律、 

ガス事業法、電気用品安全法等があります。 
15 近時では、部品・原材料のサイレントチェンジ（部品・原材料の供給事業者が発注した事業

者の許可を得ず、勝手に部品・原材料の仕様を変更し納品すること）を原因とした製品事故が

発生し、リコールに発展した事例等も生じています。 
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類似の製品又はシステムとの比較によって評価することができる。 

e)もし、リスクが許容できない場合、許容可能になるまでリスクを低減する。 

（以上は、「ISO/IEC Guide 51:2014 の 6.1 リスクアセスメント及びリスク低減の反復プロ

セス」より引用） 

 

「ハザードの同定」や「リスクの見積もりと評価」等の各プロセスについては、複数の手

法が開発されており、事業者は製品の特性によって適切な手法を採用する必要があります。

詳細は経済産業省発行の「消費生活用製品向けリスクアセスメントのハンドブック」「リス

クアセスメントハンドブック（実務編）」を参照ください。 

 

◇ 消費生活用製品向けリスクアセスメントのハンドブック（第一版） 

  http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/risk_assessment.pdf 

◇ リスクアセスメントハンドブック（実務編） 

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/risk_assessment_practice.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/risk_assessment.pdf
http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/risk_assessment_practice.pdf
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（３）製品事故等・クレーム情報等の収集体制の整備及び製品へのフィードバック 

円滑なリコールの実施のためには、製品事故等の発生や製品事故等の発生を予見

させる欠陥等の兆候に関する情報16を適切に収集するための体制を整備することが

重要です。 

体制整備にあたっては、製品事故等の情報が経営者を含む全ての役員・従業員、

事業者の全ての部門に入る可能性があるという前提で行います。製品事故等の情報

発信主体と情報の受け手／情報収集の主体は以下が挙げられます。 

  

情報発信主体 情報の受け手／情報収集の主体（例） 

消費者 コールセンター等お客様対応部門 

取引先・販売店 営業部門 

原材料や構成部品の供給者 調達部門 

設置、施工事業者 サービス部門 

修理事業者 サービス部門 

経済産業省、消費者庁、NITE 管理部門、品質保証部門 

国民生活センター、 

地方自治体の各消費者センター 

管理部門、品質保証部門、お客様対応部門 

その他行政（警察・消防等） 管理部門、品質保証部門、お客様対応部門 

業界団体 管理部門、品質保証部門 

マスコミ 管理部門（広報） 

 

この他、従業員からの日々の報告、自主検査、内部監査、各種の立入検査等から

も情報が得られます。 

また、社内の内部通報により、貴重な情報が得られる場合もあることに留意し、

内部通報した従業員をきちんと保護することも必要です。社外の弁護士を受付窓口

に選任しておくといった方法も企業で採用されています。 

販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等は、それぞれ自らが扱う製

品の安全性について民事上の法的責任（契約上の責任、不法行為責任）を負担する

ばかりでなく、重大製品事故を知ったときには消安法第 34 条第２項に基づき、製造

事業者や輸入事業者にそのことを通知する努力義務があります。従って、製造事業

者や輸入事業者は、販売事業者等から事故情報の提供があった場合は、有益な情報

を提供したことに対し評価すべきであり、忌避すべきマイナス情報を持ってきたと

して、万が一にも、その後のビジネスで当該販売事業者等を差別的に取り扱う等の

 
16 「製品事故の発生や製品事故の発生を予見させる欠陥等の兆候に関する情報」の例としては、

以下が挙げられます。 

① いわゆるヒヤリハット情報 

② 欠陥か否かは明確に判別できないものの多発している同様の製品事故等の情報 

③ 他社で発生した類似製品の事故情報 

④ 苦情・相談・問い合わせ 

これらの情報を見逃さず、事故を未然に防止し、迅速かつ的確にリコールを実施するためには、

取り扱う製品の特性を考え、どのような情報に注意すべきかを予め想定しておくことが有用で

す。 
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ことがあってはなりません。 

収集した情報は一元管理され、緊急性の高い事案や発生する危害が大きい事案に

ついては、即座に社内のしかるべき関係者（経営者等の役員を含む）に共有される

ことが重要です。すなわち、情報の円滑な社内連絡体制（どこに、どのような情報

を、いつ報告するか）や、対処方法の決定体制の整備も必要です。事故の多発や拡

大の可能性があるのであれば、早急に経営者の判断を仰がなければなりません（あ

る事業者では全ての役員・従業員が常に名刺大の「重大製品事故に対する初期対応」

というカードを携帯しており、製品に関する事故情報を入手した場合には、その時

点で製品起因か否かは問わず、カードに記載された項目に従って得られた情報を管

理部門に報告できるようにしています）。 

一方で、緊急性の高い事案や発生する危害が大きい事案に至らないような事案で

あっても、将来的に重大製品事故につながることは否定できないので、当該製品に

ついては、製品事故等の発生状況に関して継続的に監視（モニタリング）しておく

ことが望まれます。 

また、得られた情報をもとにとった対応について、情報提供者等にフィードバッ

クすることも重要です。 

 

 

（４）安全な製品使用のための消費者啓発・情報提供 

安全だと思って製造・供給した製品であったとしても、当初想定していなかった

誤使用の発生や、想定されていなかった環境での使用による製品事故等や危険性が

発生することがあります。これらの場合には、製品側での対策を検討するとともに、

製品事故等の未然防止のために、危険性、使用上の注意喚起、危険回避のための方

法等を伝える啓発・情報提供が必要な場合があります。リコールに先立つ暫定措置

として、注意喚起する場合もあります。 
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３ 速やかなリコール実施のための日頃からの準備措置 

 

事業者においては、製品事故等の未然防止に向けた取組みに加えて、日頃から、

いざリコールというときに慌てず、速やかにリコールを実行できるようにするため

の準備が必要です。 

具体的には、以下の４点があります。 

 

① 製品のトレーサビリティ把握のための体制 

② 対応マニュアル等の作成 

③ リコールを円滑にするためのサポート機関への相談 

④ リコールに要する費用の確認・確保 

 

（１）製品のトレーサビリティ把握のための体制 

迅速かつ的確なリコールの実施には、該当する製品はどのロットのものなのか、

また、どのような販売経路をたどって消費者の手に渡ったか、その他の事業者、例

えば修理事業者等が関与していないか等の情報を、速やかに把握することが重要で

す。 

そのために、製造段階、流通段階の各段階においてトレーサビリティを確保する

ための情報収集が必要になります。 

製品によっては、最終消費者までの販売経路が完全に把握できない場合もありま

すので、どこまで把握できるかを、事前に確認しておく必要があります。また、自

社製品の流通形態の特性を踏まえ、販売活動の中で、以下のような方法で顧客接点・

アクセス手段を確保する取組が重要になります。 

・ ロット番号やシリアル番号による流通・販売経路の追跡体制の整備 

・  ユーザー登録や顧客台帳等による顧客情報の管理17 

・ 販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者が、製造事業者や輸入事

業者のリコール実施時に連携や協力を速やかに行うことのできるような日頃

からの信頼関係作り 等 

 

製品の中には、部品・部材状態や材料状態で出荷され、それらを購入した製造事

業者が組み立てて販売したり、施工業者が扱う建材等のケースもあります。それら

のような場合に備えて、自社製品かどうかわかるような表示やマーキングを行い、

加えてロット番号や製造番号（型式、製造月日、製造工場等の情報）がわかるよう

な工夫をしておくことも有用です。そのような対応を行っておくと、問題となって

いる部品・部材であるか否かの判別に役立ちます（ある業界では、火災によって当

該製品に貼付した事業者名のラベル等が焼失しても、自社製品であるか否かが判明

できるよう、事業者名をカタカナやアルファベットで表記した際の頭文字を製品自

体に刻印する取組を行っています）。 

 
17 地域に根付いた町の電機店では、許諾を得た顧客情報と販売情報を確実に保有し、リコール

実施時等に購入者に対してしかるべき対応がとれる体制を整えています。このような事業者

との信頼関係を構築し、協力してもらえる体制を整えておくことは非常に重要です。 
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消費者の情報取得に関しては、長期使用製品安全点検制度の対象製品については、

所有者情報の取得が制度化されていますので、比較的消費者情報が取得しやすい状

況にあります。事業者においては、所有者情報の取得に向けて積極的な対応が求め

られます（なお、当該取組は販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等

の協力も不可欠であることにも留意が必要です）。 

それ以外の製品に関しては、ユーザー登録の目的が、リコールや安全情報等の情

報提供のためなのか、品質保証登録のためなのか、保全や点検先としての登録のた

めなのか、継続的な商品情報の提供やサービスの供与のためなのか等を消費者に対

して明確に示すことも、消費者の理解を得るために重要です。ユーザー情報の登録

は消費者の主体的行動に委ねられるため、情報の登録と引き換えに保証延長する取

組やプレゼントの提供を行っている事業者もあります。 

また、近年の IT の進歩を背景として、消費者からの情報のフィードバック方法

も、日夜進歩し、選択肢が増しています。将来的には、IC タグの活用により、トレ

ーサビリティを向上させ、製品の所在情報等を常時把握できる様な体制整備をその

標準化も含めて業界団体ベースで構築することも考えられます。 

なお、顧客情報は、情報保護に配慮して適切に収集・管理し、消費者の安全・安

心の確保のために活用することが求められていることには留意が必要です。 

 

 

（２）対応マニュアル等の作成 

製品事故等の発生や欠陥等の兆候を発見した場合、まず何をどうすべきかを的確

に判断し、実行することが求められます。必要な手順を間違えたり、必要な対応を

行わなかったりすると、消費者の被害が拡大するばかりではなく、事業者自身の信

用や事業の持続性を大きく阻害することになります。そうならないためにも、事前

に対応マニュアル等を作成・整備し、いざというときに組織的に迅速に対応できる

ようにしておきます。 

対応マニュアル等の検討・作成及び整備の際には、リコールの意義及びとるべき

行動を全ての役員・従業員が共有できるようなものを作成するよう心がけることが

必要です。 

対応マニュアル等に必要な基本事項は、次の４点です。 

① 基本方針の明示 

② 情報伝達システム及び意思決定体制の整備 

③ 報告等を要する機関等の確認 

④ リコール実施の判断基準の策定 

 

（２）－１ 基本方針の明示 

下記のような製品事故等の対応やリコール実施に関する基本方針を定め、全ての

役員・従業員に周知します。リコール実施の際には、常にこの基本方針に立ち返っ

て対応します。 

 

・消費者の生命身体の安全確保を最優先とする。 

・短期的利益ではなく経営理念に則った対応方針を決定する。 
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・費用対効果に配慮するが、短期的かつ形骸的な費用対効果による判断（「リコ

ール実施に要する費用＞リコールを実施しないことによって生じうる損失」の

場合に、リコールを実施しないという判断）はしない。 

 

（２）－２ 情報伝達システム及び意思決定体制の整備 

製品事故等の発生や発生を予見させる兆候に関する情報があった場合 18 

① 製品事故・苦情の受付窓口は誰が行うのか 

② 製品事故・苦情受付報告書の形式や、報告経路をどうするのか 

③ リコールを実施するか否かの意思決定をするまでにどういった手順を踏むの 

か  

④ 意思決定後の対策本部等のリコール実施母体の構成メンバーを誰にするのか 

等を検討しておき、現実に使用できる対応マニュアル 19を作成し、それを維持・更

新しておくことが重要です。 

また、製品の販売ルートによっては、通信販売、顧客情報と販売履歴が記録され

たポイントカード等を利用している販売店、配送・組立・修理事業者等のように、

顧客情報が登録されているルートがあります。これらのルートは、顧客へのリコー

ル情報の告知等に大変有効であるため、これらのルートが利用可能かを確認し、協

力要請が必要な場合は、連絡体制や協力体制を事前に確認しておくことが重要です。 

 

（２）－３ 報告等を要する機関等の確認 

消費者への情報伝達を適切に行うことはリコール実施時の最優先課題の１つで

す。従って、目標を達成するまでは、必要な情報を発信し続ける必要があります。 

加えて、製品事故等の発生時を含め、以下の関係機関等への報告、調整等が要請

されます。 

どの機関等へ報告、調整すべきかは、製品や業態等により異なりますので、報告

の時期や問い合わせ先等を予め確認しておくことも重要です。 

 

①  役員・従業員 

 

役員・従業員は、最大の協力者であり理解者です。 

役員・従業員に必要な情報を共有することにより、無用な混乱や不安を回避し、

誤った情報の流出を防ぐことができます。ただし、その際、情報の拡散からインサ

イダー取引規制への抵触が生じないよう配慮することが必要になる場合があります。 

 

 

② 取引先（販売事業者及び流通事業者等） 

 

特に、消費者への情報伝達のために、該当製品に関連した販売事業者や流通事業
 

18 例えば、同種のクレーム情報が２回発生した場合等のように、リコール検討手順に入る目安

を明確にしておくことも重要です。 
19 JIS Q 10002 : 2005 （品質マネジメント―顧客満足―組織における苦情対応のための指針）

が参考になります。この規格は通常時の苦情対応でも利用されるものです。 
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者への情報提供及び協力要請は必要不可欠です。委託等により製品の設置・修理や

メンテナンスサービスを行っている修理事業者、設置事業者等との関係も重要です。 

総合スーパーや大手家電量販店に対し、リコール実施に関するポスターや POP の

店舗内での貼付の協力依頼や販売履歴の残るポイントカード等を利用したリコール

対象製品購入者の情報の提供の協力依頼等が考えられます。 

  また、町の電機店や通信販売事業者は顧客情報と販売情報を確実に保有している

ため、リコール実施の際には、購入した消費者に対する情報伝達と製品回収や修理

等の対応の確実性が増します。 

リコール対象製品を購入した消費者が、当該製品がリコール対象製品であること

を知らずに、修理依頼等を依頼するような場合もあります。そのタイミングを利用

したリコール情報の伝達と製品回収や修理等の対応を修理事業者に協力依頼するこ

とも考えられます。修理事業者や設置事業者はその修理や設置の履歴をもとにリコ

ール対象製品の所有者を特定できる可能性もあるので、それらの情報の提供の協力

依頼を行うと効果的です。 

さらに、販売事業者は、様々なメーカーからリコール対応の協力要請を受け対応

していることから、経験値が高く、実績に基づく実践的なアドバイスを受けられる

ことがあります。コストを抑える手法や消費者の目を引くツールなど、特にコスト

面での制約の大きい中小事業者は参考にしたいところです。無償のアドバイスから

有償のコンサルティング・情報提供など販売事業者によって対応が異なるため、確

認しながら進めてください。 

  

 

③ 業界 

 

ここでいう「業界」とは、業界団体や関連企業が運営又は加盟している関連団体

や、関連問題対応に専門的に立ち上げた協議会等が含まれます。  

製品事故の内容によっては、業界として再発防止のための自主基準の作成や、既

存基準等の改正、誤使用や不注意の要因がある場合は同様の製品事故防止のための

キャンペーン実施を検討する等の対応が望まれる場合があります。  

他の事業者も使用する共用部品や共用材料に起因する製品事故であるならば複

数の事業者によるリコールの実施が考えられます。  

複数事業者が関連するのであれば、業界全体の問題として、業界による再発防止

対策が実施されることが望ましいため、業界団体等と情報を共有する必要がありま

す。 

また、該当製品が認証取得関連製品である場合は、認証基準への影響もあり得る

ため、関係認証機関との連携も重要です。 

 

 

④ ユーザー団体等 

 

製品によっては、常日頃、情報提供等を行っている関連団体や使用者団体があり

ます。例えば、スポーツ用品であれば、競技団体や競技の振興団体等です。  
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事故等の発生時及びリコールの実施決定時にはこれらの団体に速やかに連絡し、

協力要請等を行うことが求められます。 

また、製品事故等の関連情報を提供している消費者団体にも連絡することが必要

です。 

 

 

⑤ 関係行政機関等 

 

各関係行政機関等は、製品事故やリコール等の情報を収集し、それらを国民に提

供し、また必要な措置を講じることにより、製品事故の未然防止、再発防止に取り

組み、国民の安全を確保することに努めています。 

消費者への安全な製品の供給に社会的責務を有する事業者は、各地の消費生活セ

ンターや関係行政機関等へ報告を行い 20、協力して製品事故等の未然防止、再発防

止に取り組んでいく必要があります。（「参考３ 関係行政機関等への報告」（119

頁）を参照してください） 

 

 

⑥ 弁護士又は法律の専門家 

 

法的責任の判断が必要になる場合もあることから、速やかに事実関係を連絡し、

相談することが望まれます。 

 

 

⑦ 保険会社 

 

製品事故等発生時の被害者に対する賠償資力や、リコール措置に必要な費用を確

保する手段として、保険の活用が挙げられます。 

保険に加入している場合には、迅速な被害者の救済や被害の予防・拡大防止に向

けたリコールの適切な実施のために、生産物賠償責任保険（PL 保険）や生産物回収

費用保険（リコール保険）21の円滑な適用が望まれます。 

そのため、自社が加入している生産物賠償責任保険（PL 保険）や生産物回収費用

保険（リコール保険）の内容、適用の範囲、実際の事故対応窓口等を確認し、必要

に応じて保険会社と相談しながら体制整備を行うことが望まれます。 

 

 
20 重大製品事故の場合、製造・輸入事業者には国への報告義務があります。（消安法第 35 条第

1 項：消費生活用製品の製造又は輸入の事業を行う者は、その製造又は輸入に係る消費生活用

製品について重大製品事故が生じたことを知つたときは、当該消費生活用製品の名称及び形

式、事故の内容並びに当該消費生活用製品を製造し、又は輸入した数量及び販売した数量を

内閣総理大臣に報告しなければならない。）また、重大事故以外の事故や販売事業者等には、

任意の制度ですが、独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）に事故報告をすることが求

められます。 
21 生産物賠償責任保険（PL 保険）や生産物回収費用保険（リコール保険）の保険金の支払い条

件は、保険会社により約款で定められています。 
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⑧ マスコミ 

 

新聞、テレビ等のマスコミへの対応は、迅速かつ的確にリコールを実施するため

に重要です。 

これには記者会見における対応を含みます。 

 

 

（２）－４ リコール実施の判断基準の策定 

迅速かつ適切な対応により被害の未然防止・拡大防止の実現のためには、事前に

リコールの判断基準を定めておくことが必要です。 

リコール実施の決定にあたっては、残留リスクの大きさを考慮することはもちろ

んですが、法令等への遵守状況、商品性、社会的影響等の要素を勘案した経営判断

とすべきであり、その際の評価項目と判断基準についても事前に定めておく必要が

あります。判断基準例については、本ハンドブック 38 頁以降に示した判断要素や

43 頁以降に示した「定量的評価及び社会的責任を勘案したリコール実施の判断及び

リコールの手法の選択の考え方の例」等を参考にしてください。 

 

対応マニュアルの構成（例） 

 

ⅰ 製品事故等、故障、クレーム、関連情報の収集体制  

各情報の収集元、その情報への対応システム、重要情報の伝達ルート 

 

ⅱ 製品事故等の情報の定義と判断基準と意思決定 

収集された各種の情報の中から、どのような情報（製品事故等の重篤度や発生状況）

が消費者への危害防止のための重要情報であるかを明確に社内で定義しておき、加え

てその頻度や時期・期間に応じた処理・上部への連絡体制を定めておきます。  

 

ⅲ 報告を要する製品事故等の報告先の整備  

消安法に基づく製品事故情報報告・公表制度による報告、及び NITE 等への報告先

や手順を整備しておきます。 

さらに、業界団体、親会社等の関連会社、取引先等への連絡ルートを整備しておき

ます。 

 

ⅳ 対策本部の設置 

メンバーを含め、対策本部をいつまでに設置・組織するか、連絡体制と責任体制、

各部門の対応事項等を定めておきます。 

 

ⅴ リコールの内容と実施スケジュールの決定 

具体的なリコールの内容等については、「Ⅲ アクション４ リコールプランの策

定」を参照してください。 
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ⅵ 公表・事前説明 

報道発表による公表の準備、販売先、取引先等の外部への事前説明の手配、及び実

施要領を定めておきます。 

 

ⅶ 社告等のリコール告知方法の整備 

自社の製品特性や販売形態を考慮した消費者への告知方法を定めておき、告知内容、

文書や資料の作成要領、連絡方法等を整備しておきます。 

新聞社告やホームページ社告等を用いる場合は、JIS S 0104（消費生活用製品のリ

コール社告の記載項目及び作成方法）等を参照できるようにしておき、ホームページ

での共通シンボルマーク利用には、その手順を用意しておきます。 

 

ⅷ リコールの進捗状況のモニタリング 

リコールの進捗状況を適時把握できるようにする体制の整備と、進捗状況に応じた

リコールの実施方法の見直しや追加対応が迅速に実施できるような手順を明確にして

おきます。 

この経過情報は、リコールの報告を行った経済産業省等に対して行い、完了・終了

時にも連絡をするようにしておきます。 

 

ⅸ 関連機関との協力体制 

販売店、修理店等の協力を得たり、関連のサプライチェーン、支援機関や支援事業

者と連携してリコールを行う場合は、その体制、連絡方法、進捗状況等の情報交換や

調整方法を定めておきます。 

リコールの進捗状況によっては、業界団体、支援機関、関連事業者等と共同で継続

的に注意喚起や消費者への啓発等の活動が必要となる場合があります。その場合に備

えて、どこが自社の場合の関連機関となるのかを事前に確認しておきます。 

 

 

 

（３）リコールを円滑にするためのサポート機関への相談 

いざリコールというときに、リコールの的確な実施のために相談・支援を行える

専門家がつかまるとは限りません。また、新聞等で大きく報道されたり、製品利用

者が多い場合等、初回の新聞社告やメディア報道等に対して非常に多くの問い合わ

せがあり、即座に用意できるコールセンター窓口数では対応しきれない場合もあり

ます。 

これらの事態が起こらないように、日頃から信頼できる専門家の助言を受け、ま

た、関連する適切なコンサルティング会社のレクチャーを受ける等の準備をしてお

くことも肝要です。コールセンターも大規模な対応窓口を早急に用意するのは難し

い場合もあるため、事前にコールセンター設置のシステムやサービス内容を確認し

ておくことも有用です。 
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（４）リコールに要する費用の確認・確保 

リコールには多額の費用がかかります 22。予めリコール実施に要する費用を考慮

し、生産物回収費用保険（リコール保険）の利用等も検討しておくことが重要です。 

 

リコール実施に要する費用（例） 

ⅰ 原因究明費用 

ⅱ 修理用部品、代替え品等の製作費用  

ⅲ 社告等、情報提供のための費用 

ⅳ 情報収集のための費用 

（消費者からのアクセスのために用意するフリーダイヤル費用等） 

ⅴ 回収、交換、改修、代替品貸与のための費用（回収品の一時保管の費用を含む）  

ⅵ 臨時対応のための人件費 

ⅶ 弁護士費用 

ⅷ 販売の停止期間中の経費 

ⅸ 外部のコンサルタント、支援サービス等の利用費用  

 

上記に加え、被害者への賠償等の費用、販売事業者に対する損失補償等の費用、

リコール後の自社信用回復のための活動の費用、設計や製造方法の改良や変更に伴

う経費等が必要になる場合があります。 

 

 

（５）生産物回収費用保険（リコール保険）によるリコール原資の確保 

生産物賠償責任保険（PL 保険）は、製品事故等により消費者等の身体の障害や財

物の損壊に対して事業者が負担する損害賠償金や訴訟に要する弁護士費用等に対し

て保険金を支払うものです。 

これに対して、生産物回収費用保険（リコール保険）は、消費者等の身体の障害

や財物の損壊が発生したり、そのおそれがある場合に実施するリコールを対象とす

るもので、代替品の費用やその配送といった物流に要する費用、廃棄費用、社告費

用等に対して幅広く保険金が支払われます。 

生産物回収費用保険（リコール保険）には、上記のリコール費用を補償する単独

型の商品のほか、主として中小企業を対象とする総合補償型保険商品の特約として

提供される商品もあります。コスト面での制約の大きい中小事業者にとって、保険

料を比較的低廉に抑えることができる特約型を活用することは有益です。  

また、補償内容については各損害保険会社の商品により差があるため（例：自転

車や、電池、AC アダプターまたは充電器の瑕疵に起因するそれら財物のリコール費

用が保険金支払の対象とならないケースなど）、具体的な保険商品の内容について

は、各損害保険会社に確認してください。 

【生産物回収費用保険（リコール保険）の概要】  

保険金を支払う 被保険者が、製造・販売等を行った生産物の欠陥に起因して、

 
22 企業がリコール費用として準備している金額については、「リコールの進捗率向上に向けた

実態把握に関するアンケート調査結果 報告書 P26 Ⅴ.周知に係る費用とその考え方」参照。 
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場合 日本国内に存在するその生産物の回収等を実施することによ

り生じた費用を負担することによって被る損害に対し、保険

金を支払う。 

ただし、次の条件をいずれも満たす必要あり。 

(1)回収等の実施が、他人の身体障害または財物損壊を発生さ

せまたは発生させるおそれのある生産物を対象とするもの

であること 

(2)回収等の実施および事故の発生またはそのおそれが、次の

いずれかにより客観的に明らかになったこと 

①行政庁に対する届出または報告等 

②新聞、雑誌、テレビ、ラジオまたはこれらに準じる媒体

による社告 

② 回収等の実施についての行政庁の命令 

支払の対象とな

る損害 

被保険者が負担する次の費用 

①社告費用 

②通信費用 

③回収生産物か否か、欠陥の有無を確認するための費用  

④回収生産物の修理費用 

⑤代替品の製造原価または仕入原価 

⑥回収生産物と引き換えに返還するその生産物の対価  

⑦輸送費用、臨時保管費用 

⑧回収等の実施により通常より超過して要する人件費  

⑨回収等の実施に要する出張費 

⑩回収生産物の廃棄費用  等 

保険金を支払わ

ない主な場合 

①保険契約者、被保険者の故意または重過失による事故の発

生またはそのおそれ 

②保険契約者、被保険者の故意または重過失による法令違反  

③生産物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、

変色、さび、汗ぬれその他類似の事由 

④使用期限その他の品質保持期限を定めて製造、販売等を行

った生産物の同期間経過後の品質劣化等 

⑤生産物の修理または代替品の欠陥 

⑥生産物の効能・性能に関する不当表示または虚偽表示  

⑦保険料領収前に保険契約者、被保険者が事故の発生または

そのおそれを知ったときのその回収等による損害  等 
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Ⅲ 製品事故等への速やかな対応 

製品事故等の発生又は発生を予見させる兆候を発見した場合から後の流れを下図に

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ リコールの開始及びその後のモニタリングの流れ（イメージ）  

第Ⅲ章 製品事故等への速やかな対応 

アクション２  

リコール実施か 
否かの判断 

製品事故等の発生 

アクション１ 事実関係の把握等 

事故の収集・整理・報告／事故の原因究明／被害者への対応  

アクション３ 対策本部等の実施団体の設置 

リコール実施の判断 暫定対応
の検討  

アクション４ リコールプランの策定 
（１）リコール実施の目的   （２）リコール方法の種類  
（３）リコール対象数・ターゲットとなる対象者の特定  
（４）リコール実施率の目標設定と評価基準の検討  
（５）販売・流通事業者等への情報提供及び協力の依頼  
（６）リコール実施のための経営資源の検討  

アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 
（１）情報提供する対象者は誰か  
（２）どのような情報提供方法及び媒体を用いたら良いか 
（３）何を伝えたら良いか  （４）個別に配慮する事項はないか 

アクション６ 関係機関等への連絡と協力要請 
（１）全ての役員・従業員 （２）取引先（販売事業者、流通事業者等を含む） 
（３）業界  （４）ユーザー団体等 （５）関係行政機関等 
（６）弁護士又は法律の専門家 （７）保険会社 （８）マスコミ 

リコールの実施状況 

の継続的監視・評価 

(モニタリング) 

リコールデータ 

の分析 

有効性の評価 

リコールの終了 

リコールの実施 

把握率又は実施率 

残留リスクの程度 
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被害の質･重大性／事故の性格／事故原因 
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アクション１ 事実関係の把握等 

 

 リコール実施の判断を行う前提として、事実関係の正確な把握や原因究明が求めら

れます。また、製品事故に関する行政等への報告が求められます。  

 

（１）事実関係の把握、内容の整理、行政等への報告 

製品事故等の発生又は発生を予見させる兆候を発見した場合、最初のアクション

は、事実関係の把握、内容の整理等を行うことです。これらは下記に示す４つの事

項に整理できます。 

 

① 製品事故等の内容の整理、国への報告 

② トレーサビリティの把握と整理 

③ 製品事故等の兆候に関する情報の整理等 

④ 周辺情報の把握と整理 

 

消費者の安全確保の観点から、緊急を要するものであれば、全ての情報を確認す

るのを待つのではなく、まず判明している事実関係を整理し、部門内の関係者、関

連部門へ報告、法律に基づく国（消費者庁）への事故内容の報告、又は、製品事故

情報収集制度等に基づく関係行政機関等への報告を行い、次のアクションへの準備

に入ります。 

その際の社内での役割分担の例としては次のとおりとなります。なお事業者によ

っては、複数部門のメンバーによって構成される事故対応チームのようなものを編

成し、対応しているところもあります。 

 

 

部門 役割 

広報部門 

 

社内外への情報発信 

プレスリリースやマスコミからの問い合わせ対応 

法務部門 法律上の評価 

営業部門 営業拠点からの情報収集 

被害者対応 

取引先対応 

お客様対応部門 消費者からの情報収集 

被害者対応 

品質保証部門 関連部門への指示 

行政への報告 

当該製品及び類似製品の製品事故等情報の分析 

当該製品事故等のリスク評価 

設計・開発部門 

製造部門 

原因究明 

当該製品事故等のリスク評価 

当該製品の設計時点、製造時点における情報提供 
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部門 役割 

サービス部門 サービスネットワークからの事故、修理、不具合情報

の収集・分析 

不当該事故製品の故障診断・修理 

原因究明 

当該製品事故等のリスク評価 

 

 

 

① 製品事故等の内容の整理、国への報告 

 

 ⅰ）製品事故等の内容の整理 

製品事故等の発生時には、同様の事故等の多発や拡大可能性を検討するために、

事故等の内容、状況の整理が必要です。この場合、全ての情報を確認するのを待つ

のではなく、まず判明している事実関係を整理し、部門内の関係者、関係部門に報

告します。 

 

  各部門において製品事故等の第一報に接するにあたり、当該時点においては以下

の情報を入手します。 

・製品の識別情報（製品名、型式、製造番号、ロット番号等） 

・製品の所有者（あるいは使用者または被害者）の氏名、連絡先、要望 

・事故発生の日時と場所 

・事故状況（いつ・誰が・どのように） 

・被害の程度（人的被害の有無と程度、物的被害の有無と程度、製品の損傷のみ等）と対

処の内容 

・事故製品の所在（回収の可能性の有無） 

・被害状況の写真や動画等の有無 

 

   

ⅱ）重大製品事故の判断 

収集した事実をもとに、消安法における重大製品事故の要件に合致する可能性

があるか否かを見極め、疑義がある場合には関係省庁等に照会するなどし、判断

します23。  

 

 
23 重大製品事故の該当性の判断等の詳細については、「消費生活用製品安全法に基づく製品事故

情報報告・公表制度の解説 ～事業者用ハンドブック 2018～」を参照ください。

http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/guideline/file/handbook_1.pdf 

http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/guideline/file/handbook_1.pdf
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図４ 重大製品事故該当性の判断フロー 

 

 

 ⅲ）国への報告 

ア 重大製品事故の場合の対応 

当該事案が重大製品事故の要件に合致する場合、経営レベルでの承認を経て、

事故を知った時から 10 日以内に消費者庁に報告します（消安法第 35 条第２項に

より内閣府令で定めている期限は 10 日とされています）。 

報告にあたっては、内閣府令第３条（様式第一）で定められた報告様式にした

がい、電子メール、FAX、郵送又は直接持参する方法のいずれかで報告します。 
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【報告書式】 

○ 報告書式 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_ac

cident_information/pdf/youshiki_140609.doc 

   ○ 報告書記入例 

    

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/centralization_of_accident_i

nformation/pdf/kinyuurei_140609.pdf 

 

 

イ 非重大製品事故の場合の対応 

当該事案が非重大製品事故にの要件に合致する場合、経営レベルでの承認を得

て、事故を知った時から 10 日以内を目安に NITE に報告します。 

報告は、NITE の事故情報報告システムにて WEB で行います

(https://www.nite.go.jp/jiko/jikojohou/jikohokoku.html)。 

 

  ウ 報告にあたっての留意点 

重大製品事故ならびに非重大製品事故の発生においては、速やかな報告が何よ

りも重要です。詳細な情報を収集することはもちろん重要ですが、詳細な情報収

集や原因究明に注力するあまり、事故発生の事実を公表することが遅れ、結果的

に事故が再発することはもっとも避けなければなりません。 

また、「被害者」及び「製品の所有者」等の個人情報を報告する場合には、被

害者及び所有者等に対して、氏名等の個人情報を報告する旨の同意を得るように

します。 

 

 

＜＜事業者における取組事例の紹介＞＞ 

■住宅設備機器メーカー 

・顧客対応部門が、初報の内容によりリスクを３段階に評価し、重大製品事故のおそれがあ

る場合には社長を含む各関係部署と共有する。 

・事故の被害で火災（消防署の介入）および骨折（診断書等）の事実が確認できれば、すぐ

に消費者庁へ重大製品事故の報告を行う（事実が確認できてから 10 日以内に原因究明が出

来る例は少なく、事実確認を優先する）。 

 

■総合スーパー 

・品質保証部門は仕入・商品開発部門とは別の独立組織となっており、重大製品事故と判断

した場合には担当役員を経て、社長による最終承認の上で、行政に報告している。 

・明らかに消費者（使用者）に原因のある事故以外は、原因が特定されないリスクを考慮し、

消安法に従い事故報告するようにしている。 
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■通信販売事業者 

・販売している製品で重大製品事故が発生した場合、供給者である製造事業者に製品事故発

生の連絡をするが、当該事業者の消費者庁への報告等の動きが悪い場合には、自社から

NITE に事故報告を行い、取引先に対して対応を促す予定である。 
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製品事故等の内容・状況の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ 製品事故等の内容の確認 

・情報の入手元 

・発生状況（いつ、どこで、だれが、なにを、どうした、なぜ） 

・消費者からの事故及び苦情申合わせ内容に基づき、製品側からの検証 

・申し出製品の製造及び検査工程での異常発生の有無の調査 

・現時点における被害の状況及び被害者への対処状況 

・関連する問い合わせ、クレームの状況 

ⅱ 法律に基づき製品事故内容を国（消費者庁）に報告 

・報告義務の課せられた重大製品事故（死亡、重傷病事故、後遺障害事故、一酸化炭

素中毒、火災）であるか確認 

・報告内容（事故発生日、被害の概要、事故内容、事故への対応、製品の名称、機種

・型式、製造・輸入・販売数、事故発生を知った日）について速やかに確認 

・事故の発生を知った日から10日以内に報告 

ⅲ 重大製品事故以外の場合は、NITEに報告 

・事故につながる可能性のある不具合情報も含めて、NITEに報告 

ⅳ 過去の同様事故及びクレーム情報（内容、件数等）の整理 

ⅴ 事故の多発可能性や拡大可能性の検討 

ⅵ 原因の推測 

ⅶ 関連事業者の状況等の確認 

・販売事業者又は流通事業者への対応状況 

・部品納入業者等の関係企業における対応状況 

ⅷ 関係当事者間の責任分担関係の確認・検討 

ⅸ 賠償措置の対応の確認 

・PL保険、総合補償型保険の適用の有無 

ⅹ 原因究明の実施体制の検討 

ⅺ 法的な責任等の確認 

・製造物責任法・民法上の責任の有無 

・警察、消防等による事情聴取の有無 

・行政機関等への報告義務の有無 



アクション１ 事実関係の把握等 

-36- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

 

② 製品のトレーサビリティ把握と整理 

 

事実関係の把握において、対象製品の特定、製品の販売経路、追跡情報の整理が

必要です。 

「Ⅱ 日頃から求められる対応 ３（１）製品のトレーサビリティ把握のための

体制」（19 頁）に示す体制を整備しておくことで、円滑に必要情報を把握できます。 

 

 

製品の販売経路、追跡情報の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ 製品の特定 

・製品名、型式、ロット番号、シリアル番号等 

・設計、製造又は販売の時期 

・販売経路 

ⅱ 出荷先・販売ルートの特定 

  ・自社の販売店だけか 

  ・大手家電、町の電機店、通販など  

ⅲ 流通及び販売数量の確認 

・市場における流通量 

・社内在庫量 

・生産計画段階の予定数量 

ⅳ 消費者の特定 

  ・長期使用製品安全点検制度での登録状況、顧客情報の登録状況など 
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③ 製品事故等の兆候に関する情報の整理等 

 

社内外から製品事故等の発生の予兆に関する情報が得られた場合には、その情報

の整理及び結果の予測を行う必要があります。当該事案が重大製品事故発生の可能

性が皆無ではなく、また、重大製品事故に至らないものであっても、同種の製品事

故等が複数発生する場合には、是正措置が求められることもあるためです。 

このとき、製品事故等の情報を一元管理する部門において、当該製品のモニタリ

ング（製品事故等の発生状況の継続的監視）を行います。 

当該事案において重大製品事故が発生する可能性が高まり、緊急を要する場合に

は、全ての情報の確認を待つのではなく、まず判明している事実関係を整理し、経

営者、関係部門等に報告する必要があります。 

 

製品事故等の発生を予見させる兆候に関する情報の整理及び結果の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ 情報の入手元の確認 

ⅱ NITEに対する報告を提出 

ⅲ 過去の同様情報及びクレーム情報（内容、件数等）の整理 

ⅳ 予測される事故内容の検討 

・内容、重大度 

・対象者 

・残留リスクの大きさの評価 

・事故の多発や拡大の可能性 

ⅴ 原因の推測 

ⅵ 関連事業者への影響等の予測 

・販売事業者又は流通事業者への対応 

・部品納入業者、修理事業者、設置事業者等の関係企業における対応 

ⅶ 関係当事者間の責任分担関係の検討  

ⅷ 賠償措置の対応の確認 

・PL保険・総合補償型保険の適用の有無 

ⅸ 原因究明の実施体制とスケジュール等の検討 

ⅹ 法的な責任等の予測 

・製造物責任法上の責任の有無 

・警察、消防等による事情聴取の有無 

・行政機関等への報告義務の有無 
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④ 周辺情報の把握や整理 

 

製品事故等の多発・拡大可能性等について、自社内だけでは明確に判断できない

場合があり得るため、周辺情報の把握や整理が必要になります。  

 

周辺情報の把握や整理 

 

 

 

 

 

 

（２）原因の究明 

事実関係の把握とともに、原因究明のための速やかな対応が必要です。留意すべ

き点は次のとおりです。 

 

① 原因究明の主体 

 

最初に、何が製品事故等の原因であるかを、把握された事実関係から検討し、原

因究明に努めます。 

国産品の場合は、原則として、製品として完成させた製造事業者が原因究明の責

任者として実施すべきです。しかし、個別の部品の品質管理問題や材料特性が事故

原因に関わることが多いため、部品の製造事業者からの協力は非常に重要ですので、

連携を図りながら原因究明を進めることが必要です。場合によっては原因究明の主

体が部品製造事業者へ移る場合もあり得るでしょう。 

OEM やプライベートブランド（PB）など生産委託製品の場合は、生産委託契約の

中で原因究明の実施主体を明確にしておくことで、原因究明の実施主体や責任主体

の決定に混乱を生じさせずに原因究明を進めることができます。これらが契約で定

められていない場合は、生産委託の内容により両社が協議して実施主体が決まるこ

とになると思われますが、いずれにしろ原因究明の際には両者の協力体制は欠かせ

ません。 

輸入品の場合は、国内では原則として輸入事業者が原因究明の責任者となります。 

自社内での実施が困難な場合、製品の種類や製品事故等の状況に応じ、公的又は

民間の適切な原因究明機関24を利用します。 

 

 
24 原因究明機関の選定にあっては、「原因究明機関ネットワーク総覧（独立行政法人製品評価

技術基盤機構発行）」が利用できます。この総覧は、製品関連事故の原因究明依頼があった

場合に、依頼者の費用負担のもとで原因究明を実施することが可能である各種機関を、事故

内容や原因究明試験内容に応じて適切に紹介・斡旋することを目的として作成されたもので

す（原因究明機関ネットワークネット総覧については次のアドレスで閲覧、検索、ダウンロ

ードができます。http://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/network/index.html） 

ⅰ 意見を聞くべき専門家の検討 

ⅱ 内外の関連技術情報の確認及び把握  

ⅲ 同様の製品事故等の確認（他の企業、他の業界の状況）  

http://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/network/index.html
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② 原因究明の手順 

 

  収集した情報を踏まえて、設計起因（素材、構造、強度等の妥当性等）、製造起

因（生産設備の不調、人為的ミス等）、使用上の情報提供の不備（取扱説明書の内

容や警告表示が不明確等）等、考えられるあらゆる側面より、原因究明を行います。 

  原因究明の手順と留意点については下記のとおりですが、詳細は「製品安全に関

する事業者向けハンドブック」109 頁以降を参照ください。 

 

ⅰ 準備段階 

・  事故状況（外部要因）を正しく把握します。  

・  内部要因の調査に必要な社内関係書類やデータ等の準備をします。  

・  原因究明方法を検討します（原因の見当づけに基づく社外専門家への相談・専

門機関への依頼、検査・実験の必要性の検討）。  

・  原因究明手順を検討します。 

ⅱ リスクアセスメント結果のレビュー  

・  原因究明にあたっては、当該製品のリスクアセスメント結果をレビューします。  

・  具体的にはリスクアセスメントの実施記録を確認するとともに、必要に応じ関

係者に対するヒアリング等により、各プロセスの実施内容、対策内容の妥当性

を確認します。 

ⅲ 検査・実験による検証段階  

・ 検査・実験の目的、対象、方法を明確化した上で実施します。 

・ 被害が発生し、賠償責任の発生する可能性がある場合等、第三者への検査委託

等による客観性を確保します。  

・ 当該製品に対応する JIS 規格、ISO/IEC 等の国際規格がある場合は、規格におい

て規定されている試験（規格適合試験）も踏まえた検査・実験を行うことによ

り客観性を確保します。 

 

 

 

③ 原因究明に要する期間と再発防止策 

 

原因究明に時間を要することが予め予想される場合は、判明している事実関係を

もとに事故の再発防止策を実施する等、必要な対応を行う必要があります。  

効果的な再発防止策を講ずるためには原因究明が必須の前提ですが、原因が完全

に特定されるまで、事故の防止に向けた対策を何も実施しないと、被害が拡大し、

行政処分だけでなく、その後再発・拡大した損害についての民事上の損害賠償責任、

あるいは新たに発生した事故についての刑事責任（業務上過失致死傷罪等）を問わ

れる場合があります。事業者の対応について批判的に報道され、社会的信用を失っ

てしまう場合もあります。 

原因究明とともに、早期の告知等、事故の再発・拡大防止に努めることが肝要で

す。特に、製品起因による重篤な事故の可能性が高く、多発・拡大被害が予見され

る場合には、原因究明と並行的にリコールの実施や、注意喚起等の暫定対応の実施
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についても検討を行う必要があります。 

 

 

（３）被害者への対応 

当該製品事故等で被害が発生している場合、被害者への対応は最優先事項の 1 つ

となります。事実関係の把握とともに、しかるべき被害者対応が求められます。 

その際の留意すべき点は次のとおりです。 

・法律上の責任を判断する上で前提となる、事実・原因の究明に最善を尽くす。 

・被害者に対する道義的責任の範囲は、法的責任の有無や程度に立脚して判断  

する。 
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アクション２ リコールを実施するか否かの判断 

 

直ちにリコールを実施するか、暫定対応だけでもまず実施すべきか等の意思決定が

必要となります。意思決定は、経営者が行うことが重要です25/26。 

 

（１）意思決定にあたっての判断要素 

意思決定にあたっての判断要素を類型化して示せば、以下のとおりです 27。 

被害の質・重大さ ①人への被害の有無・可能性  ②軽微な物損 

事故（被害）の性格 ③多発・拡大可能性  ④単品不良 

事故原因との関係 

⑤製品欠陥か 

⑥消費者の誤使用か 

⑦修理・設置工事ミスか 

⑧改造による事故か 

⑨経年劣化か 

  

以上の各要素についての判断要素については、それぞれ以下のとおりです。  

 

＜被害の質・重大さ＞ 

 

① 人への被害はあるか、人的被害が無くともその可能性があるか 

 

人的被害の有無、大小についてまず判断しなければなりません。その上で被害の

拡大可能性についても検討するとともに多発性についても検討が必要です。 

なお、この場合特に注意すべきことが３点あります。 

第１は、死亡等の重篤な人的被害が発生する場合です。この場合は、特に迅速に

リコールの実施を決定する必要があります。 

第２は、結果が物的損害のみであっても、間接的に人的被害の可能性がある場合

は、人への被害があり得ると判断しなければなりません。 

第３に、人的被害（又はその可能性）でも、乳幼児、子ども、高齢者、障がい者

等が被害を受ける場合には、特に注意が払わなければなりません。これは、近時、

欧米でも強調されている点です。 

 

 

③  軽微な物的損害への対応 

 

「Ⅰ はじめに １ 本ハンドブックの目的」（４頁）に示すとおり、人的被害

がない又はその可能性がない場合、あるいは安全に直接関係のない品質や性能に関

 
25 製品起因を疑われる製品事故が多く発生している場合、リコール実施の意思決定を行ってい

る事業者が多いです。 
26 リコール実施か否か判断の妥当性を確保するために、取締役会での意思決定の他に、社外有

識者委員からの意見を伺うプロセスをもつ事業者があります。 
27 リコール実施にあたって、定量的評価と社会的責任の観点を勘案した判断手法もあります。

当該手法については、本ハンドブック 43 頁以降を参照ください。 
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する不具合等は本ハンドブックの直接の対象とはしてはいません。しかし、人的被

害を生じるおそれのある物的事故及びそれらに結びつくおそれがある製品欠陥や不

具合がある場合には、本ハンドブックを参考にするなどして、しかるべき対応が必

要になります。 

特に、多発の可能性や被害の拡大の可能性があると判断される場合等には、事業

者によるリコールや消費者への情報提供等の積極的な取組が社会的に強く求められ

ています。 

従って、軽微な物損しか生じていなくても、人的被害のおそれ、多発可能性や拡

大可能性が認められる場合は、リコール対応を検討することが適切です。 

 

＜事故（被害）の性格＞ 

 

③ 多発・拡大の可能性があるか 

 

同様の製品事故等が発生する可能性がある場合（明らかに単品不良と断定できな

い場合）は、多発・拡大の可能性があると判断します。  

多発・拡大の可能性は、以下のように分類することができます。それぞれの場合

に対応した情報の共有・共用が必要となります。  

同型式製品での 

多発・拡大の可能性 
同一型式の製品での同様の事故発生があり得る場合です。  

別型式の製品での 

多発・拡大の可能性 

事故の原因が、他の型式の製品にも使用されている共通部

品や共通材料に起因する場合、又は共通の設計や共通の工

程に起因する場合は、同様の事故が自社内別型式の製品で

も発生する可能性があります。 

他社の製品を含んだ 

多発・拡大の可能性 

事故の原因が、他社も使用する共用部品や共用材料に起因

する場合、又は共通の設計や共通の工程で製造した中間部

品等に起因する場合は、同様の事故が複数の事業者間の製

品でも発生する可能性があります。 

 

 

④ 単品不良として個別対応 

 

人への被害又は人への被害の可能性はあるが、多発可能性がなく、単品不良と考

えられる場合であっても、改修、修理等による被害者への個別対応は必要です。本

ハンドブックにある安全重視の姿勢や関係箇所を参考にしてください。  
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＜事故原因との関係＞ 

 

⑤ 製品欠陥かどうか 

 

「欠陥かどうか」は、リコールを実施するか否かを判断するにあたっての必須の

判断要素ではなく、また、リコールを実施したからといって、必ずしも製品に欠陥

があるということにはなりません。重要なのは消費者の安全・安心を第一に考え、

対応することです。 

このような観点から、リコールを実施するか否かの判断をする時点においては、

事故等が製品の欠陥によるものか否かを明確にすることよりも、企業の社会的責任

として、まず消費者の安全確保を優先し、事故の再発・拡大防止を図るための迅速

な対応を検討する必要があります28。 

 

 

⑥ 消費者の誤使用か 

 

製品事故等の原因が、事業者が想定したそのもの本来の用途、用法とは異なった

使用方法によるものであった場合等でも、注意が必要です。過去には、消費者の誤

使用や不注意による事故と一方的に判断し、本来必要とされる事故原因の分析や製

品の改善等の再発防止措置が検討されずに放置されるケースが見受けられました。 

しかし、これらの中には、詳細に事故内容を分析・検討を行うと、消費者側の責

任だけでなく、製品側に問題、改善すべき点が存在し、事業者側の責任を問うべき

と判断されるケースもあります。 

従って、誤使用等や不注意による事故を防止するためにも、誤使用や不注意によ

り発生した事故の全てが、消費者の責任であるとの判断をせず、以下の様な観点か

ら同様の事故が発生する可能性について検討する必要があります。 

 

・ 製品が誤使用や不注意による事故を発生しやすい構造あるいは設計であるか 

・ 予想される誤使用に対する防止措置が設計上十分に講じられているか 

・ 警告表示等の注意事項等29は十分か 

 

特に、乳幼児、子ども、高齢者、障がい者等は、製品事故の被害を受けやすい消

費者でもあり、当該消費者の生命・身体の安全確保の観点を重視した判断が求めら

れます。 

なお、消費者の明らかな誤使用が原因と判明した場合にはリコールを行う必要性

 
28 消安法（第２条第４項）が「製品事故」を「消費生活用製品の欠陥によって生じたものでな

いことが明らかな事故以外のもの」と定義し、これについて事業者にその情報の収集や消費

者への情報提供を求めている（消安法第 34 条第１項）のも、こうした要請に基づくものです。 
29 警告表示は、製品設計において最善を尽くした上でなお回避できないリスクが存在すること

を消費者に知らせるものであるべきです。したがって、製品設計の段階でコスト削減等の理

由から安全配慮をあえてせず、その代替策として警告表示を強化するといった対応は許され

ません。 
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は少なくなるものの、そのような誤使用の実例が発生してしまったことに鑑み、事

故の拡大防止のため、他の消費者に対して使用上の注意喚起を行うことも必要な場

合があります。また、そうした実例の収集・分析が設計上の改善につながることも

あります。誤使用情報も幅広く集積し、分析し、使用することが望まれます。  

 

 

⑦ 修理や設置工事ミスによる製品事故等への対応 

 

修理や設置工事等においてミスが発生し、製品事故等につながった場合であって

も、修理事業者、設置事業者のみの問題として片付けるのは避けなくてはいけませ

ん。製造事業者・輸入事業者として、修理や工事ミスが起きやすい製品構造や設置

マニュアルになっていないか、ミスに対する警告が十分かを確認するとことが求め

られます。特定のミスが集中して起こる場合には、修理事業者・設置事業者だけで

なく、製造事業者・輸入事業者自らも、周知、改修の必要がないか等、事故の再発

防止の観点からとりうる対応を検討し、実施する必要があります。  

 

 

⑧ 改造による製品事故等への対応 

 

改造で製品事故等につながった場合にあっても、改造事業者のみの問題として片

づけることは適切ではありません。 

そもそもその改造が容易に可能であったのではないかとの認識に立って、消費者

への周知を行うとともに、事故再発防止の観点から取り得る対応を検討し、実施す

る必要があります。合理的に予見される改造に対しては、改造に対する禁止を警告

する等の対応が要請されるでしょうし、製品の開発・設計時に改造防止設計 30を講

じることが期待される場合もあります。 

 

 

⑨ 経年劣化の問題 

 

  製品事故等の原因が経年劣化によるものであっても、それらの製品が実際に使用

されていて消費者に危害を及ぼすおそれがある以上、事業者は安全確保のために迅

速に対応することが必要です。   

社会の高齢化と核家族化、及び製品品質の向上等の理由により、消費者は事業者

が想定する以上の長期間にわたり製品を保有し使い続ける傾向にあります。このた

め、製品が経年劣化により機能を停止して使用不可能となるのではなく、劣化によ

る摩耗、腐食した部品や製品に蓄積した塵埃や水分等が原因となって使用中に製品

事故等が発生する事例が NITE や（独）国民生活センター等に報告されています。  

事業者は、長期使用製品安全点検制度や長期使用製品安全表示制度についての理

 
30 例えば、事故に繋がるような危険な改造をしようとすると、製品自体が破損し、使用できな

くなってしまう構造を採用することも、改造防止設計の１つです。 
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解を図り、安全を確保するとともに、今後導入する製品に関しては、経年劣化によ

り生じるリスクの低減策を十分に考慮する必要があります。  

 

（２）暫定対応の必要性 

状況によっては、対処方法を決定しても、直ちにその対応が取れない場合 31があ

ります。しかし、消費者の安全確保という基本に立ち戻って考えると、事故の多発

可能性や拡大可能性がある場合は、速やかに暫定対応を実施する必要があります。

暫定対応には、製造、流通及び販売の一時停止、社告等による使用の停止の呼びか

け、注意喚起等の情報提供等があります。 

その際には、製品安全の専門的第三者機関である NITE や経済産業省又は消費者

庁にとるべき措置等を相談することは有用です。 

 

 

（３）リコール不要との意思決定後のモニタリングの継続 

検討の結果リコール実施は不要との判断に至った場合であっても、消費者に対し

て誤使用等への注意喚起を継続するなど製品事故予防に努めるとともに、マーケッ

ト情報をモニタリングし続け、製品事故が継続して発生するといった状況変化があ

った場合などには、適時適切にリコール実施の要否を再検討することが必要です。 

 

 

 
31 例えば、修理・交換、設計工事等を伴う製品の場合やリコール内容により、事故の再発防止

のためには、重要部品等の修理・交換が必要であるものの、当該部品の修理・交換用部品の

入手や安全性の検査等に時間を要する場合等。 
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【定量的評価及び社会的責任を勘案したリコール実施の判断及びリコールの手法の選択の考え

方の例】 

 

本手法は、上記で示した判断手法とは異なり、市場における残留リスクの大きさが許容可能

なレベルにあるか否かという判断基準とともに、社会的責任の観点、自社のブランドイメージ

等の保持の観点等をも考慮に入れてリコール実施の是非及び実施する際の対応を検討します。

なお、非常に深刻な生命身体への侵害や財物への損壊が発生し得る場合においては、当該製品

のリスクの精緻な査定を待たずに、リコールの実施を決定することが必要になります。 

検討にあたっては、社外専門家を活用し実施の是非についての妥当性の担保を図ることも考

慮します。 

具体的には、以下に示した手順で検討を進めます（本検討手法の詳細については、「リスク

アセスメント・ハンドブック（実務編）」（119 頁）、「製品安全に関する事業者ハンドブッ

ク」（114 頁）を参照ください）。 

 

（１）一次判断 

自社で策定した「製品回収実施基準」等に明らかに該当する場合は、製品の特性に応じて、

製造、流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収や消費者の保有製品の交換、改修（点

検、修理、部品の交換等）又は引取りの判断をします。 

  

製品回収実施基準（例） 

□法令違反 

安全に関する強制規格・基準等の違反が判明した場合 

□重大な欠陥 

重篤な被害をもたらす欠陥（通常有すべき安全性を欠いていること）がある

ことが判明した場合（想定される実耐用年数内の通常使用・予見可能な誤使

用において、当該製品全体として、死亡・重度後遺障害の発生するおそれが

あることが判明した場合） 

□社会的責任 

その他さまざまなステークホルダーの期待を勘案した結果、リコールするこ

とが相当と判断される場合（当該製品の主たる機能や効能が発揮されない場

合等を含む） 

 

（２）二次判断  

収集した情報や原因究明等に基づき、製品のリスク評価（リスクアセスメント）を実施し、

当該リスクが社会的に許容可能なリスクであるか否かを判断します。 

判断手法の１つとしては 、下表のような発生頻度と危害の程度の評価軸を組み合わせた評価

基準（R-Map）を設定し、今回の製品事故がどの領域にプロットされるか考えます。 

このリスク領域の設定に際しては、あらかじめ明確な線引きは困難であることに留意する必

要があります。領域設定の正解には幅があることを理解すると同時に、領域への該当性評価に

際しては、悲観的に危害程度を大きく、頻度を高く見積もりすぎず、また楽観的に小さく低く
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見積もりすぎず、ただし迷った場合はより大きく高くプロットすることが肝要となります。 

 

＜定量的評価基準（※あくまでも考え方の一例です）＞ 

 ・Ａ領域（レッドゾーン）は、製品の特性に応じて、製造、流通及び販売の停止／流通及び

販売段階からの回収または消費者の保有製品の交換、改修（点検、修理、部品の交換等）

を実施する。 

 ・Ａ領域（レッドゾーン）に近接するＢ領域３（イエローゾーン３）の場合は三次判断に委

ねる。 

 ・Ａ領域（レッドゾーン）とＣ領域（ホワイトゾーン）の中間に位置するＢ領域２（イエロ

ーゾーン２）の場合は三次判断に委ねる。 

 ・Ｃ領域（ホワイトゾーン）に近接するＢ領域１（イエローゾーン１）は、原則として製造、

流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収または消費者の保有製品の交換、改修

（点検、修理、部品の交換等）は行わないが、消費者への注意喚起は行う。 

 ・Ｃ領域（ホワイトゾーン）は、原則として積極的な措置は実施しないが、経過を注視する。 

 

（３）三次判断（最終判断） 

二次判断における定量的評価基準に照らして検証した結果を踏まえ、以下ａ）～ｃ）の手順

で最終意思決定（製造、流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収または消費者の保

有製品の交換、改修（点検、修理、部品の交換等）を行うのか、消費者への注意喚起にとどめ

るのかの判断）を行います。 

 

ａ）担当役員の判断 

製品安全委員会における二次判断について、以下の「リコールに関する経営判断の検討
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要素」も勘案した上で追認し、経営会議に上程する。 

ｂ）第三者専門家（弁護士、学識者、消費者団体等）のセカンドオピニオン 

自社の「製品回収実施基準」、「製品回収に関する定量的評価基準」等の妥当性、本件事

例に関する評価の妥当性、リコールの是非や内容の判断の妥当性について第三者意見を

取り付ける（※セカンドオピニオンは、必須ではありませんが、判断の妥当性を担保す

るためには取り付けておくことが良い場合もあります）。 

ｃ）経営者の最終判断 

上記セカンドオピニオンも踏まえ、最終の意思決定を行う。 

   

＜リコールに関する経営判断の追加検討要素＞ 

・想定する使用者に乳幼児、子ども、高齢者、障がい者等が含まれる場合 

・事故が発生し製品の機能が停止することにより、日常生活に大きな影響が発

生する場合 

・販売時期以降の同業他社におけるリスク低減対策の推移（許容されるレベル

に変化はあるか） 

・現時点における他社製品に施された安全対策との比較検討 

・類似事例による他社のリコールの是非 

・事故発生原因のうち、誤使用・異常使用の寄与度 

・今後、同様の原因による事故の予想発生頻度が高くなる可能性 

・今後、同様の原因による事故の予想発生危害程度が大きくなる可能性  

・発生した重大製品事故の社会的インパクト 

・マスコミ報道など社会的な関心の程度 

・ブランドイメージへの影響 

・社会的学術的権威を有する組織や専門家の推奨があった場合 

・取引先の要求があった場合 

・行政からの推奨があった場合 
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＜＜事業者における取組事例の紹介＞＞ 

 

◇リコール実施の意思決定の手法の例 

■家電メーカー 

・リコール実施は製品の特性と事故の状況により個別に決定する。R-Map による事故のリス

ク評価でＣまたはＢ領域であっても、事故の蓋然性や顧客に与える影響、対象台数といっ

た条件も考慮して決定する。 

・例えば、テレビが故障しても生活に致命的な影響はないが、自然冷媒ヒートポンプ給湯機

が故障して温水が供給できなければ、生活に与えるダメージは大きい。人身事故や火災事

故発生の可能性も勘案してリコールを決定する場合がある。 

 

■住宅設備機器メーカー 

・リコール実施は全社品質リスク会議で提案し、役員会で決定する。 

・事故のリスク評価が R-Map 上、Ｂ３となった場合はリコール実施のトリガーとなり、臨時

の全社品質リスク会議を招集する。 

・リスク評価がＢ１～Ｂ２の場合は定例の会議で保証延長等の対応を決定する。 

・ただし、評価がＣ領域の場合でも製品の使い勝手が悪かったり、製品の多くに共通の外観

上の品質上の問題がある場合でもリコール実施の判断もある。 

 

■ガス機器メーカー 

・社内の事故調査対策委員会が経営者にリコール実施の提言を行うが、経営者が提言を覆し

リコールを実施しないと決定するには、社外有識者委員の意見を伺い、取締役会への報告

及び承認プロセスを必要としている。 

 

■海外製造事業者の日本法人 

・事故発生の際は品質保証部門でリスク評価（一次）とリコール実施の必要性を判断し、上

位組織のリスク管理委員会（社長、役員、リスクマネジャー等が参加する社内で最高の意

思決定機関）へ報告し決裁を得る。 

・リコール決定についてのリスク管理委員会での検討では、コストの検討は対象外としてい

る。  

・決裁後に、品質保証部門から 本社へ連絡する。必要に応じて社長がサポートする。 

 

◇重大製品事故が発生しなくともリコールを実施した例 

■家電メーカー 

 （事故事象）家庭用給湯機による怪我のおそれ 

・家庭用給湯機の内部で発生した結露水に起因し、内部の部品（圧縮機）が腐食・破損し、

給湯機本体が変形するとの情報を入手した。 

・被害発生の事故報告はなかったが、最悪の場合には製品の破損により給湯機本体が変形し、

周辺の人・物に影響を与える可能性を否定できないこと、当該製品の機能が停止した場合

には代替品の確保が困難で日常生活に大きな不便が生じること、またその対象数量が 100

万台以上であることなどを考慮して、事故の未然防止の目的でリコールを決定した。 
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■ガス機器メーカー 

 （事故事象）ビルトインコンロの部品の欠損によるガス漏れ 

 ・使用者より「使っていないのにコンロの天板が熱い」との訴えがあり、製品調査の結果、

部品の一部が欠損し、微細なガス漏れが発生しそのガスに引火して燃えていることが判明

した。 

・過去の類似事象を調べると約２か月前にも同一原因で「ガス臭い」の訴えがあることを確

認した。 

・製造工程での問題と判明したため、リコール（対象製品の自主点検・部品の無償交換）を

決定した。 

 

◇製造元の合意がなくともリコールを実施した例 

■総合商社 

（事故事象）ベビーカーのヒンジ部分の指はさみ 

・リコールに該当する事故か否か、製品起因であるのか使用者の誤使用であるのか等の議論

があったことに加え、製造元はリコールに不同意であったが、法令等による根拠ではなく

乳幼児の安全確保を最優先してリコールを決定した。 
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アクション３ 対策本部等の実施母体の設置 

 

リコールは、全社的な取組です。リコールを実施する場合は、経営者のもと、各関

係部門の長が中心となった対策本部又は同等の実施母体が責任をもって、具体的なリ

コールプランの策定、実施等を行うことになります。対策本部又は同等の実施母体は、

組織によっては、日頃から品質保証上の観点で危機管理の取組を行っている組織が前

身である場合や、役員会、取締役会、経営者のもとで臨時に組織されるグループであ

る場合もあります。 

対策本部は、主に次の取組を行います。 

 

① リコールプランの策定 

後述のアクション４を参照してください。 

② 迅速かつ的確なリコールの実施 

③ リコールの実施状況のモニタリング 

実施中のリコールの有効性をモニタリングし、必要に応じて告知方法や実施方

法の見直しを行い、実施率の向上につながる方策に適時修正する。 

 

対策本部は、上記のリコール対応以外に、被害者への対応、原因究明、欠陥かどう

かの検証、製品の改良、新製品開発時の方向性の見直し等の対応も含まれます。 

下図は、対策本部のイメージ例図です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 対策本部を設置する製造事業者の場合（イメージ） 

（大企業のように組織として対策本部を設置した場合） 
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図６ 対策本部を設置しない製造事業者の場合（イメージ） 

（中小企業のように、経営責任者が全てを統括しながら実施した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 輸入事業者の場合（イメージ） 
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図８ 流通事業者の場合（イメージ） 

（自社ブランド製品の場合） 

 

＜＜事業者における取組事例の紹介＞＞ 

 

■家電メーカー 

・想定されるリコールの規模により対策本部の構成を変えている。規模が大きい場合には社

長若しくは品質本部長を長とする全社態勢とするが、規模が小さい場合には製品を扱う事

業部門内で対応する。 

 

■ガス機器メーカー 

・特定事故審議会でのリコール実施の決定を受け、社長を総責任者としたリコール対策本部

を設置。メンバーは審議会を構成している各部門の実務担当者。予め策定されている業務

分担表により、各実務を遂行する。 

・リコール開始後、リコール対策本部は、対策実施状況の初期管理を行い（概ね開始後６カ

月間）、その後は各担当部門が対応状況確認と顧客対応を継続する。 

 

■海外製造事業者の日本法人 

・海外本社が決定したリコールは、事前にリコール実施（基本的に全世界同時に実施）に関

するプレスリリースが提供される。 

・社内各部門（広報、法務、店舗等）でリコール担当者が決まっており、情報に基づいて他

の業務に優先して準備を開始する。 

・事故原因の説明やリコールの規模、想定 Q&A 等も本社から提供されるが、不足、不明確の

場合には問い合わせる。 
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アクション４ リコールプランの策定 

 

迅速かつ的確に事故の拡大を防止するため、具体的なリコールプランを策定します。

このプランは、リコールを実施するにあたっての対応方針を決定し、社内外に対する

姿勢を明確にするものです。 

できるだけ早期にリコール対象製品の回収等を行い消費者の安全を確保するとと

もに、企業の限られたリソースを合理的・効果的で持続可能なリコール対応に振り向

ける観点からも、適切なリコールプランを策定することが重要になります。  

リコールプランの策定にあたっての留意点を以下に示します。  

 

基本原則 

① 確実に消費者に伝わる告知方法を捜す 

リコールの目的は、単に新聞社告を出すことではなく、また自社のホームペー

ジに掲載することではありません。消費者への製品危害の拡大防止につながる告

知を行って、被害の未然防止に努めることが目的です。新聞社告やホームページ

へ社告は、告知方法の１つであり、新聞の端に小さな社告を出しているからリコ

ールをしたとか、自社のホームページの奥深くに掲載しているから良いであろう

というのではなく、いかに確実に製品の安全情報を伝える告知方法となっている

かが重要です。 

②  死亡や、重篤な被害の危険がある場合は、徹底的に周知する方策をとる 

特に重篤な危害の発生可能性がある場合は、迅速かつ確実に消費者に危険を周

知する告知方法をとる必要があります。 

③ 関係事業者、関係機関との連携や協力体制を考える 

販売店、親会社、公共機関、監督官庁、業界団体等と連携・協力して、自社だ

けでは対応が困難な部分をカバーする方策を考えます。 

これらの関係者とどのように連携をとるか、情報の流れや、主体となる責任母

体や責任分担を明確にすることも重要です。 

④ 効果が上がらなければ、繰り返すかまたは別の方法を探すタイミングと評価手

法を定める 

⑤ 費用対効果も考慮する 

⑥ コンサルティングやコールセンターサービス等のアウトソーシングの活用を

選択肢の１つとして考える 

予防措置、リコール体制の構築、リコール時のマネジメントのコンサルティン

グに加え、コールセンター、配送サービス等のアウトソーシングを活用すること

も選択肢の１つです。しかし、リコールの責任実施母体は、あくまでも当事者で

ある実施事業者です。リコールの終了等の重要な意思決定は、責任をもって実施

事業者が判断する必要があります。 
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リコールプランの内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 目的 

事故の未然防止と再発防止を最大目標とします。 

② リコールの種類 

実施するリコールの種類（回収、交換、改修（部品の交換、修理、適切な者による直接訪

問での修理又は点検を含む）、引取り）を決定します。 

③ 対象製品 

対象製品（品名、型式、ロット番号、シリアル番号等）が何であり、どこにある製品か（流

通、販売店、消費者の手元等）を明確にします。 

④ 具体的な目標 

リコール対象数、リコール実施期間等を決定します。 

⑤ 責任母体・社内の実施体制 

誰が責任者であり、どのような組織体制が対策本部又は同等の作業グループとなるか、ま

たどの部署がどのような活動を行うかを決定します。 

⑥ 情報提供方法 

（１）緊急記者会見を行うか否か、どのような方法でリリースを行うかを決定します。 

（２）社告等の情報提供方法（媒体の決定、時期、内容等）を決定します。 

（３）販売事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等への説明、協力の依頼について

決定します。 

（４）進捗状況情報の社内外に対する透明性ある開示方法を決定します。 

⑦ 被害者への対応方針 

（１）既に被害が発生している場合には、当該被害者への救済方法を含めた対応方針及び対

応方法を速やかに決定します。 

（２）まだ被害が発生していない場合（リコール中に発生した被害等）には、被害を予測し

て、被害者への対応方針及び対応方法を検討します。 

⑧ 関係機関への報告又は調整 

⑨ 社内への情報伝達 

従業員全体が製品事故対応に関して共通の認識が持てるような情報伝達方法を決定しま

す。 

⑩ 原因究明 

原因究明の結果、実施状況（実施機関、時間的目標等）、原因が部品供給会社等の関連会

社等の製品にある場合は、どこまで掘り下げて究明するか等を決定します。 

なお、原因究明の結果が出てからリコール実施の有無を考えるのではなく、リコールは類

似事故の発生を防止し、被害の拡大を防止するために実施することを忘れてはいけません。 

⑪ 関係者からの意見聴取 

法的な責任の有無を確認するとともに、業界全体への影響、将来的な信用や風評への対応

等について、弁護士や製品安全の専門家等に意見を聞き、参考にします。 

⑫ 再発防止対策方法の決定 

設計、生産計画をフォローアップし、実施等の計画を明確にします。 

⑬ リコールのモニタリング体制の明確化  
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（１）リコール実施の目的 

リコール実施の目的は、販売後の製品による製品事故から消費者を保護すること

であり、製品事故による消費者への被害の拡大防止を図ることです。  

 

 

（２）リコール方法の種類 

リコール方法の種類は、主に次のように分けられます。どのような方法を採用す

るかは、それぞれの方法を採用した場合にどの程度のリスクの低減効果を期待でき

るかを検討し、リスク低減に向けてとるべき手法を検討します 32。 

 

① 製造、流通及び販売の停止／流通及び販売段階からの回収 

② 消費者に対するリスクについての適切な情報提供 

③ 類似事故未然防止のために必要な使用上の注意等の情報提供を含む消費者へ

の注意喚起 

④ 消費者の保有製品の交換、改修（点検、修理、部品の交換等）又は引取り 

 

また、製品事故の拡大可能性がある旨の適切な情報は、消費者だけはなく、販売

事業者、流通事業者、修理事業者、設置事業者等の当該製品に関係のある事業者に

広く情報提供することが、関係者の理解や協力を得る上で極めて重要です。 

他社も使用する共用部品や共用材料に関する場合の対応は、自社だけの問題とは

せず、関連会社へ連絡し、リコールの種類を決定する必要があります。場合によっ

ては、同様の製品を扱う事業者と共同でリコールの実施や、関連業界団体、関連機

関のもと連携したリコールを実施することもあります。 

 

 

（３）リコール対象数・ターゲットとなる対象者の特定 

＜リコール対象数の特定＞ 

リコール製品の対象数の特定にあたっては、事故が発生する可能性を限りなくゼ

ロに近づけることを念頭に置いて設定する必要があります。 

従って、基本的には、リコール製品の全出荷量（より厳密には、全出荷量から流

通及び販売前の段階にあるものを除いた数量）がリコール対象数として設定される

ことが望まれます。 

 

【リコール対象数の特定のための必要な要素】 

□ 製品の識別・特定 

・製品名、型式、ロット番号、シリアル番号等 

・設計、製造又は販売の時期 

□ 流通及び販売数量の確認 

 
32 取扱製品に比較的安価な製品が多い事業者においては、点検・修理のリコール手法ではコス

ト（人件費）が掛り過ぎるため当該製品を回収し、代替品と交換若しくは返金の手法を採用

している事例があります。 
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・消費者への販売数量 

・市場に流通過程の在庫数量 

・社内在庫数量 

・生産過程及び生産予定の数量 

 

 ＜ターゲットとなる対象者の特定＞ 

自社が保有している所有者情報や販売事業者から購入者情報の提供を受けるなど

して、市場に流通している対象製品のトレーサビリティを確認できるところまでは

確認し 、消費者又は出荷先を最終的に特定します。特定できる状況に応じて、リコ

ール実施にあたって効果的な告知手法やリコール方法を検討します。 

 

 

（４）リコール実施率の目標設定と評価基準の検討 

リコール実施の際に採用するそれぞれの方法（一般的には複数の方法を同時また

は時間差をつけて導入する）をいつまで実施し、どのくらいの期間でどの程度の実

施率（対象台数に対して回収等の実行が確認された割合）が達成されるか、といっ

た目標の設定と評価基準を検討します。 

採用する方法によって、効果が現れるまでの時間や効果が持続する期間には違い

があるため、設定した期間において目標としている実施率が達成できているか否か

を評価することにより、活動の見直し（実施方法の中止や変更、あるいは新しい方

法の導入）を効率的に行えるようになります。詳しくは、「Ⅳ.リコールの実施状況

の継続的監視・評価（モニタリング）」（74 頁）の箇所を参照してください。 

 

 

（５）販売・流通事業者等への情報提供及び協力の依頼 

情報提供方法に関して、特に販売事業者、流通事業者等への説明や協力の依頼は、

有効なリコールを実行する上で、重要なものです。販売・流通段階の製品の販売の

停止や回収には、販売事業者、流通事業者の理解を得る必要があり、また、これら

の事業者にも同様に製品の販売中止や店頭の製品の回収協力を得る必要があります。

さらには、修理事業者、設置事業者の協力が重要となる場合があります。こうした

事業者には、リコールの公表前に、十分な説明を行う等の対応が必要になります。 

販売事業者、流通事業者は、配送事業者等とも連携していることがあり、顧客情

報を遡及できる体制を有している可能性があります。その場合はダイレクトメール

等の直接伝達が可能となります。また、顧客が特定できなくても、同販売店に再来

することも期待できることから、店頭告知が有効です。また、大規模チェーン店舗

の場合は、売り場やお客様サービス部門に十分なリコール情報が伝わるような対応

することで、接客場面での問い合わせや情報提供が可能になります。 

修理事業者や設置事業者はその修理や設置の履歴をもとにリコール対象製品の

所有者を特定できる可能性もあるので、それらの情報の提供の協力依頼を行うと効

果的です。リコール対象製品を購入した消費者が、当該製品がリコール対象製品で

あることを知らずに、修理等を依頼することがあります。そのタイミングを利用し

たリコール情報の伝達と製品回収や修理等の対応の協力依頼も考えられます。 
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以下の図に、販売事業者、流通事業者等への説明や協力依頼等の流れを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 販売・流通事業者等との協力のためのプロセス（イメージ）  

 

 

【所有者・使用者の情報を販売事業者、流通事業者等から得る際における個人情報保護

法上、留意すべき点】 

 

製造事業者及び輸入事業者が、販売事業者、流通事業者等から販売記録などの購入者の

情報を受ける場合は、個人情報保護法遵守の観点から、以下の場合に限り、認められて

います。 

 

・特定保守製品 

  特定保守製品の使用にあたって、は、経済産業省発行「消費生活用製品安全法上の

個人情報の取扱いに関するガイドライン」（平成 20 年７月）で認められている。 

http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/shouan/07_shouan_guideline_2

.pdf 

・危害防止命令の対象製品 

  危害防止命令が発動されたことによって、顧客情報を提示することは、法令に基づ

いた措置（個人情報の保護に関する法律第 16 条第３項第１号）であり、個人情報保

護法は適用されない。 

・それ以外 

生命身体への危険ないしそのおそれがある場合には個人情報保護法 16 条第３項の例

外規定にあてはまる。 

 

製造・輸入 

事業者 

販売・流通 

事業者等 

①事故情報の連絡 

②事故原因、対策の方向性の説明 

③リコールの事前意図通知 
・事実関係（危険性等）の説明 
・流通・販売在庫の回収の要請 
・リコールへの協力要請 
（顧客への連絡協力の要請、店頭告

知等への協力要請） 

④リコールの公表・実施 

⑤回収、消費者への情報提供への協力 

⑥実施状況、展開の説明 

http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/shouan/07_shouan_guideline_2.pdf
http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/shouan/07_shouan_guideline_2.pdf
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（６）リコール実施のための経営資源の検討 

リコールの実施は、自社の日常業務に新たな負荷が発生することになります。こ

のため、上記で決定した実施方法の実現に必要な経営資源の内容を明らかにして、

調達すべき資源の質・量の見積もりを行います。経営資源の調達・投入にあたって

は、内製化するか、外製化するかを区別することが重要です。 

 

■ 人的資源 

リコール対応に従事するスタッフを選任する（リコール実施の全体量から推認）。 

 

■ 物的資源 

リコール実施を円滑に行うための回収・返却のための物流手段、保管場所の確

保、対策部品、代替品、特殊工具・治具・テスター類等の確保を準備する。 

【留意点】 

・ 物流手段・保管場所 

多くの事業者で、物流事業者の手配が必要となる。１日の取扱可能な数量（キ

ャパシティ）が決まっているため、キャパシティを踏まえて受付・配送数量

の計画が必要。 

・ 対策部品(修理用部品）・代替品 

部品メーカーからの納品スケジュール管理が必須となる。半導体等、納入に

時間を要する部品が必要な場合は、それが全体の工程進捗のボトルネックと

なるため、特に留意して手配する。 

 

■ 金銭的資源 

リコール実施に伴う以下に挙げた直接、間接費用の見積もりを行うとともに、

支出の時期・金額を把握する。 

 

■ 情報資源 

リコール実施時及びモニタリングを行うために必要な情報を収集・活用できる

状態にする。 
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アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

 

以下の事項に留意して社告等の情報提供方法（告知方法）を決定します。情報提供

方法の決定にあたって考慮すべきポイントは、次のとおりです。 

 

① 情報提供する対象は誰か 

② どのような情報提供方法及び媒体を用いたら良いか 

③ 何を伝えたら良いか 

④ 個別に配慮する事項はないか 

 

（１）情報提供する対象者は誰か 

情報を提供する対象が誰であるかを決定します。 

 

（例）購入者か、使用者か、保有者（家主、民宿経営者等）か、使用者の保護者か、 

使用管理者（器具を管理する学校、保育所、病院等）か。 

 

また、製品の購入者を特定するための要素には、地域、製品の使用環境、製品の

購入ルート（販売店の種類や形態等）等もあります。 

 

 

（２）どのような情報提供方法及び媒体を用いたら良いか 

リコールのメッセージを伝える方法は、新聞社告やホームページ社告だけではあ

りません。消費者にいかに確実にリコールメッセージを伝えるか、最適方法は何か

を考え、最も効果的であり、効率的な方法を決定する必要があります。 

製品の販売ルートが多岐にわたっている場合がしばしばあります。一般の販売店

と通信販売事業者からの販売等を併用するケース等です。一般の販売店のルートで

は、ポイントカード等の方式を採用して顧客情報が特定できるケースもありますが、

顧客情報が特定できない場合も多くあります。このように顧客情報が特定できない

場合は、新聞社告等の不特定多数の者に情報伝達する方法を考えることになります。 

顧客情報が特定できる場合は、流通・販売事業者や、通信販売事業者の協力を得

ながら、ダイレクトメール等で直接伝達する方法を考えることになります。ただし、

この場合でも購入した顧客と実際の使用者・保有者が異なるケースがあり得ますの

で（贈答品や転売されたケース等）、その際は購入者を通じて使用者・保有者にリ

コール情報を届けていただくか、顧客情報がわからない場合に沿って対応すること

になります。以上のイメージを参考までに図 10 に示します。 

また、情報提供を効果的に行う方法は「どう売ったか、どう売る宣伝をしたか」

を再考することによってヒントが得られる場合があります。すなわち、リコール情

報提供へのマーケティング手法の活用です。例えば、リコール情報提供の対象者と

なる消費者層を地域や年齢、性別等でセグメント化し、それらをターゲットにした

媒体へのリコール告知掲載を進めるといった取組が該当します。 

令和３年度実施のリコールの進捗率向上に向けた実態把握に関するアンケート

調査では、効果的なリコールの周知方法について次の回答がありました。 
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・消費者への個別周知の手段を実施した事業者が効果的と評価した方法： 

ダイレクトメール…77％、電話…74％、電子メール…65％ 

・不特定多数に向けての周知手段を実施した事業者が効果的と評価した方法： 

自社のホームページ…31％、新聞広告…38％、店頭ポップ…28％ 

 

【情報提供する対象者についての留意点】 

 事業者においては、情報提供する対象者の属性を十分に勘案した上で、情報提供方法及び媒体

を検討することが求められます。特に今後、日本社会においては、高齢者が増加することや国内

に在住する外国人の増加などが予想されています。また、SNS の発展などもあり、年代によって

情報収集のために利用するメディアも多様化しています。このような対象者に対して、確実にリ

コール情報を伝達し、また、事業者の求める行動をとってもらうためには、果たしてどのような

情報媒体を使用し、どのような情報提供を行うべきか十分に考え、対応していくことが今まで以

上に重要になってくることに留意する必要があります。 



アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

-62- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 直接伝達と顧客を特定できない場合での情報伝達の違い 

 

ここで、「顧客情報がわかる場合」と「顧客情報がわからない場合」ごとに、い

くつかの情報提供の方法を例示します。 

 

 

①  顧客情報がわかる場合 

 

 

 

  ・ダイレクトメールを送付する際には、当該手紙ないしハガキがリコールに関す

るお知らせであることを明示し（例えば、「大切なお知らせ」と明示している

事業者があります）、販促等、通常のダイレクトメールとは異なるものである

ことを強調・差別化することが望まれます。 

 

 

  ・電話をしても情報提供すべき対象者に繋がらない場合には、曜日や時間帯を変

えて、繰り返し行うと効果的です。 

ア ダイレクトメール 

イ 電話、ファクス 

まず顧客情報の有無（情報提供すべき対象者がすべて特定できているか）によって対策が大

きく分かれる 

自社でわかる 

場合 

直接伝達と不特定顧客への連絡 

顧客情報が 

わかる場合 

顧客情報がわから

ない場合 

販売先等で 

わかる場合 
最適方法の決定 

販売先等から 

依頼連絡 

顧客情報を共有し

ての連絡 

考慮要因 
・緊急性／危害の重篤度 
・告知方法（新聞、チラシ等） 
・販売店、関係機関等の協力 
・製品特性（どのように買われ

て、どのように使用されてい
るか等） 

・地域 
・販売時期 
・対象者 
・コスト 

顧客情報を共有しての連絡 

追加連絡等 追加告知等 

現実には以下が混在する 
ケースもある 

継続対応 

十分な周知率（実施率）が
得られるまでの継続対応 
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  ・製品の購入手続きの過程やユーザー登録の過程で電子メールアドレスの登録が

行われている場合、購入製品と電子メールアドレスを利用して対象顧客にリコ

ール情報を送信することが効果的です。 

 

 

 

 

 

販売事業者、流通事業者等には、以下があります。 

・直接的な製品供給事業者（販売店、専業配送会社等） 

リコール対象製品を販売した顧客に対しダイレクトメール、電話、メール等

による連絡を依頼する。 

・レンタル事業者 

リコール対象製品をレンタルした顧客に対しダイレクトメール、電話、メー

ル等による連絡を依頼する。 

・通信販売事業者（インターネットのマーケットプレイスにおける販売を含む） 

製品の購入記録等により、リコール対象製品を購入した消費者を抽出し、ダ

イレクトメール、電話、メール等による連絡を依頼する。 

ホームページ上に、リコール告知の掲載を依頼する。 

・修理事業者、設置事業者 

修理や設置記録によりリコール対象製品の所有者を抽出し、ダイレクトメー

ル、電話、電子メール等による連絡を依頼する。 

設置や修理のために顧客を訪問する際に、顧客の住居等にリコール対象製品

があるか否かの確認を依頼する、あるいはチラシの配布を依頼する。 

 

 

 

②  顧客情報がわからない場合 

 

一般消費者へ製品を販売している場合には、情報提供すべき対象者を 100％特定

できる可能性は低く、販売時に設置工事等を行っている場合でも間に入った販売事

業者や流通事業者が倒産等しているときは、対象者の把握ができなくなる可能性が

あります。また、顧客情報がわかる場合でも、贈答品や転売されたケースなど実際

の使用者・保有者が異なるときがあります。このように、顧客情報が 100%把握可能

でも情報を提供しなければならない不特定の対象者が残存し得ることを踏まえ、事

業者は情報提供媒体を検討することが求められます。 

具体的には、製品や業種に応じて、以下ア～トを参考に最適な情報提供媒体を決

定することが望まれます。しかしながら、このとき、1 つだけの媒体を使うのでは

なく、効果的な媒体を複数採用し実行することが有効です。事業者の実際の取組を

踏まえた媒体検討の参考事例も、次のとおり挙げておきます。 

ウ 電子メール 

エ 直接訪問 

オ 販売事業者、流通事業者等を通じての連絡 
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・消費者接点の活用 

リコール対象製品に使用する消耗品へのリコール情報（チラシ）の同梱など 

・マーケティングの応用 

想定する使用者（子どもや高齢者、性別や年齢層等）、使用場所や使用する季

節、専門性が限定されている製品の場合、そのような使用者が興味を持つ媒体

や集まる場所等に注目した情報提供媒体の選定など 

・インターネット・ホームページの活用 

取扱説明書を製品に同梱せずホームページ掲載のみとしている場合に、取扱説

明書掲載ページへのリコール情報の掲載など 

なお、消費者から問い合わせ等の反応があった場合には、どの媒体で情報を得た

のかを確認し、効果検証を行い、以後の対応の参考にすることが望まれます。 

 

 

 

・情報提供活動として、リコール内容を報道用資料として報道機関に配布し、記

事化をするよう求めます。 

・なお、テレビニュースや新聞でリコールが報道された直後においては、消費者

からの問い合わせが殺到し、他の媒体に比べて、効果が高いといえます。ただ

し、このとき、用意していたコールセンターの電話数や対応人数をはるかに超

える受電が発生してしまうこともあります。報道機関の発表が行われる際には、

その後の対応に関して経営資源が十分に手当てされているか確認しておくこと

が重要です。 

 

 

・新聞社告の場合、限られたスペースに極力明確かつ簡潔にリコールの実施内容

を表記しなければなりません。従って、冗長な「お詫び」の表現を優先するよ

りも、限られたスペースでいかに有効に情報提供するか配慮する必要がありま

す（掲載方法に関しては、「（参考２－１） 新聞社告・広告の例」（110 頁）

を参照してください）。 

・新聞には次のようなものがあります。 

・全国紙、ブロック紙、地方紙、製品特性に応じた業界紙 

・該当ユーザーのみに配布される情報紙 

・その他、競技団体による選手や関係者向けの情報紙、登録ユーザー向けの製品

情報やバージョン情報等が掲載されている情報紙があります。 

・なお、全国紙による社告は、コストが高いものですが、全国一斉に同じ内容の

情報を展開できるというメリットがあります。 

 

 

 

【掲載方法】 

・一般的に自社の WEB サイトを利用して社告を掲載します。 

・トップページにわかりやすい形で長期間（リコール対象製品にもよりますが、

ア 報道機関に対する発表（リリース） 

イ 新聞社告・広告 

ウ ホームページ／WEBサイト 
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最低 36 カ月以上）社告のページへのリンク等を掲載するようにします（消費者

が社告の掲載後すぐにホームページを見てくれるとは限りません）。 

・注意／危険／警告等、リコール対象製品の危険度レベルに応じた情報提供を行

うことが必要です。 

・その他インターネットの検索サイト上の検索入力欄の傍らに各種広告を使って

関連するリコール告知を表記する方法もあります。 

【掲載に際しての工夫】 

・ホームページや WEB サイトでのリコールの告知においては、消費者による検索

の結果、いかにしてリコール情報が出てくるようにするか、また、検索の結果

表示された情報をいかにして消費者に認識してもらうかといった点に留意して

情報発信に工夫することが重要です。すなわち、インターネット等でのデジタ

ル広報の基本的なノウハウに基づいて掲載することが有効になります。 

・SEO 対策：検索エンジンで、自社のホームページを検索結果の上位表示させる

のに有効 

・HTML での情報作成：検索でのヒット向上に効果 

・画像の使用：消費者のリコール対象製品の識別が容易 

・GTIN（JAN）コードの掲載：消費者のリコール対象製品の識別が容易 

・情報掲載順序：重要情報を先に伝えることで、消費者が認識しやすい 

・リコール情報の掲載位置：リコール情報へのアクセス性の向上 

・関連情報ページでの掲載・リンク：リコール情報へのアクセス性の向上 

・その他、より多くの消費者にアクセスしてもらうためには、様々な手段を講じ

る必要があります。上記のそれぞれの工夫に関する解説も掲載していますので、

「（参考２－２） インターネットによるホームページ社告等」（112 頁）を

参照してください。 

【効果的な事例】 

・乳幼児を対象にした製品：子どもの成長にあわせて親が当該事業者のホームペ

ージを閲覧することが多いため、ホームページへのリコール情報の告知の効果

が高い。 

 

 

 

公的な機関の掲示板等 

・自治体、消費生活センター、保健所等に協力を依頼し、掲示板や広報紙等の公

的な施設や設備を利用します。 

 

公的な機関のウェブサイト例 

経済産業省の「製品安全ガイド_リコール情報」 

 www.meti.go.jp/product_safety/recall/index.html 

消費者庁の「消費者安全」 

www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/ 

独立行政法人製品評価技術基盤機構の「製品安全」 

www.jiko.nite.go.jp/ 

エ 公的機関におけるパブリックスペース 

file:///E:/報告書一式/別紙/www.meti.go.jp/product_safety/recall/index.html
http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/
http://www.jiko.nite.go.jp/
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独立行政法人製品評価技術基盤機構の「リコールの検索」サイト 

www.nite.go.jp/jiko/jiko-db/recall/search/ 

独立行政法人国民生活センターの「商品テスト」 

www.kokusen.go.jp/category/test.html 

独立行政法人国民生活センターの「回収・修理・払い戻し等」 

www.kokusen.go.jp/recall/recall.html 

一般財団法人製品安全協会の「SG 製品のリコール情報」 

 www.sg-mark.org/zhaohuiqingbao.html 

東京都の「東京くらし WEB」 

www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/ 

東京都の「商品安全」 

www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/anzen/ 

 

 

 

・ニュースサイト、ポータルサイト等のインターネット上のパブリックスペース

もあります。 

・広くニュースを扱うホームページ、検索用のホームページ、特定の製品ユーザ

ーが共有するホームページ、WEB 上の百貨店的な役割のホームページ等へのバ

ナー広告もあります。 

 

 

 

・雑誌には、一般消費者が読むリビング誌以外にも、対象製品の利用者がよく読

む可能性がある専門誌や関係する特集記事がある雑誌の場合等を含みます。 

 

 

 

・折り込みチラシは、新聞用だけとは限りません。自社又は販売店等の定期的な

商品案内に同梱するように、通信販売、定期購読雑誌、書店等の小売店での同

梱チラシ類もあります。 

・新聞用は、自社によるもの、他社や関連機関との共同によるもの、業界団体で

の共同によるもの等もあります。なお、折り込みチラシの場合は、必ずしも全

国一斉に行わなくても、地域ごとの実施や、繰り返しの実施、地方紙への同梱

等を利用することも可能です。 

・販売用の小売店等の折り込みチラシに部分的に掲載させてもらう方式も考えら

れます。 

・ガス会社や電気会社と連携して、ガス料金や電気料金の郵便受けへの投函とあ

わせてチラシを投函してもらう方法もあります。 

・チラシでの掲載にあたっては、季節感を考慮することで一定効果が見込まれま

す（例えば、冬であれば、暖房機器のリコール実施の再告知等）。 

 

オ 民間等のパブリックスペース 

カ 雑誌、リビング誌等 

キ 折り込みチラシ 

http://www.nite.go.jp/jiko/jiko-db/recall/search/
http://www.kokusen.go.jp/recall/recall.html
http://www.sg-mark.org/zhaohuiqingbao.html
http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/
http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/anzen/
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・作成元に協力依頼をし、販売店用や通信販売用のカタログ、学校等に配布され

る総合卸業者によるカタログに掲載してもらいます。 

  ・製品のカタログを請求された際に、リコールチラシを同封する方法もあります。 

 

 

 

・宛名は記入しませんが、地域を指定して対象地域全てに郵便物を発送するもの

であり、郵便局による方式等があります。 

  

 

 

  ・高齢者に対しては、ラジオの聴取率が高いこともあり、ラジオ CM でのリコー

ルの告知には一定の効果が見込まれます。 

ク 総合カタログ 

ケ 配達地域指定郵便等 

コ テレビCM／ラジオCM 



アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

-68- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 電車内広告を使った注意喚起の例 

 

 

 

・地方自治体等が全世帯向けに配布する広報情報紙への掲載や、関係説明資料等

に同梱してもらう方法があります。場合によっては、同梱できるサイズに印刷

したペーパーを用意する等、協力依頼の段階で有効な方法を相談することも考

慮した方がよい場合があります。 

・地域やコミュニティの回覧板への同梱、掲載の依頼も考えられます。 

・地方自治体と連携している宅配業者が高齢者宅に事業者のリコールチラシを配

布し、リコール製品が見つかった場合には回収する取組もあります（当該自治

体の封筒で手交することで提供する情報の信用性が担保され、また、実際に手

渡すことで周知率の向上にも寄与します）。 

 

 

 

・全国都道府県の消費者センター、保健所、公民館、市・区等の役所窓口に置い

てもらう依頼をします。 

・消費者センター等の消費者への情報提供・相談窓口の人に情報提供し、関連講

座や情報公表の場等で配布してもらえるよう協力要請します。 

サ 電車内ポスター、駅ポスター 

シ 地方公共機関の情報紙への掲載要望 

ス 消費者センター等への情報提供とチラシ送付 



アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

 

-69- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

 

 

・地域、利用者の世帯層等を考慮し、対象として絞られる地域や集団住宅等に順

次、ポスト等への直接投函を行う方法も考えられます。 

・ガス事業者や電気事業者等と連携し、月々の請求書にリコールチラシを同封す

るなどの対応を実施している事例もあります。 

 

 

 

＜店頭告知＞ 

・販売店用の POP、ポスター、リコール情報が掲載された販売カタログ類等の配

布や設置をお願いする方法です。店舗用では、一般消費者ばかりではなく、販

売店の従業員への情報提供にも有用であり、顧客対応時に関係情報を提供して

もらえる場合もあります。 

・上記方法だけでなく、店舗の館内放送、買い物袋、レシートの裏への印字等で

リコール実施と対象製品に関する情報提供する方法があります。 

 

＜ダイレクトメール発送の依頼／顧客情報の共有の依頼＞ 

・販売事業者が発行するポイントカードなどに記録されている顧客情報と販売履

歴をもとに抽出されたリコール対象製品を販売した消費者に対してダイレクト

メールの発送を依頼する方法があります。また、その顧客情報の共有の依頼を

行い、当該情報をもとにダイレクトメール発送等によりリコールの告知を行う

方法があります。 

 

 

・ガス用品ではガス会社、電機関連用品では電力会社等のエネルギー機関からの

安全利用案内やキャンペーンでの広報協力の依頼、又はそれらの機関に付随す

る訪問専門員（保守業者、メーター点検業者等）を介した該当世帯や資料の配

付等を依頼する方法もあります。 

・住宅関連設備機器では、総合的に扱っているハウスメーカーや公共集団住宅管

理会社等を通じて該当製品を装備している又は利用している世帯に直接、又は

出入りしているメンテナンス会社等を通じて情報提供を依頼する方法もありま

す。 

・玩具や子ども用の製品に関しては幼稚園・保育園などに対し、ポスター掲載や

保護者への告知・チラシ配布を依頼する方法があります。 

・訪問介護事業者に対し、ホームヘルパー等を介して訪問先におけるリコール対

象製品のチラシ配布や対象製品の捜索を依頼する方法があります。 

・引越事業者に対し、引越作業の開始前（見積段階）や引越作業時において、サ

ービス提供先におけるリコール対象製品のチラシ配布や対象製品の捜索を依頼

する方法があります。 

・異業種の事業者と連携し、互いのネットワークを活用しながら双方のリコール

対象製品を探す活動を行っているケースもあります。 

セ 直接投函 

ソ 販売事業者、流通事業者への協力依頼 

タ 関連機関協力 



アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

-70- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

 

 

・顧客情報が特定されている場合以外にも、保守や点検は継続的に相談があるた

め、どのような関連製品がリコール中なのかの情報を業界等で整理して提供し、

関連商品のリコール相談に応じられるように情報提供する方法もあります。 

・点検・修理事業者等に対して、点検・修理等のタイミングで関連製品のリコー

ルチラシを配布する方法もあります。 

・また、自社製品の点検・修理のタイミングで、居宅内にある自社で実施してい

るリコール製品の捜索を依頼することもあります。 

 

 

・ネットニュースを配信している事業者に安全関連情報へリンクしやすい環境を

提供し、類似製品をネット販売等で利用する購入層にアクセスしやすいように

する等、直接リコール情報をネットワーク配信する方法もあります。 

・以下のような、関連情報を発信しているメルマガ情報に掲載してもらう方法も

あります。 

独立行政法人製品評価技術基盤機構の「製品安全情報マガジン」 

www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/mailmagazin/index.html 

 

 

・リコール情報を専門に提供するインターネット上の情報サイトや、リコール情

報検索サービス等に登録しておく方法もあります。 

 

 

・近年の IT 技術の進歩を背景に、スマートフォン等のモバイル通信機器を使っ

た情報発信サービス、地上波デジタル放送を利用した告知方法等、新しい技術

を使った情報発信の活用をお勧めします。 

・特に近年は、個人用のパソコンに加えてスマートフォンやタブレット端末の普

及により、それらを利用したコミュニケーション方法、ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス（SNS）が定着しています。事業者はリコール告知および

進捗のモニターの手段として、市場に展開されているそれぞれのコミュニケー

ション手法の特性をよく理解したうえで有効に活用することも必要です。 

・SNS を利用した積極的な方法としては、以下が考えられます。 

（ア）事業者のアカウントへ登録した消費者に対してリコールや注意喚起等の

情報発信を行い、更に登録した消費者が所属している別のグループへの

情報展開を図ること 

（イ）登録した消費者から事業者に寄せられた問い合わせや意見や苦情（例え

ば、返金の方法が分かり難い、修理に時間がかかる等）に対して、直接

回答するとともに、効果が得られた場合には追加施策として市場に展開

すること 

・一方で、SNS の性質上、情報が短い時間内に広範囲に伝わります。そのため SNS

の活用の際には、以下に留意する必要があります。 

チ 配送、保守・点検・修理事業者への協力依頼 

ツ ネットニュース 

テ リコール情報の検索サービス 

ト その他、IT技術等を使った新しい方法 

http://www.nite.go.jp/jiko/chuikanki/mailmagazin/index.html
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（ア）SNS では、事業者は柔軟かつ素早い応答が求められるため、消費者からの

照会に対する事業者からの回答や対応の遅さにより苦情等に発展するお

それがあること 

（イ）意図的か否かに関わらず、消費者がリスクを過大に伝えるなど風評被害

が発生するおそれがあること 

（ウ）情報の一部のみが取り上げられ誤った解釈がなされるなど、情報が発信

者の意図と異なる使われ方がされるおそれのあること 

・家電量販店やインターネット通販事業者の中には、消費者に提供しているアプ

リに基づく顧客データを活用して、消費者の購入履歴にリコール対象商品があ

る場合に、直接アプリ等を通じてリコール情報を伝えることが可能な先があり

ます。 

 

 

（３）何を伝えたら良いか 

社告等によって消費者に伝えるべき情報（メッセージ）には、以下の全てが網羅

されていることが必要です。 

 

 

【通知すべき事項】 

 ・リコール対象製品あるいは対象製品群、販売期間 

・リコール実施主体 

・リコール実施に至った経緯 

  製品事故が発生している場合にはその事故概要と事故原因 

  製品事故が発生していない場合には、社内調査により事故発生の可能

性が判明した旨 

・危害の内容 

・危害が発生した場合のその程度 

・リコール対象製品を使用していることが想定される使用者 

  リコール対象製品を既に廃棄済の使用者も通知の対象者であること

を明示する（リコール対象製品の廃棄情報の取得も重要なため）。 

・消費者に対する注意喚起、危険回避方法 

・事業者側の対応 

  リコール実施主体においてのどのような活動を実施していくか。 

・対象者（使用者）がリコール実施主体とコミュニケーションをとる方法 

  リコール対象製品を保有していることを確認できた消費者に対する、

事業者からの回収等の要請に応答し、明示された所に連絡する要請等

のメッセージ 

 

 

なお、暫定的な措置として、注意喚起だけを行う場合もあります。それらの場合

も、危険性の有無、製品を特定するための情報及びどんな注意をしなければいけな

いかの情報を的確に伝えることが必要です。 
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社告を掲載する際の基本事項は、次ページのとおりです。これは使用者等の情報

提供の対象者を特定できないリコールを実施するために新聞に掲載する場合の例で

す。 

なお、この基本事項及び記載上の解説等は「JIS S 0104（消費生活用製品のリコ

ール社告の記載項目及び作成方法）」を参照してください。 

 

（４）個別に配慮する事項はないか 

・専門機関、助言機関等と必要に応じ、連絡をとりながらリコールを実施します。  

専門機関、助言機関等の例： 

行政機関、業界団体、関係 PL センター、広報の専門アドバイス機関、 

法律事務所、保険会社等 

・高齢者を考慮した大きめの文字やわかり易い表現方法を用います。 

・リコール情報に対する消費者の認知度を上げるため、重要な情報を強調するな

ど、表現を工夫します（例：リコール対象製品、危害が発生した場合のその程

度等の重要情報を太字や赤字で強調）。 

・宣伝と誤解されない体裁とします。 

・リコール対象製品が生活必需品の場合などは、特にリコールスケジュール（回

収⇒修理⇒返還）を明確化して案内します。 

・リコール対象製品を廃棄済の消費者に対しては、その旨連絡するよう依頼しま

す。 

・コールセンターの受付キャパシティや対策部品・代替品の準備、物流手段の確

保といった物的資源の手配状況を踏まえ、情報提供の方法や提供するタイミン

グを工夫します。 

・情報提供は 1 回行えば良いというものではなく、目標を達成するまで、継続的

に実施し続けます。 

・情報提供について、目標を達成するための最適方法を模索し続けます。 

 

 



アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

 

-73- 

 

Ⅲ 

製
品
事
故
等
へ
の
速
や
か
な
対
応 

社告の基本掲載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ タイトル：「リコール社告」 

□ サブタイトル：会社名 － 製品名・種類 － リコールの種類 

□ 危険性、事故の状況及びその原因 

・生じる危険の種類・性質（欠落、発熱・発火、感電等） 

・事故によって生じうる被害の程度（人体への影響、重大性等）や発生状況、原因 

□ 消費者がとるべき事項（消費者にやってほしい事項） 

・該当製品かどうかの確認 

・該当製品であった場合の注意喚起 

・点検を要する場合は、点検のお願い（方法は、以下の⑥を参照してください） 

・該当箇所への連絡、製品の返送等 

□ リコールの内容 

・リコールの種類 

例．引取り（返金）、（部品の）交換、修理、点検等 

※「回収」の表現だけではなく、「交換」か「引取り（返金）」等の具体的な内容を明

確に伝える方が望ましい 

□ 製品の特定方法 

・名称、型式、シリアル番号（ロット番号） 

・製品の型式及びシリアル番号（ロット番号）がどこに、どのように表示されているか（イ

ラストや写真による説明） 

・その他、製品を限定する情報 

例．製造又は輸入時期、販売期間、地域性を含む販路等 

□ 連絡先 

・会社名 

・連絡先名（返送を依頼する場合は送付先名、住所） 

・電話番号（フリーダイヤルが基本） 

・連絡可能曜日及び時間帯 

・その他必要な連絡又は問い合わせ先、方法等 

例．電話番号、ファクス番号、メールアドレス、ホームページアドレス 

□ リコール社告の回数及びこれまでの回収率 

□ ホームページアドレス 

□ 日付 

□ その他必要な事項（経緯、行政命令の経過、おわび等） 

    ※「経緯」には、リコール対応が遅れた場合等の説明も含まれます。 
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アクション６ 関係機関等への連絡と協力要請 

 

リコールを実施する際は、被害者や被害の可能性がある消費者に対して必要な情報

を発信することが重要です。また、リコール実施を開始した時だけではなく目標が達

成されるまでは継続的に必要な情報を発信し続ける必要があります。 

加えて、関係機関等についてもリコール情報の内容を報告し、製品、業態等によっ

て異なりますが目標の達成にむけた協力の要請を行う等の対応も必要です。 

 

（１）全ての役員・従業員 

全ての役員・従業員が必要な情報を共有することにより、無用な混乱や不安を回

避し、誤った情報の流出を防ぐことができます。 

 

 

（２）取引先（販売事業者、流通事業者等を含む） 

特に、消費者への情報伝達のために、該当製品に関連した販売事業者、流通事業

者、設置事業者、修理事業者等への情報提供及び協力要請が必要不可欠です。 

リコール実施後の信頼回復、取引きの再開ができるよう、リコールの原因、リコ

ールの実施状況、結果、改善内容等を正しく連絡し、理解を得る姿勢が重要です。 

 

 

（３）業界 

製品事故等の内容によっては、業界として再発防止のための自主基準の作成や、

既存基準等の改正、誤使用や不注意の要因がある場合は同様の事故防止のためのキ

ャンペーンの実施を検討する等の対応が望まれる場合があります。また、他の事業

者も使用する共用部品や共用材料に起因する事故であれば複数の事業者によるリコ

ールの実施が考えられます。このように、複数事業者が関連するのであれば、業界

としての再発防止策が実施されることが望ましいため、業界団体等への情報提供は

必要不可欠です。 

また、該当製品が認証取得関連製品である場合は、認証基準への影響もあり得る

ため、関係認証機関への報告も行います。 

 

 

（４）ユーザー団体等 

製品によっては、常に情報提供を行っている関連ユーザー団体や使用者への情報

提供等を行っている団体があります。 

例えば、スポーツ用品であれば、競技団体や競技の振興団体等です。 

事故等の発生時及びリコールの実施決定時にはこれらの団体に速やかに連絡し、

協力要請等を行います。 

また、消費者団体等へも必要に応じて情報提供を行い、支援を求めます。 
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（５）関係行政機関等 

事業者は、各地の消費生活センターや関係行政機関等へリコールプラン等の報告

を行い、協力して事故の未然防止、再発防止に取り組んで行く必要があります。 

 

 

（６）弁護士又は法律の専門家 

法的責任の判断が必要になる場合もあることから、速やかに事実関係を連絡し、

相談することが望まれます。 

 

 

（７）保険会社 

保険に加入している場合、製品事故等発生時（リコール中の事故やリコール漏れ

による事故を含む）には、迅速な被害者の救済や被害の予防・拡大防止に向けたリ

コールの適切な実施のために、生産物賠償責任保険（PL 保険）や生産物回収費用保

険（リコール保険）の円滑な適用が必要です。 

なお、加入している生産物回収費用保険（リコール保険）の利用に際しては、次

の事項に留意して対応しましょう。 

 ①リコールが必要な事態が生じた場合には、早急に保険会社に連絡すること 

 ②保険金支払いの対象となり得るか否かについて保険会社の見解を求めること 

 ③保険金支払いの対象となる費用の範囲について、保険会社や保険代理店のア

ドバイスを受けたうえで、リコールに要する費用の支出を決定すること 

 

 

（８）マスコミ 

新聞、テレビ等のマスコミへの対応は、迅速かつ的確にリコールを実施するため

に重要です。 

これには記者会見における対応を含みます。例えば記者会見は、リコール問題に

対する企業姿勢の社会への表明の場であり、広く社会の理解を得るためにも、重要

なコミュニケーションの場となるものです。 

また情報提供活動として、リコール内容に準じた報道用資料をマスコミ各社に配

布し、記事化を求めることも有用です。 
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緊急記者会見における基本姿勢等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ 緊急記者会見の位置付け 

・一刻も早い消費者への危害防止のための注意喚起です。 

・被害者への陳謝及び信頼関係の維持・回復のための機会です。 

・実施する又は実施中のリコールに関する事実の公表であり、安全重視の企業姿勢の社会へ

の表明です。 

・実施する又は実施中のリコールについて、社会の理解と協力を得るためのコミュニケーシ

ョンです。 

・リコール実施の責任所在の表明です。 

・不正確な情報の伝播、誤解及び憶測による報道を防止する機会でもあります。  

・社告の代用ではありません。 

 

ⅱ 実施上の注意点 

・事実を伝えます。情報を隠匿しません。 

・早急に実施します（リコール実施決定後１～２日以内）。 

・表明内容は、必ず経営者の責任で作成します。 

・消費者、報道機関等の目から見て誤解を与えない内容とします。 

・緊急記者会見の案内をファックス等で報道機関に連絡する場合は、目的（どのような製品

のどのようなリコールか）、日程、場所、報告者、問い合わせ先を書きます。  

 

ⅲ 必要な内容 

ⅲ－１ 謝罪表明 

・どのような危害が発生したかをまず最初に説明し、社会や関係者に心配や不安を与えたこ

とに対してのおわびをします。 

ⅲ－２ 事故の内容（現象と原因） 

・判明している事実があれば、その事実関係を正確に報告します。 

・早急に原因が究明されない場合であっても、取組の事実関係を報告します。  

ⅲ－３ 対応状況の説明 

・リコールの種類、リコール対象数、リコール実施期間等を報告します。 

・消費者や使用者に対する情報提供（社告等）の方法や実施状況、被害者への対応状況を報

告します。 

ⅲ－４ 再発防止策 

・同様の事故を発生させない具体的な対策を報告します。 

ⅲ－５ 責任表明 

・状況に応じて弁護士等の法律の専門家と打合せを行い、どこまでを表明するかについて確

認しておきます。 
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プレスリリースの例 

2016 年 2 月 18 日 

仮想電気株式会社 

 

 

仮想電気製 電気掃除機のリコール実施について 

 

 

仮想電気株式会社（代表取締役社長：経産 省太郎）は、2007 年 4 月から 2010 年 10 月まで

に製造した仮想電気株式会社製の電気掃除機・2 機種について、電源プラグ根元部分からの発

煙・発火に至る事故が発生したことを受けて事故防止のための市場対応を行います。 

なお、人的被害には至っておりません。 

対象製品をご使用中のお客様には電源プラグをコンセントから抜いて、ご使用を中止してい

ただくようお願いするとともに、電気掃除機本体（付属品は除く）を無料で交換させていただ

きます。 

お客様には大変ご迷惑をお掛けしますが、ご理解とご協力を賜りますようよろしくお願い申

しあげます。 

 

 

1．対象機種および台数   

 型式 製造番号 製造期間 対象台数 

仮想電気製 

電気掃除機 

AB-AC100 全数 2007/4〜2010/9 34,567 

AB-AC300 2007/10〜2010/10 28,506 

 

 

2．発生事象と原因 

（１）2015 年 12 月 23 日に富山県において、電気掃除機（AB－AC100）の焼損の情報が入りま

した。消防の現場確認の結果、電源コードの焼損が確認されました。 

（２）弊社において、電源コードの焼損部分付近の確認を行った結果、電気掃除機の電源コー

ドを曲げたり、ねじったりした状態で繰り返し使用された場合に電源コードの内部の芯

線が徐々に断線し、発熱する場合があることが判明しました。 

（３）弊社は今後の事故防止のため、同一の電源コードを使用し製造した 2 機種について、リ

コール社告を実施する決断をいたしました。 

 

 

3．お客様への対応 

対象製品をお持ちのお客様には、電源プラグをコンセントから抜いて、ご使用を中止してい

ただき、以下のフリーダイヤル又はご購入店へご連絡をお願いします。 

 対象製品については、無料にて電気掃除機本体（付属品は除く）の交換をさせていただきま

す。 
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明日 2 月 19 日 新聞紙上にて『リコール社告』を行います。 

本日 2 月 18 日 15 時 30 分から、ホームページでもお知らせいたします。 

 http:/www.・・・・・・・・・・・・・・・・・・                 

本日 2 月 18 日 15 時 30 分から、フリーダイヤルにてお問合わせをお受けいたしま

す。 

 

 フリーダイヤル  0120-●●●-●●●（携帯・PHS で・・・・・・） 

 受付時間       7:00〜23:00（3 月 18 日まで毎日） 

9:00〜21:00（3 月 19 日以降、日・祝日を除く月〜土曜日） 

 

以 上 
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Ⅳ リコールの実施状況の継続的監視・評価（モニタリング） 

 

リコールは、必ずしも策定したリコールプランどおりに進むわけではありません。 

そこで、リコールがどの程度有効に機能しているかを把握するために、リコールの

実施状況の継続的監視・評価（モニタリング）が必要になります。このモニタリング

を適正に行うことで、実施中のリコール方法の妥当性が評価でき、消費者への製品事

故の被害の可能性を低減化に向けて、リコール方法を改善することが可能になります。 

こうしたモニタリング活動がひいては、リコール実施事業者並びに関係者の信頼回

復や以降の製品安全管理体制の充実に結びついていきます。  

 

 

第Ⅳ章 リコールの実施状況の継続的監視・評価（モニタリング） 
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１ モニタリングの体制 

 

（１）消費者からの情報をどのような体制でモニタリングするか 

リコール中の製品に関する消費者からの連絡は、必ずしも専用のコールセンター

に寄せられるとは限りません。リコール実施中の製品であることを知らないで、お

客様相談窓口や販売店に照会してくる場合もあります。また、ホームページからの

電子メール、ファクス等の方法による連絡や、さらには販売ルート（チャンネル）、

関係機関、消費者センター、行政機関等を通じての問い合わせや連絡の場合もあり

ます。これらの様々なルートからの情報も含めた情報の共有体制が極めて重要です。 

なお、過去の問い合わせ情報や、実施済みの修理等の情報も、現在や将来のリコ

ールと関連する貴重な情報である可能性があります。モニタリング体制とは、こう

した消費者からの様々な種類の情報を総合的・機能的に集約できる体制でなければ

いけません。 

コールセンター等が、消費者より製品がリコール対象であるか否かの確認を求め

られた場合、対象の有無を回答するのみでは十分な対応とは言えません。対象外の

製品であっても、製品の明細（型式等）と顧客の連絡先等の情報を顧客の了解を得

て自社の情報管理システムに登録することが望まれます。将来、万が一、当該製品

のリコールを実施することになった場合の情報源として利用できます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 モニタリング情報は、コールセンターからだけとは限らない 

消費者 

流通・販売店  

各種 

ＰＬセンター  

対策本部 

コールセンター 

営業部門 お客様 
相談窓口 

消費者センター  

行政機関 同業他社 

配送、修理等 

関連事業者  

弁護士等 

法務関連 

リコール情報 

専門ＷＥＢ 

ホームページ 

(電子メール等) 
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（２）リコール体制自体のモニタリング 

リコールの告知は、通常複数の方法を、同時又は順次行います。複数の告知を一

斉に行う等の場合には、コールセンターが受けられる許容量を十分確保する必要が

あります。 

どの方法の告知か、どの地域への告知か等による告知方法・ルート別の消費者か

らの連絡状況を、全体的にもれなく管理するモニタリング体制を築くことが重要で

す。 

顧客情報を部分的にしか遡及できない場合は、最初に全国的な社告を行い、初期

反応状態をまずモニタリングし、その状況を見ながら次に続く対応をどのタイミン

グで行っていくかを考えることも有用です。 

今後、さらに重要性が増すと考えられるインターネットの活用に関連して、ホー

ムページのアクセスログの活用も有用といえます。アクセスログの解析により、消

費者を社告ホームページに誘導した媒体（インターネット情報サイト、電子メール、

QR コード等）の効果を測定し、投入すべき資源配分の効率化検討などを進めるこ

とができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）連絡のあった消費者からの回収等、リコールの進み具合のモニタリング 

消費者からの連絡がいくら集まっても、回収、修理等の具体的な対応が進まなけ

れば、せっかく連絡のあった消費者が当該製品を利用し続けなければならない状況

連絡数の総累計

・
A・
・・
・・
ﾌ・
・・
ﾝ・
v・i・
・・
・・j

ＨＰ

チラシ

ＤＭ

社告

店頭

POP

 
連
絡
数
の
総
累
計
（
件
数
）
 

・
A・
・・
・・
ﾌ・
・・
ﾝ・
v・i・
・・
・・j

社告

ＤＭ

ＨＰ店頭

POP

チラシ

連絡数の総累計

常時行う有効性の評価
各告知方法毎に消費者からの連絡状況を考慮

しながら、その各告知方法毎に有効性を評価し、
表記方法の見直しや、繰り返し実行したりして、

把握率や実施率の向上をめざす。

一定の節目での有効性の評価
実施可能な全ての告知方法を駆使しても、もう把握率又は実施率が上がら
ない段階が有効性の評価を行うタイミング。製品が残存し、危険が残ってい

る可能性があればどのようにリコール体制を維持していくかを決定する。

図 12 告知方法別の消費者からの連絡数と総累計の時間的経過（イメージ） 

（何を見て消費者が連絡してきたか、及びそれらの総累計） 

－家電製品、保安用品等の実際の集計を参考にモデル化－ 
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が生じてしまいます。従って、消費者からの連絡を元に、次に回収率（実施率）を

向上させることが、リコールの重要な課題となります。  

修理や交換までの措置に時間がかかる場合は、消費者に当該製品の危険性を確実

に伝え、修理等が済むまでは使用を控える注意喚起を行う等、暫定的な対応手段を

伝えておくことは不可欠です。 

以上のように、リコールのモニタリングは、消費者からの連絡がどれくらいあっ

たか（対象製品の把握率）をモニタリングすると同時に、リコールの回収率（実施

率））の進捗を常にフォローする体制でなければなりません。把握率と回収率（実

施率）については、式で示すと、以下のようになります。  

 

 

対象製品の把握率＝
消費者からの連絡で把握した対象製品数

リコール対象数
×１００

リコールの回収率（実施率）＝
リコール実施数

リコール対象数
×１００

 

これまでの回収等の実績から、多くの場合でリコール開始後 1 年以降は実施率

が伸び悩むことが分かってきました。リコール開始当初から経営資源を投入し回

収を進めるとともに、モニタリングを行い、効果的なリコール実施方法を検討し

ていく必要があります。 

 

 

モニタリングの例 

対象数 10,000 台のリコールで、社告等によって消費者から連絡があり、 

使用中の製品が計 3,500 台確認された。     ⇒把握率 35％ 

そのうち、現時点までに 3,000 台が修理を完了した。 ⇒実施率 30％ 

 

＊ 「リコール対象数」は、該当製品の全出荷量から流通及び販売前の段階にあるものを除

いた数量であり、消費者に販売され、利用中と推定される数量です。 

 なお、対象製品を所有している消費者が当該製品を廃棄することによって製品台数が減

少していく残存率をリコール回収率に反映する場合は、133 ページを参照。 

 

    リコール対象数を算出するための要素 

・販売実績 

・市場での実稼働台数（転売、譲渡、中古市場等も含む） 

・市場での廃棄台数 

・長期間使用されずに保管されている台数 

 

＊ 「把握率」は、新聞社告等による告知によって消費者から連絡が寄せられ、対象製品で

あることが確認され把握した製品数の「リコール対象数」に占める割合です。 
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＊ 「リコール回収率（実施率）」は、交換、改修（部品の交換、修理、適切な者による点

検又は修理を含む）又は引取りというリコール対応が終了した製品の数（リコールの実施

数）の「リコール対象数」に占める割合です。リコールの目標は、この実施率をできるだ

け 100％に近づけることにあります。 
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２ モニタリングデータの分析 

 

モニタリングによって、どの告知方法がどれだけ消費者への周知につながっている

か、回収や修理等の対応がどれだけ迅速かつ有効に実施されているか等の情報が集め

られます。その上で、消費者からの連絡状況や、リコールの実施状況をデータとして

分析していく必要があります。モニタリングのデータを分析するのは、実行中のリコ

ールの妥当性や有効性を客観的に評価するためです。特に、製品使用者にどれだけ漏

れなく情報が伝わっているかを把握し、その漏れへの対応をいかに行うかという点の

検討に繋げます。 

分析のポイントとしては、次の４つを挙げることができます。 

 

① どの告知方法（情報提供方法）がどれだけ有効に機能しているか 

② 社告等の個々の告知方法（情報提供方法）に問題はないか 

③ 回収等のリコール実施方法に問題はないか 

④ 製品の利用者情報の分析をリコールに活かす 

 

（１）どの告知方法（情報提供方法）がどれだけ有効に機能しているか 

現実のリコールでは、顧客情報がわかる販売ルートと、顧客情報がわからない販

売ルートが混在しているケースが大半です。実際には、不特定多数を対象とした新

聞社告等の告知と同時に、リリースやホームページでの告知、さらに、折り込みチ

ラシや、雑誌等への掲載、店頭告知、顧客情報が特定できる販売事業者、流通事業

者等の協力のもと行うダイレクトメール通知等複数の方法を同時に、又は順次行う

場合が多々あります。 

経費を無尽蔵に投入することができれば、さらに多くの方法を採用できるかもし

れません。しかし、現実には、限られた経費の中で効率的に実行できる告知方法（情

報提供方法）を採用せざるをえないのが実情です。そこで、どの告知方法が最も効

率的に機能しているかを検証しながらリコールを実施していくことになります。  

その際、消費者からの連絡が、どの告知方法に呼応したものかをモニタリングす

るという作業が必要です。具体的には、コールセンターへの連絡時にどの媒体を見

て連絡してきたのか質問を行ったり、連絡ルートが電子メールか、ダイレクトメー

ルへの返信か等、連絡窓口別に種分けして整理することで、どの告知方法がどれだ

け有効に機能しているかをモニタリングできます。  

繰り返して告知を行う場合、どの方法が最も有効で効率的かを評価できるように

なります。また、どの方法も効果が上がらない場合は、新たな告知方法やルートを

模索するためにも、このようなモニタリングデータの分析は有用です。  

 

 

（２）社告等の個々の告知方法（情報提供方法）に問題はないか 

次に、新聞社告、ホームページ、ダイレクトメール等、それぞれの告知方法が適

切に消費者に受け取られているか、モニタリングをしながら評価していく作業が大

切になります。 

コールセンター等への消費者からの連絡に耳を傾け、社告等の文書や表現に問題
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がないか、例えば、新聞社告では、製品の特定方法がよくわからない、危険性の有

無が判別できない、誰に対する告知か不明瞭だ等の指摘は、告知文章の表現上の問

題を指摘しています。 

特に、製品の特定方法は、消費者が持っている製品が該当製品か否かを確認する

ために重要な情報です。製品の名称や、型式がどこに書いてあるのかを確認するに

は、製品のイラストや写真があるとわかりやすいです。また、製品によっては、製

品のどこに名称等が記載されているかわかりにくい場合があります。例えば、給湯

機やクーラー等のように、機器自体がいくつかのユニットに分かれている場合、天

井等の高い位置等の見えにくい位置に書いてある場合、消耗品のように開梱した製

品自体には型式等が書いてない場合等です。新聞社告のように、掲載情報に限りが

ある場合には、わかりやすくホームページ等の詳細情報の表記場所に誘導する等の

補完が必要になってきます。 

また、「危険性は希ですが…」「万一のことを考えて…」のような危険性の有無

を消費者が判別しにくい表現になっていないかについても、消費者からの問い合わ

せ内容等から推測することができます。消費者に難解な専門用語、国内外の法制度

等の説明、関係事業者間の責任のなすりつけ合いのような表現は使用せず、消費者

に的確に情報が伝わるようにします。 

以上のような表現上の問題は、消費者センター等の関係機関からも寄せられるこ

とがあります。それらの問い合わせや指摘は、真摯に受け止め、告知表現自体を見

直し、修正し、再度わかりやすい表現で告知し直す等の対応につなげてください。  

 

 

（３）回収等のリコール実施方法に問題はないか 

消費者からの連絡や問い合わせの中には、リコールの実施方法自体に対する苦情

や指摘が含まれていることがあります。例えば、以下のようなものです。  

 

・梱包して製品を送り返せとなっているが、簡単にはできない。  

・古い製品なので、型式等の製品情報が判別できない。 

・製品は特定できたが、指示通りの点検がうまくできない。  

・部品が送られてきたが、素人が容易に交換や修理ができない。  

・何回かけてもコールセンターがつながらない。かけられる時間帯ではない。  

・修理が順番待ちというが、いつになったら来てくれるのか。  

・すでに点検してもらったが、違うルートから引き続き連絡がくる。  

 

これらは、リコール実施に伴い、製品の点検、返品、回収等のために消費者に要

請する事項における問題点や留意点を示しています。以上のような苦情や指摘は、

円滑なリコールの実施のために真摯に受け止め、製品の返却方法の変更や、着電と

対応数に差違がある場合はコールセンターの窓口の増設や、専門の修理・点検者を

迅速に派遣できるような体制への変更が必要です。  
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（４）製品の利用者情報の分析をリコールに活かす 

リコールのモニタリングを行うことによって、進捗度を分析するデータだけでは

なく、利用者情報を推測するための分析データも集まります。連絡してきた消費者

の特性（性別、年齢層、地域、誰が利用し、誰が連絡してきたか等）、利用状況、

危険性の拡大可能性（ヒヤリハット）等、今後のリコール方法の検討に役立つ情報

が多く含まれているからです。 

通信販売等、顧客情報が登録されているシステム内では、その製品の利用者特性、

すなわち、地域、年齢層、性別、使用期間（買い換えや、修理情報）等が特定され

ています。そのため、ダイレクトメールでリコールの案内を送っても、どのような

層の利用者の反応数（問い合わせを含んだ連絡をくれる件数）が高く、どのような

利用者層は繰り返し催促しないとリコールの実施率が上がらないか等が分かるよう

になります。 

しかし、顧客情報が特定されていない場合は、製品特性やマーケティング情報か

ら購入者層や利用者層の推測はできますが、限界があります。そこで、例えば最初

に実施した新聞社告に反応して連絡をしてきた消費者の情報を分析し、利用者層を

できるだけ分解し、より有効なリコール告知方法を模索することが望まれます。例

えば、住宅設備の場合、連絡のあった消費者の周辺や同時期に建てられた家屋に当

該製品が多く置かれている、共通の設置業者による設置や修理があった等の情報が

得られることがあります。また、製品によっては、新しい住宅よりも古い住宅に多

く設置されている、一般の家屋ではなく別荘や放置してある家屋にはまだ残ってい

る、中古品として利用している等の可能性、まとめて贈与されたケース、特定の販

売店で購入したケース等の事実が認められる場合もあります。  

なお、近年では、消費者からのリコール関連照会情報を専門家が分析するサービ

ス等も出てきていますので、できるだけ機動的にリコールが実施できるよう、それ

らのサービスを利用することも考えられます。  

 

 

① 既存データの活用 

 

①－１ 製品の企画時のマーケティング情報 

製品企画時には、その製品の販売ターゲットをどんな消費者層にするか、ある程

度ねらいをつける場合が多くあります。それに従って、販売方法、宣伝方法、広告

方法、販売時期、販売場所等が検討されます。それらのマーケティング情報を最大

限に活用し、製品の購入者や利用者の層を推推し、リコール情報を告知する方法の

選択に活かすことができます。 

 

①－２ お客様相談窓口に入る情報 

自社のお客様相談窓口には、リコール前からの消費者からの問い合わせ等、顧客

情報が多く集積しています。過去に問い合わせや、部品交換、修理等の相談があっ

た顧客情報の内、該当するリコール製品の利用者によるものは、利用者層を推測す

る際の参考になる場合があります。 

なお、製品によっては、毎年少しずつデザインや名称を変えたりして販売する製
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品があったり、類似の同型製品でも販売チャンネルが異なる場合もあります。その

ような関連情報も、該当するリコール製品の顧客推測のために参考になる場合があ

ります。このように、お客様相談窓口や、商品開発部門等の担当者と相談し、顧客

情報を精緻化していくことも有用です。 

 

①－３ 販売事業者、流通事業者の情報 

  販売事業者、流通事業者が保有する顧客情報と販売履歴に関する情報について、

改めて精査するとともに、販売事業者等が保有するポイントカード等に記録されて

いるリコール対象製品の部品の購入や関連商品の購入履歴についてまで対象範囲

を広げることなども検討します。 

 

①－４ 製品の修理・保守情報、配送・設置事業者の情報 

製品の修理・保守、並びに配送・組付け情報等は、製品利用者にたどり着く重要

な情報です。それらを自社で直接実施している場合は、その顧客情報を活用します。

中には、それらのサポートを外部の専門の修理業者や消耗品をフォローする専門業

者に依頼している場合もあります。同様に、販売事業者、流通事業者にあっても、

さらに下請け会社や専門業者を利用している形態もあります。  

自社又は関連事業者に存在する情報を総合的に活用することがリコール実施には

有用です。そのためにも、日頃からそれらの関連事業者と連携したサポート体制を

維持しておくことが重要になります。 

 

①－５ リサイクル業者、廃棄業者、オークション運営事業者の情報 

リコール対象数の精度を高める上で、リサイクル業者、廃棄業者が保有するリコ

ール対象製品に関する情報の共有を求めることは効果的な取組です。  

また、インターネット上のオークションサイトに、リコール対象製品が取り扱わ

れる場合もあるので、当該サイト運営事業者に対しても上記と同様の情報提供を求

めることも効果的といえます。 

 

①－６ WEB 上での情報 

WEB 上で入手可能なソーシャルメディアの情報をデータマイニング（満足の表明、

苦情、事故の発生等を示す言葉を抽出するなど）することで、進捗中のリコール手

法や顧客対応の改善につなげることができます  

 

 

 

③  リコール関連データの活用 

 

新聞社告、ホームページ、リリース等の初期リコール告知によって得られる情報

は、大きく２つに分けられます。１つは、実施中のリコールの妥当性に関する情報

であり、上述の告知方法の有効性、告知方法自体の妥当性、リコールの実施方法自

体の妥当性という情報です。そして、もう１つは製品の利用者層を特定するための

情報です。 
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後者の製品利用者情報の分析に関して、その分析項目は次のとおりとなります。 

・どの地域から多かったか 

・何年ぐらい使用していた利用者層が新聞社告等の初期告知を見ていたか（この

情報は、逆にその告知方法では、どの消費者層には情報がうまく伝わっていな

いかがわかります。また、利用中の製品の残存率の把握の基本情報にもなりま

す。） 

・どの告知方法だと、どの消費者層にうまく情報が伝わっているか（新聞社告が

効率的か、折り込みチラシが効果的か、ホームページが効果的か等の相対的な

効果を判断する情報にもなります。） 

・だれが購入者であり、利用者であるか、そして、告知を見ている者はどちらが

多いか等（製品によっては管理者側が関心をもつ場合もあります。）  

・製品の利用環境（世帯の特徴、住宅の種類、家族構成等）  
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３ リコール実施状況の評価 

 

リコール実施状況の評価は、そのリコールをどのような方法でいつまで行うのかを

評価して、判断することです。次の点に留意して有効性の評価を行うことが肝要です。 

 

リコール有効性の評価は、次のように２種類に分けられます。 

 

① 常時行う有効性の評価 

② リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価（リコール対応の

縮小の判断を行うための評価） 

 

「常時行う有効性の評価」とは、リコールの実施中、各告知方法の履行状況を常に

把握しながら、それらの告知方法自体の有効性を評価することです。必要に応じて告

知方法・ルートや社告の記載内容等を補正・変更しながら、より広く消費者に情報提

供するための活動です。 

「リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価」とは、実施している

全ての告知を総合的に評価し、もうそれ以上把握率や実施率が上がらない段階までき

たところで、今後どのような対応をするかを判断するにあたって行われる有効性の評

価です。ここでは、今後の対応についての全体的な方向性の評価・判断が問題となり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 13 リコールの有効性評価のタイミング（イメージ） 

－常時行う有効性の評価と、リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価－ 
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連絡数の総累計

常時行う有効性の評価
各告知方法毎に消費者からの連絡状況を考慮

しながら、その各告知方法毎に有効性を評価し、
表記方法の見直しや、繰り返し実行したりして、

把握率や実施率の向上をめざす。

一定の節目での有効性の評価
実施可能な全ての告知方法を駆使しても、もう把握率又は実施率が上がら
ない段階が有効性の評価を行うタイミング。製品が残存し、危険が残ってい

る可能性があればどのようにリコール体制を維持していくかを決定する。
 
連
絡
数
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リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価 
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（１）常時行う有効性の評価 

リコール実施当初は、新聞社告等によって、消費者から多数の連絡がありますが、

一定の期間が経つと、消費者からの連絡件数がそれ以上増えない状態になることが

あります。累積件数が、この状態になると、その告知方法の限界に近いとみること

ができます。その場合、ただ時間を待っているだけでは、目標とする把握率又は回

収率（実施率）に近づくことはできません。 

「常時行う有効性の評価」の有用性が発揮される１つの場面は、実施している告

知方法ではもうそれ以上消費者からの連絡が来なくなった状態で行われるものです。

そのタイミングを早めに見極め、次の対応につながる新しいリコール方法を考えま

す。 

複数の周知方法を採用する場合は、有効性の評価は１回だけではなく、周知方法

の数だけ行うことになります。この継続的な有効性の評価によって、より有効と判

断される方法の継続や、その規模や消費者へのメッセージの形態を見直しながら、

実行し続けることになります。 

 

常時行う有効性の評価の判断要素には以下のものがあります。 

 

・個々の告知方法の妥当性 

新聞社告、折り込みチラシ、ダイレクトメール、自社ホームページへの掲載等

同時に実施している告知方法のどれがどれだけ有効に機能しているかを個別に

評価していきます。効率が上がる最良の方法を重点的に実行することで、実施率

が向上するように、周知方法をコントロールします。新聞社告等は、一定の期間

を過ぎると消費者からの連絡が来ない状態になることがありますが、そのときは

繰り返しの実施や、表記方法や掲載新聞を変える等して、実施率の向上を図り、

漏れがない周知を試みます。 

 

・告知情報の妥当性 

告知方法によっては、掲載表現がわかりにくかったり、掲載面の関係で情報の

掲載に限界があったりして、十分伝えられるべき情報が伝わらない場合がありま

す。 

消費者からの問い合わせ内容をよく聞き、実施している告知方法の記載表現や

記載方法を最善のスタイルに見直し、修正してくことが望まれます。ダイレクト

メールや折り込みチラシも、読まれないで捨てられたりしないよう、表記スタイ

ルを変えることも改善策としてありえます。 

 

・相談窓口の妥当性 

消費者からの連絡に関し、どのルートからのものが適正に機能しているかも評

価します。リコールによっては、一度に全ての告知方法を実施し、コールセンタ

ーがパンク状態になる場合もあります。このような場合は、問い合わせがしたく

ても、連絡ができない状態になり、場合によっては消費者からの連絡の機会を逸

してしまう場合も出てきます。コールセンター等の相談窓口は、どの告知方法を

どのタイミングで実施するか等を考慮して、体制を臨機応変に調整することが有
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用です。コールセンターの受付能力に応じて、全体の投函数を二分割や三分割し、

ダイレクトメールの発送数量を調整することも検討に値します。実際に、販売事

業者と連携して、コールセンターへの入電集中によるお客様のストレスを軽減さ

せてリコール促進を図る取組が行われています。 

また、消費者からの相談が必ずしもコールセンターに集中せず、常設のお客様

相談窓口やホームページの電子メール等に集まることが多い場合は、それらの窓

口対応に人材を投入し、消費者にストレスを感じさせないで、迅速な対応が可能

となる体制にする必要があります。 

 

・点検方法や修理方法等の妥当性 

回収等の対応方法に問題がないか評価していきます。特に消費者に点検、修理、

部品交換を求めるリコールの場合、消費者では的確に実施できないことがわかっ

てくることがあります。そのような場合、できるだけ専門知識があり、点検や修

理を確実に実行できる者が行うように対応を修正する必要があります。 

また、点検や修理が適切に実施されていることを監督することもリコール実施

主体の責任です。従業員に限らず、外部の協力事業者が実行するにしても、適切

に点検方法を指示し、写真を撮る等的確に履行されたかを確認できる体制となっ

ているかも、モニタリングしていくことが要請されます。 

消費者に製品を返送してもらう措置をとる場合には、製品自体が大きかったり、

重たかったりして、消費者には返送の対応が困難なことがあるため注意を要しま

す。このような場合には、専門業者の運送会社を派遣する等、対応方法を見直す

必要があります。 

 

・進捗状況の妥当性 

事業者が行う回収等の対応に遅れが生じていないか評価していきます。 

事業者が修理を行うリコールの場合、事業者側の対応の限界を超えた数の連絡

があると、修理待ち状態が生じてしまい、消費者が当該製品の使用を継続してし

まう場合があります。事業者は、常に消費者からの連絡とそれに対応する回収等

のリコール対応の進捗状況を把握していなければならず、そのバランスを踏まえ

たリコール告知や人材等の投入体制を整備することが求められます。 

 

 

（２）リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価（リコール対応の縮

小の判断を行うための評価） 

 

一定期間経過後、常時行う有効性の評価を踏まえた各種追加施策等を行っていて

も、把握率又は回収率（実施率）が停滞している状態まできた段階において、今後

の対応方針について検討を行います。すなわち、積極的なリコール対応を継続する

のか、縮小（市場における監視は続けるが、新たな情報提供や回収率促進のための

取組を行わない）を行うのかを検討します。なお、積極的なリコール対応を縮小す

るとしても、リコール終了とはまだ結びつかないことに注意する必要があります。  

これまでの回収等の実績から、多くの場合でリコール開始後 1 年以降は実施率が
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伸び悩むことが分かってきました。リコール開始当初から経営資源を投入し回収を

進める必要がある一方で、その後は、事業者は市場に残存している当該製品の事故

発生率や製品事故が発生した場合の危害の大きさ等を踏まえ、残留リスクの大きさ

に応じて、今後実施すべき対応やその対応のために投入すべき経営資源を検討して

くことが望まれます。 

残留リスクが明らかに社会的に許容できないのであれば、積極的なリコールを継

続しなければならないと判断し、今度は周知漏れの可能性がある消費者にどのよう

な方法で告知を行っていくか、対象製品をどのような方法で探すかを考えます。 

一方、すべての対象製品の把握と回収等の実施が終了していなくても、残留リス

クが社会的許容可能な範囲にまで低減されたのであれば（例えば、推定される市場

残存数をもとに重篤被害の発生確率が一定以下の状態にあるといえる場合）、積極

的なリコール対応は行わないと判断することもありえます。このとき、消費者の手

元に該当する製品が残っている可能性がある以上、当該リコール専用に設置したコ

ールセンターでの受付体制を取らないとしても、お客様相談窓口等での相談の受付

を継続します。また、自社のホームページや、関係行政、関係機関、民間等のリコ

ール関連のインターネット情報検索ページ等に継続的に掲載しておくなどの対応が

考えられます。 

なお、回収率（実施率）が 95％以上であっても、市場に残留している製品による

重大製品事故が発生している事例もあるので、上記対応に関しては、慎重に検討す

ることが望まれます。 

経済産業省への定期的なリコールの進捗報告を終了する場合は、134 ページを参

照してください。 

また、回収率(実施率)の進捗状況の公表に関しては、必ず実施すべきというもの

ではありませんが、進捗が思わしくない場合に消費者への協力の呼びかけの一環と

して実施するなど、必要に応じて検討してください。 
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４ リコール方法のフォローアップ 

 

前述のように、リコールの有効性の評価は、モニタリング過程で常時行うものと、

リコール進捗が頭打ちになった場合等に行うものがあります。有効性の評価の結果、

継続してリコールを実施していくことになった場合、告知方法等のリコールの方法が

今まで通りの方法でよいかどうかも見直さなければなりません。新たなリコール告知

方法の決定と社内のリコール体制の見直し・維持が必要になるということです。特に、

新たなリコール告知方法の決定にあたっては、モニタリング経過や分析結果を考慮し、

有効な継続リコールとするための方法を採用します。 

このリコール方法のフォローアップは、「アクション４ リコールプランの策定」

に戻って新たにリコールプランを再検討することを意味します。 

 

（１）リコールの告知に関するフォローアップ 

実施中の告知方法のフォローアップとしては、次の２つの対応が考えられます。

すなわち、①現状方法の補完か、②新しい方法の決定です。 

 

① 現状方法の補完 

 

それまで実施してきた告知方法では、もう消費者からの連絡が限界かと思ったと

しても、その告知方法を見直すことで、漏れがない、又はより消費者に認知しても

らいやすくすることができる場合があります。 

この場合、考慮すべきは、リコールのモニタリングの結果、どの方法がより効果

的で消費者からの反応が高いかを見極めることであり、より効果的な方法があれば、

その方法をとり入れて継続する等の方策を考えるということです。 

新聞社告も、全国紙中心から、地方紙への切り替えや記載内容も認知しやすい表

記方法に変更する等が考えられます。例えば、「リコール社告」のタイトルを大き

く表記する、又は危険性をより認知しやすい表現にすることがその例です。また、

再度社告を出すにしても、その製品が使用される時期や環境を考慮し、より良いタ

イミングで再掲載する方法もあります。折り込みチラシも同様です。 

また、顧客情報がわかっている場合でも、１、２回のダイレクトメールでは消費

者が応じない場合もあります。その場合はあきらめないで、繰り返し連絡をする必

要があります。電話を使った補完を行ったり、ダイレクトメールも、広告と間違え

られないよう、明確に「リコール」と書いて、より認知しやすい表記に見直すこと

が考えられます。 

リコールの体制に関しても同様に見直しが必要です。モニタリングデータを分析

することで、消費者からの連絡が必ずしもコールセンターばかりではなく、電子メ

ールや、常設のお客様相談センター等に届いている場合には、むしろそれらの窓口

を補完する等、消費者とのチャンネルを充実させたりすることを考えます。  
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② 新しい方法の決定 

 

現状のリコール方法の補完等も含めた周知対応をやり尽くした段階での有効性の

評価は、リコール進捗が頭打ちになった場合等に行う有効性の評価といえます。こ

の段階でも、まだ消費者の手元に対象製品が残っていて、製品事故の可能性がなく

なっていない場合は、今までとは異なる別の告知方法やリコール方法を考える必要

があります。 

それまでに連絡をもらった消費者のモニタリング情報から、どのような人たち又

は地域において、いまだに製品を使用している可能性があるか、どのあたりの利用

層や所有層には連絡がついていないか等を分析して、対策を考える必要があります。

その結果、今までの告知方法では網羅できなかった消費者層への連絡や、確認しき

れなかった製品の所在可能性箇所の探索等を考えることになります。今まで採用し

ていなかった特定地域の世帯ポストへの直接投函や、業界団体等との共同リコール、

自治体への協力依頼、特定の所有者がいない共同利用環境や中古品市場等で製品を

探索することも考えられます。 

マーケティング手法等を駆使したデータの分析を得意とするコンサルタントや、

リコールをサポートする専門事業者に相談することも一案です。また、法律の専門

家、関係行政機関、同業者やより経験が多い企業、関係業種（電力会社、ガス会社、

ハウスメーカー、提携親会社、提携会社等）等に相談することも考えられます。 

 

【地道な取組の重要性】 

リコール把握率と回収率（実施率）が一定水準まで行くと、その水準を上げていくこと

は非常に困難となります。このとき、例えば、次のような地道な取組が一定の効果がある

といわれています。 

・電話帳（タウンページ）から当該製品を使いそうな業種や保有していそうな業種（例

えば、リサイクルショップ、老人福祉施設、エステ、保育園、理容・美容室、貸ロッ

ジ・別荘、医院、クリニック等）を抽出し、ダイレクトメールを送付する取組 

・自社従業員の帰省の際に、実家や近所においてリコール対象製品を探す取組 

 

 

（２）見直されたリコール方法の実行と継続的なモニタリング 

リコールを継続していくことを決め、新たな告知方法やリコール方法を決定した

後、その実行とともにその有効性についてのモニタリングも必要になります。また、

その新しいリコール方法の実効性を高めるための社内や関係機関等との協力関係に

ついても再検討し、それらについてフォローする体制も整備する必要があります。 
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以下の例は、モニタリングによるリコール方法のフォローアップの対応例です。 

 

＊実際のリコール対応の事例を参照して作成されたものですが、本ハンドブック用

の参考事例となるよう内容を修正、調整しています。  

 

例１ 流通・販売店等との協力によるリコール促進の例 

 

ケース１ 販売店での情報共有体制に働きかけて －イントラネット等の活用－ 

家庭用の調理機器（なべ）の例 

チェーン展開をしている量販店でなべを販売していたが、なべの取っ手が外れる

との連絡が販売した各店舗に寄せられ、それらの情報がきっかけとなって製品の製

造事業者によるリコールが開始された。 

同製品は、別のチェーン系列等の販売店での販売も多くあることから、店舗側と

しても実際に自分の系列の販売店で販売した製品かどうかの特定も難しい状況であ

った。しかし、型式や販売時期等の情報を販売店でも周知し、顧客からの相談に応

じれる体制をとる必要が生じた。そこで、同量販店内のイントラネットを活用し、

同時に店頭 POP やポスターを併用し、必要な情報を売り場やサービスカウンターで

共有できるようにして、顧客の対応体制を自主的に強化した。  

このケースのポイント 

顧客との接点である販売現場での関係情報の共有体制の整備であり、具体的には

販売店のイントラネットや情報の集約ポイントの整備です。 

 

 

ケース２ 販売現場での周知の向上対応 －顧客登録システムによる協力要請－ 

日用家電製品の例 

日用家電製品一般に関するものであるが、メーカー自体も配送センターや顧客情

報登録制度を活用して、顧客情報を整備しているが、それでも網羅しきれない顧客

に対し、流通販売店が行っているポイントカード等の登録システム情報を活用させ

てもらえるように、事前に相談し、また、緊急のリコールの場合にダイレクトメー

ル等の通知への協力を要請している。 

このケースのポイント 

ポイントカード等のシステムを有する流通販売店に協力を要請し、所定の情報が

記載されているダイレクトメールを送付してもらったり、顧客リストを元に直接連

絡を行い、特定されている顧客への迅速な連絡を行っている。このシステムには、

地域に根付いた販売店が以前から行っている販売等の経験に基づくネットワーク体

制も含まれる（なお、個人情報保護法に抵触しないよう注意する必要がある）。 

 

 

リコール方法のフォローアップの対応例 
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ケース３ 販売店との協力 －販売現場への出張キャンペーン－ 

ベビーカーの例 

製品に不良が見つかったことから、リコールを実施することになったが、関連記

事が新聞等で報道されたこともあり、リコール開始直後は、コールセンターがパン

クするほどの問い合わせが殺到し、急きょ受付窓口を増設した。その後、繰り返し

ホームページ等で告知を行い続けていたが、顧客からの連絡が減少し、なかなか回

収率が上がらない状況となった。 

そこで、製造事業者自身が量販店の協力のもと、量販店等の販売現場に出かけ、

点検や改修等の無料相談キャンペーンを開催し、点検、修理をその場で行った。こ

のことによって、該当リコール製品を発見することができ、回収率の向上に寄与し

た。 

このケースのポイント 

多くの顧客が繰り返し集まる可能性があるベビー用品売り場に、新聞チラシ等で

点検・修理キャンペーンの広告を行い、顧客に無料でその場での点検・修理サー

ビスを実施した。このキャンペーンは全国規模で行った。  

 

チラシ広告のサンプル 
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例２ 告知方法を臨機応変に変更して効果を上げた例 

 

ケース４ 新聞社告と折り込みチラシを計画的に実施して効果を上げている例 

家電製品の例 

何種類もの家電製品を扱っている。当初は、最初に新聞社告による告知を実施し

ていたが、同じ社告を繰り返して行ったとしても、一定の期間を過ぎると消費者か

らの連絡数が伸びなくなる傾向がみられた。この傾向を分析したところ、新聞をと

っており、社会面を見る人にとっては社告が有用な場合はあるが、人によっては必

ずしも効率的な方法とはいえないケースもありそうだとわかってきた。また、新聞

に目を通す人であっても、注意して全ての社告を読もうとする人ばかりとは限らな

いことも予測できてきた。 

そこで、同じ新聞を使った告知でも、より大きな紙面で、多くの情報やカラー写

真等を掲載することもできるため、折り込みチラシを利用してみた。すると、もう

新聞社告では限界かと思われた消費者からの連絡が、また増加したので、折り込み

チラシを順次採用する方法を検討するようになった。  

このケースのポイント 

折り込みチラシであると、今まで見過ごされがちであった消費者に対して新たに

アピールすること、そして、製品の外観イメージが直感的に伝わりやすく、また、

製品の型式等の特定がわかりやすくなったとの声もあった。折り込みチラシを社告

との併用や、順序や時期を調整しながらの活用することで効果を上げた事例であ

る。 

 

 

ケース５ 部品交換から修理へと対応方法を臨機応変に変更した例 

乳幼児用の乗り物の例 

乳幼児が乗った状態で走行中に部品の一部が外れ、座席部が傾く不良が発生する

ことがわかり、リコールを実施することを決定した。座席を支える部品を留めるネ

ジが緩む可能性があるというものであった。ほとんどのケースでは、座席が傾いて

しまうため、異常が発生しても、すぐに母親には異常がわかり、使用を停止するも

のであったため、対策済部品を該当製品利用者のもとに送り、消費者自身に交換し

てもらうリコール対応を考えた。 

しかし、実際に修理説明書を添えて部品を送ってみたところ、部品を受け取った

顧客は自身で交換しているものの、中にはうまく部品交換ができないケースや、や

り方がよくわからないとの声が寄せられた。消費者センターや、関係機関等からも、

より円滑であり、的確な安全対策とするには、消費者による点検や修理というリコ

ール対応の方法は不適切ではないかとの意見があり、即対応方法を見直し、専門家

による点検と、修理という方法を新たに加えた。  

このケースのポイント 

この事例は、臨機応変に、リコールの実行状況や消費者等の声を参考に、迅速に

リコール方法の見直しにつなげた例である。 
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例３ 他メーカーとの共同や業界団体で協調して促進した例 

 

ケース６ 協議会を作って注意喚起とともに回収も効果を上げた事例 

電気こんろの例 

小形キッチンユニット用電気こんろにおいて、電気こんろのスイッチに体や物が

接触した際に、容易にスイッチが入となる構造のものがあり、意図せずスイッチに

体や物が触れた場合、電気こんろのスイッチが入り、電気こんろ上や周囲の可燃物

が発火する火災が多発したためにとったリコール対応である。  

このケースは、複数企業でスイッチが同様の構造となっており、複数企業・複数

製品で事故が多発したため、電気こんろ製造事業者やキッチンユニット製造事業者

が「小形キッチンユニット用電気こんろ協議会」を設立し、協力体制で効果的なリ

コール対応を図ったものである。 

同協議会は新聞折り込みチラシ（別添の「うず巻き型電気こんろを探していま

す！」チラシ参照）、新聞社告、テレビ CM、電車内の中吊り広告、個別訪問等の徹

底した周知活動を行い、可及的に高い改修効果が得られた。  

さらに、同協議会では、直接的に消費者に働きかける周知活動以外に、マンショ

ン等集合住宅の管理人や賃貸業者の属する協会にも製品改修活動への協力要請を行

ったり、関係省庁・消防・企業・団体への協力要請等様々な取組を行っている。  

改修率の状況については、同協議会のホームページで公開されている。  

このケースのポイント 

本件は、事故防止を目的に関係事業者が協議会を設立し、専業で様々なリコール

周知活動を実施して、高い改修効果を上げた事例である。 
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ケース７ 工業会で共同で注意喚起を行い、効果を上げた事例 

温水洗浄便座の例 

温水洗浄便座の製造・販売メーカーからなる一般社団法人日本レストルーム工業

会では、平成 13 年の設立以来、製品安全のための活動に取組んでいる。平成 19 年

に実施した「消費者実態調査」によると、温水洗浄便座を電気製品と認識して注意

して取り扱っている人は、消費者全体の１割にとどまることが判明した。また、「温

水が出ない」、「便座が暖かくならない」、「水漏れがしている」等の故障が発生

しても、「便座」としては使えるため、また、便座なしでは便器として使用できな

くなるため、そのまま（電源を入れたまま）使用され続け、事故となる事態も発生

している。そのため、工業会では、次の注意喚起に注力している。 

 

 啓発チラシの作成 

平成 14 年度より、消費者に製品を長く安全に使用していただくための啓発チラ

シを作成、平成 19 年度より重大製品事故防止のチラシに切り替え、消費者に内容

がよりわかりやすく伝わるよう、平成 20 年度、平成 24 年度と改定を行い、平成

27 年度には、水漏れ状態での継続使用防止のための注意喚起、電気製品であるこ

とをわかりやすく示すため、内部写真を掲載するなどの改定を行った。 

このチラシを会員各社を通じて消費者へ配布し周知を行うとともに、工業会から

も各地区の経済産業局、都道府県庁・政令指定都市・市町村の消費者行政担当部署

及び消費生活センター、全国の管工事事業者団体及び家電製品の販売事業者団体を

はじめとした関係団体等、約 1,300 カ所に 85,000 部あまりを配布し、ホームペー

ジ（http://www.sanitary-net.com/）に電子データとしても掲載した。なお、別途

「取扱説明書版」も作成し、平成 21 年度より各社の取扱説明書へも記載している。 

 

 新聞・雑誌への広告記載 

平成 20 年 11 月「製品安全総点検週間」に合わせて、大手２紙の全国版朝刊の生

活・家庭面に「温水洗浄便座は電機製品で寿命があります。故障したまま使い続け

ないでください。」のタイトルで、平成 19 年度版安全啓発チラシの内容を要約し

た新聞広告を掲載、同時にフリーダイヤルを設け、問い合わせに対応した。 

以上の活動に引き続き、平成 28 年度以降も、安全チラシの追加送付要望に応え、

更なる効果的な周知方法を検討している。 
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安全啓発チラシ令和４年度版 
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安全啓発チラシ令和４年度版 
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例４ 利用者の層や購入ルートから告知方法を決定した例 

 

ケース８ 専門誌の活用や訪問点検を実施して効果を上げた事例 

カー・バイク用品の例 

オートバイ用のヘルメットの保持機構部に不良が見られるケースが発見され、

至急のリコール対応が行われた。本件は、販売店に出荷した段階で、偶然不良が

発見され、即刻回収等の措置がとられたこともあり、事故の至ったケースはない。

新聞社告等のリコール対応も迅速に行われているが、同時に原因究明も進み、不

良の発生確率は極めて低いことはわかってきたが、利用者の危険性が回避できる

ものではないと判断し、リコールをさらに押し進めるものとした。  

最初の告知は、新聞社告やリリースであるが、同製品の利用者は行きつけのオ

ートバイ専門店を持っていたり、関連のバイクマニア雑誌を読んでいる傾向が高

いと判断し、関連の雑誌にも社告記事を掲載した。また、一部の製品は、学校単

位で購入しているケースもあり得ることから、卸業者や学校側の協力・理解のも

と、該当する学校に行っての点検・修理も実施している。  

このケースのポイント 

該当製品の利用者層がオートバイ利用者であることから、オートバイ用品店を

利用する頻度が高いことから、重点的に用品店等への周知や、好んで読まれる雑

誌への社告を行う等、利用者層を絞り込む告知方法を採用している。  

 

 

ケース９ 視点を変えて製品を探索して効果を上げた事例 

燃焼暖房機器の例 

一酸化炭素中毒による死亡事故が発生しているケースであり、20 年以上使用さ

れているものも含まれる石油温風暖房機である。新聞社告、配達地域指定郵便に

よるダイレクトメール投函等の様々な手法を用いて、リコール告知対応を行って

いるが、まだ完全に残存の可能性がゼロになっていないことから、継続的にリコ

ール対応を実施している。 

家庭で利用している可能性がある消費者への周知は、使用され始める時期を考

慮した告知を毎年繰り返している。一般の家庭に残存している可能性はかなり低

くなってきているとは予測されるが、それでも直接訪問点検等を続けている。近

年では、視点を変え、普段生活していない別荘、仮設住宅、避暑地の貸しログハ

ウス等の管理人や利用者にもリコール情報を照会し始めている。  

このケースのポイント 

一般家庭での使用者からの連絡が一定の水準に来ているため、視点を変え、普

段生活していない場所に設置してある可能性を推測し、捜索の範囲を広げた対応

を上げ、効果を上げている。 

 

 

 



４ リコール方法のフォローアップ 
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ケース 10 利用者層を分析・予測して、重点的な告知をし、効果を上げた事例 

ベビー用品の例 

ベビー用品一般を扱う事業者による経験からの対応例である。近年では、育児

用品販売店は、会員登録制度が進んでおり、購入情報や、定期的な商品案内情報

がダイレクトメールで届くようなシステムが見られるようになってきた。そのた

め、それらのルートで顧客を特定できる場合は、その販売店の協力によってリコ

ール告知情報が届きやすくなってきているが、完全に網羅されているわけではな

い。 

そのため、初回の新聞社告時で連絡をくれた消費者の情報を、民間のマーケテ

ィングリサーチ会社に相談し、顧客情報をデータ分析し、該当製品を利用する年

齢層の母親の住居環境情報（地域、年齢、家族構成等）を予想できるようにした。

その結果、最初のリコール告知で、十分な効果が上がらなかった場合は、その分

析結果を参考として、地域や世帯を限定する形でピンポイント告知（折り込みチ

ラシや、集団住宅に直接投函等）が可能な体制と築いている。  

このケースのポイント 

乳幼児用品は、対象が乳幼児になることから、リコール等の問題に対して消費

者も販売店も過敏に神経質なところがあるため、リコール等の問題が出る前から

顧客情報等を整備するようにし始めている。例えば、リコール時のコールセンタ

ー対応も、消費者の了解の元、製品の利用環境や、入手先、利用期間、家族構成

等を聞き、顧客の遡及に役立つ分析が行えるような準備をしている。このような

対応は、過去のリコールの経験から、いざという時に混乱しないよう、普段から

関係のリサーチ会社や専門サポート機関と連携して準備するようになった。 
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＜保育園向けに発送したダイレクトメール例＞ 

 

 

ケース 11 製品の使用が想定される業種を絞って告知を行い、効果を上げた事例 

家電製品の例 

家電製品の製造事業者の対応例である。リコールの実施率（回収率）を向上させ

るために、リコール対象製品を購入している可能性が高いと想定される事業者と業

種を選び、ダイレクトメールを発送しリコール情報を告知している。  

例えば、保育園では、園児の服を洗濯・乾燥する機会や園児向けの食品を温める

機会が多いと考えられることから、同社がリコールを実施している電気衣類乾燥機

とオーブンレンジについて保育園向けに情報をまとめたダイレクトメールを発送

し、実施率（回収率）の向上を図っている。 

このケースのポイント 

リコール対象製品の使用者は新聞社告やホームページ上の告知に気付かない場合

も多く、販売事業者の協力を得ても使用者を捕捉できない場合もある。 

製品を使用することが想定される業種を選んでダイレクトメールで案内する方

法は、リコール情報を直接ユーザーに届けられること、複数の製品のリコール情報

をまとめて届けることができることから、リコール促進のための有効な手段とな

る。 



４ リコール方法のフォローアップ 
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例５ 製品の流通の流れや製品特性を考慮した対応例 

 

ケース 12 製品の設置特性を考慮したリコール対応で効果を上げた事例 

住宅設備機器（ベランダ出窓）の事例 

ベランダに設置される住宅関連設備であり、一定のユニット設備的なものであ

る。 

20 年以上の利用のもので、フレーム内部に雨水が入って特定の部位で強度不足

が発生しやすくなることがあり、場合によってはユニットごと落下してしまう可

能性があることがわかった。 

一般の小売店で販売するような製品ではなく、施工業者が、卸業者等から購入

して施工するケースが主である。古い製品では施工業者に関連情報が残っていな

かったり、施工業者自体が倒産して無くなっている場合が少なくない。また、屋

外で使用する製品のため、ユニットの表示が判別できなくなっているケースもあ

った。 

このように、利用世帯が不明な場合の周知の方法として、次のような対応をと

った。 

まず、施工業者や自社の営業マン等の専門知識がある人が見て回らなければわ

からないため、関連情報を共有でき、協力体制を維持できるようにした。次に、

自社のルートだけでは関連情報が行き届かなかったり、継続されない場合がある

ので、公団や集合住宅の管理組合、ハウスメーカー等の内部の連絡網（施工業者

や修理業者への定期ニュース等）に掲載してもらう等の対応も行った。  

このケースのポイント 

対象設備を個別に消費者が購入するとは限らないという特徴があり、一般の消

費者では対象設備かとうかの特定自体が困難な部分があった。そこで、関係する

施工業者やハウスメーカーのような知識がある者のネットワークを使ったり、専

門知識がある営業マン等が直接見て回る等の方策が効果的であるケースである。 

 

 

 

 

 



４ リコール方法のフォローアップ 
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例６ 専門の支援事業者に相談した例 

 

ケース 13 リコールサポート事業の活用１ 

専門のリコール支援サービス会社に相談し、モニタリングデータの分析による

利用世帯の特徴の推計や、連絡してきた利用者の元に製品を取りに行く返送サー

ビスを利用した。 

リコールの支援サービス会社には、マーケティング分析を得意とする事業者も

あり、そこでは、製品の利用者像を推計してくれると同時に、製品の残存率の推

計のための基本情報を整備してくれるサービスを得意とする会社もある。  

また、このような製品利用者像の推計は、同時にどのあたりの消費者層にはそ

の告知方法ではまだリコール情報が届いていないという実情もわかり、告知方法

別の有効性の評価も可能である。 

 

 

ケース 14 リコールサポート事業の活用２ 

折り込みチラシ等を使った広告代理店機能を利点としたリコール支援サービス

会社も存在する。新聞社告も、折り込みチラシも 1 社で実行すると、経費的な制

約もあり、十分な大きさの掲載や、掲載回数が確保できない場合もある。しかし、

同様の悩みを抱えた事業者が共同で、それらの告知を行うことによって、1 社あた

りの負担が軽減され、またより大きな社告や、より大々的な折り込みチラシ配布

が可能になる。 

以上のような共同のチラシを利用する方式であると、同業種や異業種の製品が

記載されていいても異に感じないため、専門の広告代理店や、関連する支援サー

ビスを行うコンサル会社等を活用することも有用である。  

 

 

ケース 15 リコールサポート事業の活用３ 

いざリコールということで、コールセンターを手配したが、フリーダイヤルの

取得や対応マニュアルの準備に思いのほか時間がかかり、また回線数も臨機応変

に変更できず、消費者共々混乱させてしまった経験があった。  

そこで、専門のコールセンター事業者に委託して、事前のフリーダイヤル登録

や製品ごとの対応マニュアルを準備し、いざという際に迅速かつ円滑なリコール

対応ができる事前登録支援サービスを利用した。事前登録料は軽微であるにも関

わらず、緊急リコール時のコールセンター設置と運営がスムーズに行え、同時に

配送業者による製品回収も組み込まれたサービスの利用で、的確なお客様対応や

製品回収率の向上を通じて企業の早期信頼回復もできた。情報セキュリティーも

万全であった。 
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５ 記録の作成、リコール漏れへの対処及び得られた情報のフィードバック 

 

（１）記録の作成 

同様の製品事故等の発生がないよう、発生原因を確認し、確実に製品の改善に結

びつける必要があることから、製品事故等の発生からの経緯を記録しておくことが

重要です。 

 

 

＜＜事業者における取組事例の紹介＞＞ 

 

■ガス機器メーカー 

・リコールでの対象製品の点検・修理の際には製品の銘板、原因となった部品の状態を点検・

修理先の許可を得た上で、デジカメで記録し実施の確認記録とするとともに、部品を回収

しその状態を検証する。 

・作業内容は症状の発祥の有無を含め報告書を作成しデータベース化して保存している 

  （過去にリコール対象品を誤認したケースがあり、型式・製造番号が表示された銘板を撮 

影し確認する、また点検前・点検直後・交換した部品の状況を撮影し、その画像で社内監

査を実施する体制を取っている）。 

 

 

（２）リコール漏れへの対処 

使用者等の情報提供の対象者が特定できないリコールの場合、リコール実施率を

100％とすることは非常に困難であり、リコール漏れが残ることがあります。 

リコール漏れがある場合は、事故の再発防止のためにホームページ等による継続

的な情報の発信、窓口における対応可能体制の維持を必ず行わなければなりません。 

 

（３）得られた情報のフィードバック 

リコールの実施で得られた経験は、製品安全管理態勢やリコールを実施するか否

かの判断基準の見直しに非常に有用な情報です。 

見直しが必要と考えられる場合は、速やかに改善し、同様の事故が発生した場合

にしかるべき対応が出来るようにしておくことが重要です。 

また、リコールを実施することとなった原因が、基本的な企業姿勢や、経営者や

従業員の倫理面の問題である場合もあります。 

そのような場合は、二度と同様の問題が発生しないように企業理念、経営方針を

見直し、経営者や従業員の意識変革のための教育、啓発に関する根本的、具体的な

対応を社内外へ示し、実施されるべきです。さらに、同様のリコールが、親会社、

関連会社、子会社、別事業部で繰り返し発生する場合があります。 

真に経験を生かすのであれば、関係する親会社、関連会社、子会社、別事業部等

へフィードバックし、フィードバックされた情報を業務に確実に反映させることが

必要不可欠です。 



６ 再発防止・未然防止のための措置 
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６ 再発防止・未然防止のための措置 

事業者は当該リコールのモニタリングと並行して、得られた経験と知識を PDCA サ

イクルに則り、今後の自社製品の事故の再発防止と未然防止に活用します。 

防止策は、事故を起こした製品に関わる内容と当該製品を市場に供給した事業者の

組織体制に関わる内容について、それらを実現するための資源の確保を含めて検討し

て適用します。 

 

 

７ リコールの終了 

消費者の手元の製品が全て把握され、回収等のリコール対応が完全に実施された、

すなわち回収率（実施率）が 100％になれば、リコールは終了となります。 



（参考１） リコールを実施するか否かの対応例 

-110- 

 

参
考 

（参考１） リコールを実施するか否かの対応例 

 

アクション２の「リコールを実施するか否か」の意思決定の際の判断要素を示しま

す。 

ここでは、リコール実施の意思決定の際に参考となるケースを 8 例紹介します。 

 

 

 

 

 

 

リコールを実施したケース（８例） 

 

リコールを実施したケース １ 

 

［人への被害の可能性あり（死亡被害）、多発及び拡大可能性あり］ 

【製   品】 石油温風暖房機 

【問題の発見】 給気エアホースの経年劣化等により不完全燃焼が生じ、1年間で5件の

一酸化炭素中毒事故が発生。 

【リコール 

の判断】 

給気エアホースの材質が劣化を起こしやすいものであったこと、また、

ホースの取り付けがストレスを生じさせやすい設計になっていたこと

等を欠陥と判断し、製品の回収及び点検・改修リコールを実施。 

 

 

リコールを実施したケース ２ 

 

［人への被害の可能性あり（死亡被害）、多発及び拡大可能性あり］ 

【製   品】 ガス瞬間湯沸器 

【問題の発見】 電源プラグがコンセントから外れた状態でも使用できるよう不正改

造されたことにより、不完全燃焼による一酸化炭素中毒事故が21年間に

28件発生。 

【リコール 

の判断】 

不正改造された製品に限らず、安全装置を構成するコントロールボッ

クス内においてハンダ割れが生じ、かつ、その部分について不正改造を

容易に行い得る構造を欠陥と判断、製品の回収を実施。 

 

（注）下記事例はあくまで、本マニュアルのために取り上げた参考例であり、現実にあっ

たケースを正確に記述したものではありません。また、各ケースの例は、リコールの

実施か否かの意思決定をするにあたっての具体的、定量的な判断基準を意図するもの

ではありません。 

（参考１） リコールを実施するか否かの対応例 



（参考１） リコールを実施するか否かの対応例 
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リコールを実施したケース ３ 

 

［人への被害の可能性あり（重傷被害）、多発及び拡大可能性あり］ 

【製   品】 電気冷蔵庫 

【問題の発見】 冷蔵庫内で食品汁がこぼれ、冷蔵庫下部に取り付けられた霜取りヒー

ターのコネクター部に流れ込み、端子間スパークして発熱・発火し、室

内を焼損する事故が５件発生。 

【リコール 

の判断】 

冷蔵庫内でこぼれた液体が電装品であるコネクター部に流れ込む、と

いう設計上の問題があったため、液体の侵入を防止する改修リコールを

実施。 

 

 

リコールを実施したケース ４ 

 

［人への被害の可能性あり（重傷被害）、多発及び拡大可能性あり］ 

【製   品】 洗濯乾燥機 

【問題の発見】 ヒーターリード線の閉端子接続部に洗剤液が浸入し、銅線が腐食し、

作動中の振動により半断線状態となり、ショートして発熱・発煙する事

故が７件発生した。 

【リコール 

の判断】 

洗剤液が浸入した原因は、リード線を包む編成ガラス繊維を伝わった

洗剤液が毛細管現象により接続部に浸入したことが判明。部材の選定に

問題があったと判断しリコールを決定。ヒーターリード線をテフロン線

に変えたハーネス部組品に交換。 

注）使用者の不注意、誤使用によると判断されるものであっても、製品事故の経験を

活かし、そのような不注意・誤使用が生じないような製品設計を次に行うことが、

製品事業者等の責務です。 

 

 

リコールを実施したケース ５ 

 

［人への被害あり（重傷被害）、多発可能性あり］ 

【製   品】 エンジン草刈機 

【問題の発見】 草刈作業が終了し、次の場所に移動しようとした時に両手ハンドルを

離してしまい、その瞬間に肩掛けバックルが突然はずれ、本体が地面に

バウンドし、回転した刃物が太ももに当たって負傷する人的事故が1件

発生。 

【リコール 

の判断】 

製品の詳細な調査結果から、バックルの内部に金型が老朽化したため

にバリが発生し、それを除去する際に角部を削りすぎたため、爪の引っ

かかり部分が少なくなり、想定外のバックル外れが生じることが判明。

同様の人的事故が発生する可能性があるため、リコール（部品の交換）

を実施。 



（参考１） リコールを実施するか否かの対応例 
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リコールを実施したケース ６ 

 

［人への被害あり（重傷被害）、多発可能性あり］ 

【製   品】 キャリングホルダー（楽器用） 

【問題の発見】 児童が授業中、キャリングホルダーに鍵盤を載せ、移動のため鍵盤を起

こした状態で保持したところ、体のバランスを崩して鍵盤部分が前に倒

れた。その際、とっさにホルダー部分を掴んでしまったため、ジョイン

ト部分に児童が小指を挟み込み、指先を損傷する人的事故が1件発生。 

【リコール 

の判断】 

製品の詳細な調査結果から、ジョイント部分の金具がむき出しになっ

ている箇所があり、そこに指を挟むと負傷する可能性があることが判明。 

同様の人的事故が発生する可能性があるため、リコール（部品の交換）

を実施。 

 

 

リコールを実施したケース ７ 

 

［人への被害の可能性あり（重傷被害）、多発可能性あり］ 

【製   品】 子守帯 

【問題の発見】 生地の強度不足により、非常に軽い力で生地が裂けるとのクレームが

販売店に１件入り、在庫品を確認したところ同様の不良が58枚発見され

た。 

【リコール 

の判断】 

製品の詳細な調査結果から、特定の色の製品のみ染料の成分に問題が

あり、生地が劣化し、強度不足になる可能性があることが判明。 

幼児が転落する等の人的事故が発生する可能性があるため、リコール

（交換）を実施。 

 

 

リコールを実施したケース ８ 

 

［人への被害あり（軽傷被害）、多発可能性あり］ 

【製   品】 液化石油ガス用ガス栓（フレキガス栓） 

【問題の発見】 風呂場に設置した亜鉛ダイカスト製のガス栓からガスが漏れ、密閉式

風呂釜の火が引火し爆発、爆風により火傷を負う人的被害事故が１件発

生。また、当該ガス栓に関し、同社はこれまでに127件のガス漏れクレ

ームを受けていたことが判明。 

【リコール 

の判断】 

製品の詳細な調査結果から、風呂場等湿気の多い場所での使用により

、ガス栓内部に水入りによる腐食が発生し、ガス漏れが生じるおそれが

あることが判明。 

通常はマイコンメータにより、ガス爆発に至る前に微小なガス漏れが

キャッチされるものの、同製品は風呂場や業務用厨房に多く設置されて

おり、同様のガス漏れを生じる可能性が高いことからリコール（耐湿性

のあるボール弁タイプのガス栓への交換）を実施。 
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（参考２－１） 新聞社告・広告の例 

 

 

新聞社告は、下図に示すものを参考にしてください。詳細は、「JIS S 0104：2008

年 消費生活用製品のリコール社告の記載項目及び作成方法」を参照してください。 

 

また、特に留意すべき点に以下があります。 

 

① 文字の大きさは、できるだけ新聞本文の文字サイズに近い大きい文字にする。 

② さらに詳細な情報が掲載されているホームページでの社告等（参考２－２を参照

してください）を並行的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新聞社告の大きさ 

 

製品特性や件数にもよりますが、一般的に目に止まりやすく見やすい標準的新聞社

告は以下の大きさとなります。 

 

『12CM×2 段（7CM）』 

 

（参考２－１） 新聞社告・広告の例 

項目 例 

リコールタイトル ① 

危険性、事故の状

況及びその原因 
② 

消費者が取るべき

対応 
③ 

回収、点検・修理

など、消費者への

要請 

④ 

製品の特定方法 ⑤ 

連絡先の住所、電

話番号・ファクシ

ミリ番号等 

⑥ 

リコール社告の回

収及びこれまでの

回収率 

⑦ 

ホームページアド

レス 
⑧ 

日付 ⑨ 

その他必要な事項 － 

 

リ
コ
ー
ル
社
告 

○
○
社
製
薄
形
テ
レ
ビ
（
回
収
） 

発
火
の
お
そ
れ 

○
○
○
（
商
品
名
・
形
式
） 

 

弊
社
液
晶
テ
レ
ビ
○
○
○
で
発
火
・
火
災
事
故
が
発
生
し

て
い
ま
す
。
電
源
盤
の
部
品
不
適
合
が
原
因
で
す
（
と
思
わ

れ
ま
す
）
。 

回
収
し
て
部
品
の
交
換
を
行
い
ま
す
の
で
、
お
客
様
は
直

ち
に
電
源
プ
ラ
グ
を
抜
い
て
ご
使
用
を
中
止
し
、
左
記
に
連

絡
し
て
く
だ
さ
い
。
弊
社
の
社
員
証
を
携
帯
し
た
担
当
者
が

回
収
に
お
伺
い
し
ま
す
。 

       

・
販
売
場
所
と
期
間 

全
国
の
ス
ー
パ
ー
、
家
電
販
売
店
な

ど
で
令
和
○
○
年
○
○
月
～
令
和
○
○
年
○
○
月
に
販

売 
・
連
絡
先 

○
○
株
式
会
社 

お
客
様
相
談
室 
 

0
1
2
0
-
0
0
0
-
0
0
0

（
携
帯
電
話
で
も
か
け
ら
れ
ま
す
） 

 
 

F
A
X
 
0
1
2
0
-
0
0
0
-
0
0
0
 

東
京
都
○
○
区
○
○
町
○
○
丁
目
○
○
番
地 

・
受
付
時
間 

毎
日
○
○
時
か
ら
○
○
時
ま
で 

・
回
収
対
象
数 

１
万
台 

・
こ
れ
は
３
回
目
の
リ
コ
ー
ル
社
告
で
す
。 

こ
れ
ま
で
の
回
収
数 

5
,
0
0
0

台
（
回
収
率 

五
〇
％
） 

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
0
0
0
0
0
0
.
c
o
.
j
p
 

  
 

 

令
和
○
○
年
○
○
月
○
○
日 

○
○
株
式
会
社 

イラスト 

（対象製品の 

図、写真、形式 

番号、問題箇所 

などを明示） 

① ② ④,③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

例 縦書きの場合 
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折り込みチラシの場合 

 

折り込みチラシの場合は、原則新聞社告の場合に準じますが、イラスト類の表記に

あたっては次を留意することが望まれます。 

 

① 製品を特定する情報としての写真の掲載 

② 型式が書いてある場所を示す写真やイラストの掲載  

③ 実際の型式や製造番号が書かれている表示（印刷類）の現物の写真類の掲載  

④ 製造番号やシリアルナンバーは、型式や製品名称ごとに大きくわかりやすく表

示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リコール社告 ＯＯ社製薄型テレビ（回収） 

 
発火のおそれ 

○○○（商品名） 
 

弊社液晶テレビ○○○で発火・火災事故が発生しています。電源盤の部品不適合が原

因です（と思われます）。 

回収して部品の交換を行いますので、お客様は直ちに電源プラグを抜いてご使用を中

止し、下記に連絡してください。弊社の社員証を携帯した担当者が回収にお伺いしま

す。 

 

 

イラスト 

（対象製品の図、写真、形式番号、問題箇所などを明示） 

 

 

・販売場所と期間 全国のスーパー、家電販売店などで 

令和○○年○○月～令和○○年○○月に販売 

・連絡先 ○○株式会社 お客様相談室 

      0120-000-000（携帯電話でもかけられます） FAX 0120-000-000 

東京都○○区○○町○○丁目○○番地 

・受付時間 毎日○○時から○○時まで 

・回収対象数 １万台 

・これは３回目のリコール社告です。 

これまでの回収数 5,000 台（回収率 50％） 

・インターネット http://www.000000.co.jp 

 

 令和○○年○○月○○日 ○○株式会社 
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（参考２－２） インターネットによるホームページ社告等 

 

１．ホームページによる社告の特徴 

 

（１）費用が低額。ただし、能動的周知ではない。 

ホームページ社告は、費用は安価となりますが、基本的に新聞社告やチラシ、テ

レビ CM とは異なり能動的に情報を伝達しようとするものではなく、消費者側からア

クセスを期待して周知されるものです。 

 

（２）「紙面の大きさ」「放送時間」「配布枚数」といった量による制限を受けませ

ん。 

スペースや時間等に制限されないため、新聞社告やテレビ CM 等に掲載・放送する

ことができないリコールに関する詳細な情報も、無理なく掲載することが可能とい

う長所があります。 

 

（３）伝達内容の修正が行いやすく、適時適切な内容を伝えることが可能ですが混乱

のおそれも。 

ホームページ社告の特徴の１つとして「表示内容を簡単に修正変更できる」とい

う点があります。それは大きな利点ですが、ホームページ社告の様な危険情報に類

するものは、内容の頻繁な変更が「情報が不確定のままに公開した。」として、消

費者に対して信頼性を低下させ、混乱させることになりますので、更新や変更には

十分な検討が必要となります。変更履歴や、変更日時を明確に説明すること等も１

つの方策です。 
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２．ホームページ作成上の留意点 

 

ホームページでリコールメッセージを掲載する場合の留意点は以下です。 

 

（１）リコール情報は、必ずトップページの見やすい箇所に表示する。 

画面をスクロールしなければわからない、多くの情報の中にタイトルが紛れてい

る等は望ましくない。 

 

（２）リコール情報であることを目につきやすくするための共通アイコンを用いる等、

目につきやすいよう配慮する。 

右図は、（一財）家電製品協会で推奨する「お知らせアイコン」で

す。このアイコンは、関係工業会の傘下の企業も登録し、共通的に利

用しています。 

なお、このアイコンの利用にあたっては、（一財）家電製品協会に

照会の上、承認・登録等を行った上で利用することになります。  

参考 URL  https://www.aeha.or.jp/safety/maker/ 

 

 

（３）個別リコール情報の掲載上の原則 

・新しい順に並べる。 

・緊急情報や重大な危害の可能があるものは特に強調して他の回収情報と区別する。 

・不具合や安全以外の関連情報と区別して整理する。  

・古いものが埋もれないよう、継続案件は繰り返し表に出す。  

 

（４）商品の宣伝や説明ページとは別ページにする。 

 

 

 

 

 

https://www.aeha.or.jp/safety/maker/
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３．「見てもらう」ための手段 

 

ホームページは、能動的に情報伝達を行うことはないため、（常に情報を参照され

るのを待っている状態です。図書館の本のように、人がやってきて見ようとしなけれ

ばならない。）ホームページを見てもらうための手段が必要になります。  

近時は、QR コード（二次元バーコード）の普及により、スマホによる各媒体から

ホームページへのアクセスが容易になっており、リコール告知においても活用が望ま

れます。 

 

（１）新聞社告等からホームページへ 

ホームページへ誘導する手段として、新聞社告等の紙メディアは有効です。新聞

社告は、掲載スペースに限度があり、社告内容を詳細に掲載することができません。  

そのため、新聞等では最低限に情報を絞り、残りの情報はホームページ掲載によ

り補足する、という方法が取られています。 

 

（２）テレビ CM 等からホームページへ 

ホームページへ誘導する手段として、テレビ、ラジオ等の電波メディアの利用が

考えられます。 

 

（３）電子メールからホームページへ 

電子メールは、ホームページへ誘導する手段としては最も簡単な手段です。現在

の電子メールのソフトウェアは、メール中の URL を自動的に検知し、社告のページ

の表示まで行う機能を持っているものが多く出回っている上、単なる文字表示だけ

でなくホームページと同じ画面表示ができるものもあります。  

しかし、電子メールを使用する場合は、会社はあらかじめ消費者のメールアドレ

スを知っていることが前提となりますが、個人情報保護意識の高まりから、会社が

消費者のメールアドレスを知るためには、まず顧客の同意を得られることが必要と

され、一方でメールアドレス等の顧客情報の流出を防止する対策に迫られます。さ

らに、提供するメールの内容もスパム等の不要メールと間違えられないよう十分に

注意する必要があります。 

 

（４）社告ホームページへの誘導、その他の自社ホームページ内リコール情報への誘

導手段 

企業のホームページは企業情報や製品情報等を掲載した多数のページで構成され

ることが多く、リコール情報の告知にはそこから社告ホームページに誘導すること

が必要になります。その他、検索エンジンからの誘導策もあわせて、社告ホームペ

ージへの誘導に向けた工夫が必要となります。 

 

 

① 会社サイトのトップページを直接使用 

 

各会社サイトのトップページは、URL の長さが一番短く、また Google や Yahoo 等
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の有名検索エンジンに登録されている確率も一番高く、消費者に限らず一般に利用

しやすくなっています。よって、一時的に会社サイトのトップページを直接社告ホ

ームページとすることにより、最もアクセスしやすい形で社告ホームページを公開

することは有効です。なお、トップページに社告を掲載することにより、社告の告

知に積極的な姿勢も表現でき、望ましいといえます。 

なお、通常のとおり社告ホームページで告知する場合であっても、トップページ

には社告ホームページへの直接リンクや案内のバナー等が必要となります。 

 

 

② バナー広告等 

 

俗にバナー広告と呼ばれている、広告用の画像リンク（バナーという。画像をク

リックすると広告用のホームページへ飛ぶリンクが設定されている）をポータルサ

イト（多くの情報が集約されたホームページ。情報数が多い為、大体はカテゴリご

とに情報を分類している。代表は Yahoo 等）や有名な検索エンジン（Google 等）に

掲示する広告です。 

また、ホームページ検索エンジン等が、特定キーワードによる検索が行われると、

検索結果表示のトップや広告欄に広告用ホームページへのリンクを掲載するものが

あります。 

  例えば、パソコンの周辺部品（バッテリー等）に関するリコール告知であれば、

パソコン使用者による使用頻度の高いポータルサイトや鉄道の乗換案内のサイト

などのバナー広告を利用することが考えられます。 

 

 

④  SEO 対策 

 

SEO とは、Search Engine Optimization の略で、検索エンジン最適化を意味し、

自社のホームページの内容を消費者に届けるため、検索エンジンが理解しやすいよ

うに最適化することをいいます。また、SEO 対策とは、検索エンジン上で自社のホ

ームページを検索結果の上位に表示させたり、検索によるホームページへのアクセ

スを増やしたりすることを目的に実施される様々な対策のことをいいます。 

ホームページの SEO 対策としては、タイトルタグ（メタ(meta)タグ） を設定する

などが挙げられます。タイトルタグとは、ホームページ（WEB サイト）に関する情

報を記載するタグ（付け札）のことを言い、「そのホームページにどんな情報が記

載されているのか」といったことを検索エンジンに認識させるために使用します。 

 

 

 

⑤  ランディングページ（LP）からの誘導策 

 

ランディングページ（Landing Page、以下「LP」）とは、検索結果や広告などを

経由して消費者が最初にアクセスするページのことです。SEO 対策により、自社ホ
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ームページ内の LP の数を増やす、LP１つあたりの訪問消費者数を増やすこととあわ

せ、リコール対象製品を保有する消費者を LP から社告ホームページに適切に誘導す

ることが必要になります。例えば、消費者が対象製品に適用する消耗品を探そうと

してホームページを訪問する場合に対応して、その消耗品の商品紹介ページやイン

ターネット購入ページにリコール告知・社告ホームページへのリンクを掲載すると

いった対策例が考えられます。 
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ホームページ社告の例 

 

望ましい社告ホームページの例 

 

この例は、パソコン画面において、社告ホームページの最初の一画面の内に表示

すべき部分です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、ホームページには表示の大きさ制限はありませんが、社告を行う場合の「よ

く使われる」パソコン画面の大きさを考慮して、社告ホームページのページ作成等

を行う必要があります。 

 

〈ポイント〉 

・最初の 1 画面において、社告に必須である項目を簡潔に全て記載します。 

・ホームページではカラー化には特に制限がありません。「消費者への依頼」「連

絡先電話番号」「対象製品の識別方法」は、カラー化し、目立ちやすく、分かり

やすい表示を行いましょう。 

・会社のトップページから目的とする社告ページへのリンク順序を掲載します。 
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望ましい社告会社のトップページの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 社告ホームページへのリンクがトップページの最初の画面内に、強調表示で掲

載します。 

※ リンク表示の部分に、「回収」という直接的な言葉を入れます。  

 

 

望ましくない社告会社のトップページの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ トップページから社告ホームページへの直接リンクが無い場合があります。 

「トップページ」⇒「お知らせ」⇒「お詫びとお知らせ」⇒「社告ホームペー

ジ」へのリンクから「お詫びとお知らせ」にきちんと誘導する必要があります。 

※ このケースの場合、特殊なコンテンツ上でリンク先を設定しているため、Google

や Yahoo 等の検索エンジンから検索できません。 
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リコールのお知らせが見やすい位置に用いられている例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 社告ホームページ（要約版）を会社のトップページとして最優先で表示します。  

消費者の安全を第一に考えているという企業の姿勢を表現するようにします。  

 

 

リコールのお知らせが見にくい位置に用いられている例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「商品回収に関するお詫びとお知らせ」の場所が分かりにくい場合があります。

トップページ上では分かりやすい表示にする必要があります。 
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（参考３） 関係行政機関等への報告様式等 

 

各関係行政機関等は、事故やリコール等の情報を収集及び提供し、また必要な措置

を講じることにより、事故の未然防止、再発防止に取り組み、国民の安全を確保する

ことに努めています。 

消費者への安全な製品の供給に一義的な責務を有する事業者としては関係行政機

関等へ以下の報告を行い、協力して、事故の未然防止、再発防止に取り組んでいく必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

消安法に基づく報告義務がある重大製品事故（死亡、一酸化炭素中毒、継続的機能

喪失、身体欠損、重傷、火災）が発生した場合、事故の発生を知った日より 10 日以

内に事故内容について国（消費者庁）に報告を行います。報告を怠りますと、体制整

備命令が発動され、更に命令に従わない場合は罰則がかかります。 

報告義務の課せられていない事故の発生及び事故を生じる蓋然性の高い欠陥の発

生が確認された場合においても、関係機関等へ速やかに報告する必要があります（社

内調整等にかかる時間を考慮しても、遅くとも 10 日以内の報告が望ましい）。 

経済産業省では、報告義務の課せられていない事故についても、「消費生活用製品

等による事故等に関する情報提供及び業界における体制整備の要請について」（平成

21・09・01 商局第 2 号）及び「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供の要

請について」（平成 23･03･03 商局第 1 号）によって関係各機関が消費生活用製品に

係る事故情報を得た場合、NITE へ通知するよう協力を依頼しています。 

次頁以降で、該当通達（ただし、本ハンドブックでは通達本文のみの掲載とし、当

該通達に付随する別添資料や参考資料は掲載していません）、報告（通知）様式等を

示していますので、ご参照ください。 

 

 

１．事故等の発生状況の報告 

２．リコールプランの内容の報告 

３．リコール実施状況の経過報告 

１．事故等の発生状況の報告 

（参考３） 関係行政機関等への報告様式等 

４．リコール実施状況の自己評価、進捗報告終了について 
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経 済 産 業 省 

 

平成 21・09・01 商局第 2 号 

平 成 ２ １ 年 ９ 月 １ 日 

 

各団体の長 殿 

 

 

 

経済産業省大臣官房商務流通審議官 瀬戸 比呂志     

 

 

 

消費生活用製品等による事故等に関する情報提供及び業界における体制整備の 

要請について 

 

今般、消費者庁及び消費者委員会設置関連三法の施行に伴い、平成２１年９月１日

に消費者庁が設立され、併せて、改正消安法が施行されました。 

これまで、消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号、以下「消安法」とい

う。）に基づき、平成１９年５月１４日から施行されている重大製品事故情報報告・

公表制度、及び、これを補完して、独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下「ＮＩ

ＴＥ」という。）が消費生活用製品に関する重大製品事故に当たらない事故（以下「非

重大製品事故」という。）も含めた事故情報等の効果的な収集を行い、製品事故の再

発防止に努めてきております。この度の消費者庁設立等に伴い、上記の事故情報収集

制度等を以下のとおりフォローアップをすることとし、さらには、各業界における体

制整備を通じて製品事故の再発防止に努めていきたいと考えております。 

なお、平成１９年４月９日付け「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供

の要請について」(平成１９・０４・０９商局第１号)及び平成２０年１０月１０日付

け「消費生活用製品等による事故等に関する情報提供の要請について（事業者に対す

る再周知）」(平成２０・０９・１７商局第１号)は廃止します。 

重大製品事故の発生に至る以前には、数多くのヒヤリ・ハット事例や軽微な事故があ

るといわれており、当省は、重大製品事故情報と併せて、非重大事故情報を事故の再

発防止のための重要な検討材料としてきています。今般、消費者庁が設立され、重大

事故の報告については、経済産業省ではなく、消費者庁に直接報告いただくことにな

りました。一方、報告された重大事故の安全性に関する調査は消費者庁からの通知を

受けて、引き続き経済産業省がＮＩＴＥを活用しつつ、消費者庁と共同して行います。

また、非重大事故についても、消費者庁と経済産業省の情報共有と消費者事故情報の

一元化の観点を踏まえ、消費者庁からの要請（参考１）により、引き続き、事業者か

らはＮＩＴＥに報告をいただき、ＮＩＴＥが事故情報を収集し、消費者庁及び経済産

業省に通知することになります（参考２「事故情報の報告先一覧」参照）。 
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経済産業省といたしましては、こうした趣旨を理解いただき、関係各位の広範な協

力及び対応をお願いしたく、消費生活用製品等の製造・輸入事業者団体及び販売事業

者団体等に対して連絡し、下記のとおり要請します。各団体におかれては、会員各位

に対し、それぞれ周知いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

１．消費生活用製品等による事故等に関する情報提供について 

（１）消安法に基づく重大製品事故の報告について 

消安法第３５条に基づく製造事業者又は輸入事業者の報告においては、同法の規

定に基づく重大事故報告に関する内閣府令第３条に規定する様式第一の報告書を提

出するほか、別添１の参考資料も併せて消費者庁消費者安全課へ提出してください

（消費者庁消費者安全課の提出先は、別添２を参照）。 

 

（２）非重大製品事故の事故報告について（「nite 事故情報収集制度」について） 

非重大事故情報については、ＮＩＴＥの事故情報収集制度により収集しています

ので、以下にのっとり、提出いただくようお願いします。 

 

① 報告の対象となる情報 

  以下のイ、ロ、ハのいずれかに当たるもの。 

イ．経済産業省の所掌に属する消費生活用製品の使用に伴い生じた製品事故のう

ち重大製品事故に該当しないもの（非重大製品事故） 

ロ．経済産業省の所掌に属する消費生活用製品の使用に伴い生じた重大製品事故

であって、報告義務が課せられている製造・輸入事業者以外の者からの報告 

ハ．経済産業省の所掌に属する消費生活用製品に関する製品事故につながるおそ

れのある製品の欠陥・不具合等 

 

（参考）報告の対象となる非重大事故の目安 

報告の対象となる非重大事故に該当する事象となる判断基準の目安は以下のと

おりです。 

イ．重大製品事故が発生するおそれがあるもの 

ロ．消費者がけがをしたとの情報があるもの 

例えば、火災に至らないものの製品内部で焼損・発煙・発火・異常発熱し

たものや消費者がやけどをした事象は上記に必ず該当するものとみなしま

す。製品破損については、上記に全てが該当するものではありませんが、単

に外観や安全と無関係の性能に関するものを除き、前広に提出してくださ

い。 

また、消費者の不注意、誤使用の疑いがある場合であっても、製品起因の

可能性もあることから前広に提出してください。 

なお、上記に全く該当しない性能に関する苦情や別の不可抗力による事故
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（例：ボールがぶつかった窓ガラスの破片でけがをした）は、対象外です。 

 

② 報告方法及び報告先 

事業者等。 

製造事業者、輸入事業者、販売事業者、リース事業者、設置工事事業者、修

理事業者、関係団体等は、ＮＩＴＥが定める様式に基づき、最寄りのＮＩＴＥ

本部又は支所へ速やか(目安としては事故の発生を知った日から１０日以内)に

報告していただくようお願いします（ＮＩＴＥが定める様式は添付資料を参照。

また、ＮＩＴＥ本部及び支所一覧は別添２を参照。以下同様。）。 

また、事故情報収集にあたっては迅速・確実な情報収集が求められており、

この観点から、消費者からの製品事故情報を最初に受ける可能性の高い販売事

業者やブランド事業者(注)の役割の重要性が高まっております。これまでも販

売事業者を含め製品事故情報のＮＩＴＥへの報告を要請してきたところです

が、今般、特に上記の観点より販売・ブランド事業者に対しては、自ら積極的

に又は製造事業者・輸入事業者等と連名でＮＩＴＥに対する報告を行うよう特

にお願いいたします。 

 (注) 製造・輸入は他の事業者が行っているが、ブランドや連絡先の表示等、対

消費者との関係で責任を有していると考えられる製品(いわゆるプライベー

ト製品やＯＥＭ製品)の販売事業者がこれに該当します。 

③ 公表について 

ＮＩＴＥでは、収集した事故情報については、速報（最新事故情報）として

通知を受けた事故内容のみ（ただし、既にリコール等されていて輸入又は製造

事業者が自ら事業者名、型式等を公表している事故や経済産業省が事業者名、

型式の公表をしている事故に限り事業者名、型式も付記します。）をＨＰに公

表します。その後、ＮＩＴＥで事故原因を調査し、ＮＩＴＥ内で運営する外部

有識者からなる委員会で審議した後、調査結果を公表します。この場合、事故

原因が、製造不良等製品に起因する事故の場合は、輸入又は製造事業者名、製

品の型式等も付記することとしています。 

 

（３）業務用電気用品の事故報告について 

電気用品安全法（昭和３６年法律第２３４号）第２条に規定する電気用品であ

って、消安法第２条第１項に規定する消費生活用製品に当たらないもの（以下「業

務用電気用品」といい、代表例としては別添３に列記したもの。）の使用に伴い

生じた事故（消安法第２条第５項に規定する重大製品事故か否かを問わない。）

が発生したことを知った場合には、当該業務用電気用品の製造事業者又は輸入事

業者（販売事業者・ブランド事業者が自らの名称で販売している場合は当該事業

者を含み、連名での報告も可）は、ＮＩＴＥが定める様式（添付資料）に基づき、

最寄りのＮＩＴＥ本部又は支所へ速やかに報告していただくようお願いします。 

 

（４）調整器等の液化石油ガス器具等の事故報告について 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第
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１４９号）第２条第７項に規定する液化石油ガス器具等における①調整器、②液

化石油ガス用継手金具付高圧ホース、③液化石油ガス用継手金具付低圧ホース、

及び④液化石油ガス用耐震自動ガス遮断器のうち、液化石油ガス販売事業者が所

有するもの（以下「業務用ＬＰガス器具」という。）については、消安法第２条

第１項に規定する消費生活用製品に当たりません。 

このため、上記の業務用ＬＰガス器具における事故報告（消安法第２条第５項

に規定する重大製品事故か否かを問わない。）について、業務用ＬＰガス器具の

製造事業者又は輸入事業者（販売事業者・ブランド事業者が自らの名称で販売し

ている場合は当該事業者を含み、連名での報告も可）は、ＮＩＴＥが定める様式

（添付資料）に基づき、最寄りのＮＩＴＥ本部又は支所へ速やかに報告していた

だくようお願いします。 

 

（５）消費生活用製品、業務用電気用品及び業務用ＬＰガス器具のリコール等情報に

ついて 

製造事業者、輸入事業者又は販売事業者・ブランド事業者等が、消費生活用製

品、業務用電気用品及び業務用ＬＰガス器具で製品事故につながる可能性がある

事象によりリコール等（注）を実施する場合には、別添４及び別添５に基づき経

済産業省商務流通グループ製品安全課へ事前に報告していただくようお願いしま

す。この報告については、消費者庁にもお知らせします。 

場合によっては安全にかかわるリコール等と考えられるものであっても、当省

に事前に報告されていない場合もあり、こうした場合には結果的に不十分な方法

で行われたり、消費者に十分に正確な情報が伝わらないまま行われるおそれもあ

ります。このため、リコール等を実施する場合には、経済産業省商務流通グルー

プ製品安全課に前広にあらかじめ相談いただくようお願いします。 

(注)ここで言うリコール等とは、製品欠陥に伴うリコールのみではなく、必ずし

も製品の欠陥によらずとも、消費者の安全の確保の観点から事業者が前広に行

うものを含みます。また、製品回収のみに限らず、報道発表、社告、ホームペ

ージ等で交換、改修、引取り、当該製品の使用上の注意を呼びかける場合（不

具合が発生した個別製品に対してのみ修理、交換等の対応を行うことを消費者

に注意喚起する場合も含む）等の事故の発生及び拡大の可能性を最小限にする

ための事業者による様々な手段を含みます。 

なお、リコール等の手段・方法については、「消費生活用製品のリコールハ

ン ド ブ ッ ク 2007 」

（https://www.meti.go.jp/product_safety/recall/handbook.pdf でダウンロ

ード可能。）を参照してください。また、消費生活用製品のリコール社告につ

いてはＪＩＳ規格（ＪＩＳ  Ｓ０１０４  平成２０年６月２０日公示 

https://jis.eomec.com/jiss01042008#gsc.tab=0 にて検索可能）が制定されて

おりますので、リコールの社告を行う場合は、これを参考にしてください。 

 

２．業界における体制整備の要請について 

消費者に係る事故等に関しては、社会からの関心の高まりがあり、消費者庁、消
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費者委員会の設置に伴い、事故を起こした事業者等に対する直接的な消費者委員会

からの指摘に対するきめ細かな対応が必要であり、さらに、消費者の利益を確保す

るためには、大所高所から消費者問題に取り組むことが重要です。このためには、

当該事業者等のみによる対応だけでは、消費者の利益の確保は難しく、また、その

効果についても限りがあります。よって、経済産業省としては、自発的かつ、積極

的に業界としての行動や対応をしていただく必要があると考えており、各業界団体

において、消費者問題に以下のように対応する窓口となる委員会を設置するか、又

は既存の委員会等の中から特定していただくようお願いします。 

・製品事故の発生した製品について、安全基準制定・見直し等の対策 

・リコールにおいて、関係事業者の連携による周知活動の取組  など 

 

以上   
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年  月  日 

 

製品リコール開始の報告書 

 

経済産業省 

商務情報政策局産業保安グループ製品安全課長 殿 

 

事業者名： 

法人番号： 

報告者の役職及び氏名： 

 

 下記の製品について、リコール（点検・修理・回収等）を行うこととしましたので、報告しま

す。 

 

記 

 

１．製品名（品名（ブランド名）を含む。） 

(1)製品名 

(2)JAN(EAN)コード 

(3)原産国及び製造事業者（※1） 

 

２．機種、型番、製造番号 

３．製造期間（輸入期間、販売期間）、製造台数（輸入台数、販売台数）、対象台数  

４．リコールに至る経緯 

５．リコールの対策内容（具体的に記載すること。） 

６．リコール開始予定年月日 

７．当該製品使用者及び販売者に対する周知方法 

８．記者発表等の有無 

９．本件の連絡先(※２) 

１０．本件にかかるリコール保険利用の有無（損保会社名とリコール保険の名称を記述※３） 

 

(※１) (3)製造事業者が委託の場合、委託先の名称等をご記入ください。  

(※２) 当室から問い合わせ等させていただく際の窓口、ご担当者の氏名、電子メール、電話番号をご記入くだ

さい。 

(※３)リコール保険とは、事業者が製造・輸入・販売等を行った製品の欠陥に起因して利用者の身体の障害もし

くは財産の損壊を発生させた場合または発生させるおそれがある場合に、製品事故の発生及び拡大の防止を

目的として、製品の回収、点検、修理等を実施する費用を補償する保険。  
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年  月  日 

 

製品リコール進捗状況の報告書 

 

 

経済産業省 

商務情報政策局産業保安グループ製品安全課長 殿 

 

事業者名： 

法人番号： 

報告者の役職及び氏名： 

 

   年  月  日に製品リコール開始の報告書を提出しましたが、その後の当該製品のリコ

ール（点検・修理・回収等）の進捗状況を下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１．製品名（品名（ブランド名）を含む。） 

（１）製品名 

（２）JAN(EAN)コード 

（３）原産国及び製造事業者(※１) 

 

２．機種、型番、製造番号 

３．対象台数、対策開始日 

４．リコールの対策済台数（  年  月  日現在） 

 

５．実施率（残存率を反映した補正実施率の場合は、実施率と補正実施率を併記し、補正実施率の算出

に利用した推計モデルの引用先も記述すること。） 

 

６．その他（リコール実施方策等）(※２) 

 

７．本件の連絡先(※３) 

 

 

(※１) (3)製造事業者が委託の場合、委託先の名称等をご記入ください。  

(※２)前回報告時以降、新たに実施・追加された対策等がありましたらご記入ください。 (日付含む) 

(※３)当室から問い合わせ等させていただく際の窓口、ご担当者の氏名、電子メール、電話番号をご記入くださ

い。 
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【重大製品事故・非重大製品事故の提出先等】 

 

消費者庁消費者安全課 

郵便番号 住     所 電話 ＦＡＸ 

100-6178 
東京都千代田区霞が関 3-1-1 

中央合同庁舎４号館 
03-3507-9204 03-3507-9290 

E-mail による通知先※ g.seihinanzen@caa.go.jp 

 

経済産業省製品安全課製品事故対策室 

郵便番号 住     所 電話 ＦＡＸ 

100-8912 東京都千代田区霞が関 1-3-1 03-3501-1707 03-3501-6201 

E-mail による通知先 bzl-seihin-anzen@meti.go.jp 

 

独立行政法人製品評価技術基盤機構本部及び支所一覧 

所名 
郵便 

番号 
住     所 電話 ＦＡＸ 

事故情報専用フリーダイヤルファックス 

（大阪本部に設置） 
 0120-23-2529 

E-mail による通知先 jiko@nite.go.jp 

本 

部 

大 阪 
559- 
0034 

大 阪 府 大 阪 市 住 之 江 区 南 港 北

1-22-16 

製品安全センター 製品安全技術課 

06-6612-2068 06-6612-1617 

東 京 
151- 
0066 

東京都渋谷区西原 2-49-10 

製品安全センター 技術業務課 

03-3481-1820 03-3481-1934 

燃焼

技術セ

ンター 

376- 
0042 

群馬県桐生市堤町 3-7-4 0277-22-5471 0277-43-5063 

北海道 

支 所 
060- 
0808 

北海道札幌市北区北八条西 2-1-1 

札幌第一合同庁舎 

011-709-2324 011-709-2326 

東 北 

支 所 
983- 
0833 

宮城県仙台市宮城野区東仙台 4-5-18 022-256-6423 022-256-6434 

中 部 

支 所 
460- 
0001 

愛知県名古屋市中区三の丸 2-5-1 

名古屋合同庁舎第 2 号館 

052-951-1931 052-951-3902 

北 陸 

支 所 
920- 
0024 

石川県金沢市西念 3-4-1 

金沢駅西合同庁舎 
076-231-0435 076-231-0449 

中 国 

支 所 
730- 
0012 

広島県広島市中区上八丁堀 6-30 

広島合同庁舎第 3 号館 
082-211-0411 082-221-5223 

四 国 

支 所 
760- 
0023 

香川県高松市町寿町 1-3-2 

高松第一生命ビルディング５Ｆ  
087-851-3961 087-851-3963 

九 州 

支 所 
815- 
0032 

福岡県福岡市南区塩原 2-1-28 092-551-1315 092-551-1329 

mailto:g.seihinanzen@caa.go.jp
mailto:bzl-seihin-anzen@meti.go.jp
mailto:jiko@nite.go.jp
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リコールの実施を決定し、リコールプランを策定した段階（公表前）において、そ

の内容を、前述のリコール開始報告書等により関係行政機関等に報告する必要があり

ます。 

〈関係行政機関等一覧〉 

経済産業省 

各物資所管課 

及び法律による規制がある物資の場合は法令所管課  

商務情報政策局産業保安グループ製品安全課 

その他関係課、各経済産業局関係課 

その他関係省庁 

各自治体（リコール対象地域を考慮） 

その他関係機関 独立行政法人製品評価技術基盤機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．リコールプランの内容の報告 



（参考３）関係行政機関等への報告様式等  

-136- 

 

参
考 

 

 

リコールの実施状況については、電子メールで、リコール開始後１年目は３ヶ月毎、

２年目以降は６ヶ月毎に報告します。 

リコールの実施に伴い、リコール実施率が向上せず、リコール実施期間等が目標ど

おりに運ばない場合もあります。事業者は、消費者への対応方法、情報提供方法（対

象や回数）、リコール対象数等のリコールプランを逐次見直し、最善の方法を模索す

る努力が必要です。 

 

〈製品リコール進捗状況の報告書に記載するリコール実施率について〉 

（１）リコール実施率について 

・リコール対策済み台数 

・下記の例にならって、リコール実施率（Ｃ）を明示する。 

 

 【例】 

リコール対象数 リコール実施数 リコール実施率（％） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ／Ａ×１００ 

 

※リコール対象数：販売・出荷総数 

リコール実施数：実回収（実施数） 

 

（２）市場残存率を反映した補正実施率について 

リコール実施率は、リコール実施率算出方式（Ｃ＝Ｂ／Ａ×１００）で算出しますが、販売開始からリコー

ル開始までの期間が長い場合や、リコール開始から長期間年数が経過している場合、製品の買い換えや

経年劣化等による廃棄を反映していないため、実態から乖離している場合が少なくありません。実施率の

客観的な自己評価を行うために、市場残存率を反映した数値を用いた、補正実施率の算出方法を提示し

ます。 

市場残存率の算出に当たっては、公正性と信頼性を確保することが必要であり、下記の事例のように業

界団体レベルで定期的に計測することも一案です。 

 

リコール対象数 リコール実施数 推定廃棄数 補正実施率（％） 

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ＝（Ｂ＋Ｄ）／Ａ×１００ 

 

※リコール対象数：販売・出荷総数 

リコール実施数：実回収（実施数） 

推定廃棄数  ：市場残存率から推定される廃棄数 

 

 

 

 

 

３．リコール実施状況の進捗報告 
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業界団体における市場残存率算出モデルの作成と自己評価の取り組み事例   

 

一般財団法人 家電製品協会 

リコール対応に関する研究会を立ち上げ、協会が定期的に実施する家電製品使用年数

調査を元に、主な家電製品の市場残存率算出モデルを作成し、市場残存率を反映したリ

コール実施率補正計算式を設定。補正計算式や事故発生頻度などの評価指標を提示し、

会員事業者が統一的手法に基づいて評価、検討する一助にするための運用マニュアルを

策定。 

  

家電製品のリコール対応 https://www.aeha.or.jp/recall/ 

●家電製品リコール実施評価のための運用マニュアル概要 

●内閣府「消費動向調査」データによる家電製品年数調査報告書（2017 年度版） 

  https://www.aeha.or.jp/about/pdf/naikakucyousa_1809.pdf  

 

一般社団法人 日本石油ガス機器工業会 

工業会が５年毎に実施するガス・石油機器の残存率等についてのアンケート報告書を

元に、主なガス・石油機器の市場残存率算出モデルを作成し、市場残存率を反映した評

価方法を確立し、会員企業各社での判断の一助となるための指針を策定。  

 

ガス・石油機器のリコール達成度評価に関するガイドラインと市場残存率算出モデル  

  http://www.jgka.or.jp/information/2019/post-150.html 

 

 

 

 

適切なリコールの結果として、次のような基準を満たした案件について、リコール実施状況

の進捗報告を終了とします。 

 

＜進捗報告終了の基準＞ 

リコール開始からリコール要因による製品事故が発生していない期間が３年以上経過

していること。 

 

上記に加え、下記①、②のいずれかの条件を満たしてください。 

 

① リコール実施率、もしくは市場残存率を反映した補正実施率が 90％を超えていること。 

② リコール実施事業者の努力にも関わらず、リコール実施率が頭打ち状態に達し２年間

経過していること。 

 

ただし、報告の終了がリコールの終了を意味するものではなく、リコール受付窓口やリコー 

４．リコール実施状況の自己評価、進捗報告終了について 

https://www.aeha.or.jp/recall/
https://www.aeha.or.jp/about/pdf/naikakucyousa_1809.pdf
http://www.jgka.or.jp/information/2019/post-150.html
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ル実施のホームページでの掲載は最低限維持するものとし、重大製品事故が再発した場合

は、報告を再開してください。 

進捗報告終了に際しては、「自己評価報告書」を経済産業省製品安全課に提出し、確認

を受けてください。なお、製品寿命が短い、例えば低価格な雑貨や日用品等については、リコ

ール実施期間も相対的に短期間で済むケースも考えられ、製品事故の重篤度も個別案件に

よって大きく異なることから、進捗報告の頻度や終了は必要に応じて検討しますので、ご相談

ください。 

経済産業省のリコール手続き、良くある質問集（FQA） 

https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/system/09-2.html 
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〈自己評価報告書〉 

製品リコールの進捗報告終了のための自己評価報告書 

 

 

経済産業省 

商務情報政策局産業保安グループ製品安全課長 殿 

 

                                 ●●年●月●日 

                                 事 業 者 名 

 

（１） リコール実施状況について 

・リコール製品名 

・対象台数 

・リコール開始年月日 

・リコール対策済み台数（点検／改修台数、回収台数） 

・実施率 

 （残存率を反映した補正実施率を記述する場合は、実施率と補正実施率を併記し、 

  補正実施率の算出に利用した推計モデルの引用先も記述する） 

・リコール開始からの製品事故の発生件数 

 

（２）自己評価 

（これまでのリコール活動、実施率が頭打ち状態でこれ以上回収が見込めない状況にあ 

るなど、リコールの達成の状況を記述。） 

 

（３）今後のリコール実施方策等について 

 例）・自社HPにおいては引き続き掲載 

     ・消費者からの問い合わせ窓口は引き続き用意する など 

 

（４）本件の連絡先 
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NITE は事故情報・リコール社告情報を収集し公表しています。 

https://www.nite.go.jp/jiko/report/annual/index.html    （事故情報の年報） 

https://www.nite.go.jp/jiko/jikojohou/information/index.html （最新の事故情報） 

 

事故件数の年度別推移 

 

2022 年 3 月 25 日経済産業省産業保安 G 製品安全課「2021 年製品事故動向について（データ集）」より 

 

 

NITE が公表するリコール社告情報 

 

 

（参考４） （独）製品評価技術基盤機構によるリコール情報の収集 

https://www.nite.go.jp/jiko/report/annual/index.html
https://www.nite.go.jp/jiko/jikojohou/information/index.html
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NITE のリコール情報詳細（１） 

 

 

 

NITE のリコール情報詳細（２） 

 

 



（参考３）関係行政機関等への報告様式等  

-142- 

 

参
考 
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（参考５） 関連する法令等の解説 

 

１．製品事故に関する制度と事業者の義務等 

消安法で定める製品事故に関して、法令等により事業者が義務として行うべきこと

や求められている事項は下表のとおりとなります。 

 

  製 品 事 故 に 関

す る 情 報 収 集

と 消 費 者 へ の

提供 

製品事故報告の際に求められる対応 製品事故が発生した場合に求め

られる対応 

重大製品事故を知っ

た時 

非重大製品事故を知

った時 

 危害の発生及び拡

大を防止するため

必要があると認め

るとき 

製
造
事
業
者 

消 費 生 活 用 製

品 に つ い て 生

じ た 製 品 事 故

に 関 す る 情 報

を収集し、当該

情 報 を 一 般 消

費 者 に 対 し 適

切 に 提 供 す る

よ う 努 め な け

ればならない。

（消安法第 34

条第 1 項） 

10 日以内に定められ

た様式で内閣総理大

臣（消費者庁）に報

告しなければならな

い。（消費生活安全

法第 35 条第 1 項、第

2 項、内閣府令第 3

条）。 

尚、報告する内容は

以下の通り。 

・当該消費生活用製

品の名称及び型式 

・事故の内容 

・消費生活用製品を

製造又は輸入した数

量と販売した数量 

独立行政法人製品評

価 技 術 基 盤 機 構

（NITE）の本部又は

支所に速やか（目安

は事故を知った時か

ら 10 日以内）に NITE

が定める報告書式に

従って報告すること

が要請されている。 

（ 経 済 産 業 省 通 達 

平成 23 年 3 月 4 日付

平成 23･3･3 商局第 1

号「消費生活用製品

等による事故等に関

する情報提供の要請

について」 

当該製品事

故が発生し

た原因に関

する調査を

行うことを

努めなけれ

ばならない

（消安法第

38条第 1項） 

当該消費生活用製

品の回収その他の

危害の発生及び拡

大を防止するため

の措置をとるよう

努めなければなら

ない。（消安法第

38 条第 1 項） 

輸
入
事
業
者 

同上 同上 同上 同上 同上 

（参考５） 関連する法令等の解説 
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  製 品 事 故 に 関

す る 情 報 収 集

と 消 費 者 へ の

提供 

製品事故報告の際に求められる対応 製品事故が発生した場合に求め

られる対応 

重大製品事故を知っ

た時 

非重大製品事故を知

った時 

 危害の発生及び拡

大を防止するため

必要があると認め

るとき 

小
売
販
売
事
業
者 

規定なし その旨を当該消費生

活用製品の製造又は

輸入の事業を行う者

に通知するよう努め

なければならない。

（消安法第 34 条第 2

項） 

同上  製造又は輸入の事

業を行う者がとろ

うとする回収その

他の危害の発生及

び拡大を防止する

ための措置に協力

するよう努めなけ

ればならない。（消

安法第 38 条第 2

項、第 3 項） 

修
理
又
は
設
置
工
事
事
業
者 

規定なし 同上 同上 規定なし 規定なし 

リ
ー
ス
事
業
者 

規定なし 規定なし 同上 規定なし 規定なし 
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２．法律上の責任 

製品事故等と関連して発生し得る事業者の法的責任について行政上の責任、民事上

の責任、刑事上の責任の３つの視点から解説します。 

 

（１）行政上の責任 

① 危害防止命令 

ⅰ）消安法第 39 条第１項に基づく危害防止命令 

主務大臣は、製造事業者または輸入事業者に対し、消費生活用製品の欠陥に

より、重大製品事故が生じた場合その他一般消費者の生命又は身体について重

大な危害が発生し、又は発生する急迫した危険がある場合において、当該危害

の発生及び拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、必要な限度に

おいて、当該製品の製造又は輸入の事業を行う者に対し、当該製品の回収を図

ることその他当該製品による一般消費者の生命又は身体に対する重大な危害の

発生及び拡大を防止するために必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。 

   

   ⅱ）消安法第 32 条に基づく危害防止命令33 

    主務大臣は、次の各号に掲げる事由により一般消費者の生命又は身体につい

て危害が発生するおそれがあると認める場合において、当該危害の発生及び拡

大を防止するため特に必要があると認めるときは、当該各号に規定する者に対

し、販売した当該特定製品の回収を図ることその他当該特定製品による一般消

費者の生命又は身体に対する危害の発生及び拡大を防止するために必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

一  特定製品の製造、輸入又は販売の事業を行う者が第四条第一項の規定に違

反して特定製品を販売したこと。 

   二  届出事業者がその届出に係る型式の特定製品で技術基準に適合しないも

のを製造し、輸入し、又は販売したこと（第十一条第一項ただし書の規定の適

 
33 電安法、ガス事業法、液石法においても同様の制度があります。 

① 電安法に定める特定電気用品・特定電気用品以外の電気用品の場合 

電安法に定める特定電気用品・特定電気用品以外の電気用品に関しては、製造事業者・輸入

事業者等は、無表示品の販売、基準不適合品の製造、輸入、販売により危険又は障害が発生

するおそれがあり必要と認められる場合は、経済産業省から危険等防止命令を受けます。（電

安法第 42 条の５） 

②ガス事業法に定める特定ガス用品、特定ガス用品以外のガス用品の場合 

ガス事業法に定める特定ガス用品、特定ガス用品以外のガス用品に関しては、製造・輸 入・

販売業者は、生命又は身体についてガスによる災害が発生するおそれがある認める場合にお

いて、当該災害の拡大を防止するため特に必要と認めるときは、経済産業省より災害防止命

令を受けます。（ガス事業法第 39 条の 18） 

③液石法に定める特定液化石油ガス器具等、特定液化石油ガス器具等以外の液化石油ガス器具

等の場合 

液石法に定める特定液化石油ガス器具等、特定液化石油ガス器具等以外の液化石油ガス器具

等に関しては、製造・輸入・販売事業者は、生命または身体について液化ガスによる災害が

発生するおそれがあると認める場合において、当該災害の拡大を防止するため特に必要と認

めるときは、経済産業省より災害防止命令を受けます。（液石法第 65 条） 
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用を受けて製造し、又は輸入した場合を除く。）。 

 

② 体制整備命令（消安法第 37 条第１項） 

内閣総理大臣は、製造事業者または輸入事業者において重大製品事故を知った

にもかかわらず、その報告を怠り、又は虚偽の報告をした場合において、当該製

品の安全性を確保するため必要があると認めるときは、製造事業者または輸入事

業者に対し、当該製品について生じた重大製品事故に関する情報を収集し、かつ、

これを適切に管理し、及び提供するために必要な体制の整備を命ずることができ

る。 

 

（２）民事上の責任 

製造物責任法が施行されるまでは、民事上の責任は債務不履行責任（民法第 415 項）

と不法行為責任（民法第 709 条）でした。責任追及の相手が、債務不履行責任は契約

当事者間に限定され、不法行為責任は契約当事者間に限定されない等の相違はあるも

のの、ともに被害者が製造事業者等の相手方の過失を証明する必要がありました。 

しかし、技術的に素人であり情報収集にも限界がある消費者が、製造事業者等の過

失を証明することは困難であり、被害者側の立証責任の緩和が求められていました。 

そこで、平成７年に施行された製造物責任法では、不法行為法の特別法として、加

害者の過失の有無は問わず、製品の欠陥と損害の発生、両者の間の因果関係を証明す

ればよいこととなり被害者側の立証責任が緩和されました。 

  

（３）刑事上の責任 

製品事故等が発生し、生命身体への侵害が認められる場合に、役員または従業員は、

業務上過失致死傷罪に問われるおそれがあります。 

 

業務上過失致死傷罪（刑法第 211 条第１項前段） 

業務上必要な注意を怠り、よって人を死亡させる又は傷害させた場合、５年以下の懲役若しく

は禁錮又は 100 万円以下の罰金 
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（参考６） 他の各種ハンドブック等との関係 

 

消費生活用製品安全法に基づく重大製品事故の報告・公表制度については、下記の

事業者用ハンドブック34にまとめられ、解説されています。製品安全対策を体系的・

具体的に理解するために、本ハンドブック及び事例集（Ｐ１に記載）とあわせて参

照してください。 

 

 

 

 

 
34 https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/guideline/download.html 

（参考６） 関連情報 

重大製品事故情報報告・公表制度の 

事業者用ハンドブック 

リコール進捗率向上に向けた 

事業者の実態と取組事例の紹介 

https://www.meti.go.jp/product_safety/producer/guideline/download.html
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チェックリスト 

 

予防措置 

1．日頃から求められる取組 

 経営者は、日頃から消費者の安全・安心を第一に考え、製品事故等に背を向けず

リコールに積極的に取り組む姿勢を社内に徹底し、社外に明示しているか。  

 全ての役員・従業員において、危機管理やリコールに対する意識向上に向けた教

育・研修を行っているか。 

 

2．未然防止のための措置 

 製品事故等の未然防止に向けてリスクアセスメント等の取組を実施しているか。  

 

3．速やかなリコール実施のための日頃からの準備措置 

 製造段階、流通段階の各段階においてトレーサビリティを確保するために、ロッ

ト番号やシリアル番号による追跡体制の整備や顧客情報の管理体制等を構築して

いるか。 

 基本方針、情報伝達システム・意思決定体制、報告等を要する機関、リコール実

施手順、リコール実施の判断基準等が盛り込まれたリコール対応マニュアルが作

成され、全ての役員・従業員に共有されているか。  

 リコールを実施する際のサポート機関や要する費用等について事前に確認してい

るか。 

 

チェックリスト 
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製品事故等への速やかな対応 

アクション１ 事実関係の把握等 

 製品事故の発生又は事故の発生を予見させる欠陥等の兆候を発見した場合、それ

らの事実関係の把握、内容の整理を行っているか。  

 整理された情報は、社内外の関係者に対し迅速に共有されているか。  

 当該事象が重大製品事故にあたると判断した場合には消費者庁に、非重大製品事

故にあたると判断した場合には NITE に報告しているか 

 自社で事故原因調査を実施しているか、NITE や消防の事故原因調査に協力して

いるか 

 把握された事実関係をもとに社内外問わず原因究明を行う体制は整えているか。

被害者対応を最優先事項の一つとして対応しているか。  

 

アクション２ リコールを実施するか否かの判断 

 当該製品事故等について、人的被害の可能性の有無、多発・拡大可能性、製品起

因による事故か否か等を総合的に判断し、経営者がリコールの意思決定を行って

いるか。 

 リコール実施の判断に至らない場合であっても、消費者の安全確保のための暫定

措置を実施しているか。 

 

アクション３ 対策本部等の実施母体の設置 

 リコールを全社的に取り組むための最高経営責任者をトップに据えた実施母体、

責任母体となる組織を組成しているか。 

 

アクション４ リコールプランの策定 

 リコール実施にあたって、リコール実施の目的、リコール方法、対象製品・対象

数、対象者、実施期間、社内外関係者との連携内容等の内容を定めたリコールプ

ランを策定しているか。 

 当該リコールプランを実行するための経営資源を投入しているか。  

 

アクション５ 社告等の情報提供方法の選択 

 情報提供対象者の特定、情報提供方法及び媒体の選定、伝えるべき内容、配慮す

べき事項といった点を十分に考慮し、リコール情報を提供しているか。  

 

アクション６ 関係機関等への報告・連絡 

 リコール実施にあたって消費者に情報提供するとともに、関係機関等（従業員、

取引先、業界、ユーザー団体、関係行政機関、弁護士、保険会社、マスコミ等）

へも抜け漏れなく報告・連絡しているか。 
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リコールの実施状況の継続的監視・評価（モニタリング） 

1．モニタリングの体制 

 リコールの有効性をはかるために対象製品の把握率と回収率（実施率）をもとに

した適正なモニタリングを行っているか。 

 

2．モニタリングデータの分析 

 リコールの告知方法（情報提供方法）及び実施方法の有効性の観点からモニタリ

ングデータを分析しているか。 

 

3．リコール実施状況の評価 

 リコール実施状況について、告知方法の妥当性、告知情報の妥当性、相談窓口の

妥当性、点検方法や修理方法等の妥当性、進捗状況の妥当性の観点から常時有効

性の評価を行い、問題や課題があれば、都度改善を図っているか。  

 積極的なリコール対応を縮小する場合においても、市場に残存している製品によ

る製品事故等が発生することも勘案した対応を行っているか。  

 

4．リコール方法のフォローアップ 

 リコールの有効性の評価をもとに現状方法の補完か新しい方法での告知方法によ

りリコール方法のフォローアップを図っているか。  

 

5．記録の作成、リコール漏れへの対処及び得られた情報のフィードバック 

 一連の対応に関して記録を作成しているか。 

 一連の対応で得られた経験や知識、当該事案の原因等に関して、自社製品の製品

事故の再発防止・未然防止や製品安全管理態勢・リコール対応態勢の改善に活用

しているか。 
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令和 4 年度 リコールハンドブック改訂委員会 委員一覧 

 

 

大河内 美保 主婦連合会 監事 

金谷 隆平  大手家電流通協会 委員 

川崎 裕之  独立行政法人製品評価技術基盤機構 製品安全センター 次長 

桑原 華穂  ヤフー株式会社 政策企画統括本部政策渉外部 

Digital Crime Unit マネージャー 

古賀 雅隆  株式会社日経ＢＰコンサルティング デジタル本部 

 シニアコンサルタント 

小山 健太  楽天グループ株式会社 コマースカンパニー 

コーポレート統括部コマース渉外室長 

齊藤 幸利  一般財団法人家電製品協会 製品安全委員会 委員 

竹田 歩   株式会社ディー・ウォーク・クリエイション 代表取締役社長 

遠山 聡   専修大学 法学部 教授 

徳野 泰之  三井住友海上火災保険株式会社 新種保険部費用保険チーム長 

豊田 浩寿  一般社団法人日本ガス石油機器工業会 安全対策委員会委員長 

松田 友加里 アマゾンジャパン合同会社 渉外本部 公共政策部長 

三浦 佳子  消費生活コンサルタント 

三上 喜貴  開志専門職大学 副学長（委員長） 

 

（敬称略・五十音順） 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

経済産業省 商務情報政策局産業保安グループ 製品安全課 

 

 

 

〒100-8901 東京都千代田区霞が関 1丁目 3番 1号 

TEL 03-3501-4707 

FAX 03-3501-6201 
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